
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成19年3月 

松 山 市 



■第三次実施計画の策定にあたって 

 

本市においては、平成１２年に、「新行政改革大綱」を策定して以来、３年毎に実施計画を定め、

「選択と集中」の基本理念のもと、危機意識と改革意欲を共有しながら、各範にわたる行政改革に

信念をもって臨み、知恵と工夫を結集して、市民サービス水準を低下させることなく、財政の健全

化や定員の適正化等に繋げてまいりました。 

しかしながら、三位一体の改革に伴う地方交付税の減額等、国の地方に対する財政措置の影

響を受け、また、扶助費をはじめとする社会保障関係経費が、今後ますます増大することが見込

まれることなどを考慮いたしますと、依然として、地方を取り巻く行財政事情としては予断を許さな

い状況にあり、そのような中で、市民の生活を守りつつ、将来にわたって活力あふれるまちづくりを

進めていくためには、引続き、改革の手を緩めることはできないものと考えています。 

このたび、今後の取組みの礎となる「新行政改革大綱第三次実施計画」を策定いたしましたが、

計画に掲げる３２の取組項目につきましては、本市の「集中改革プラン」に掲げる項目を中核とし

て、昨年 6 月に成立した「行政改革推進法」、あるいは、8 月に示された「地方行革の更なる指針」

における要請や、これまでの本市における成果や課題を継承するうえで必要な事項を加えて設定

したものであり、それぞれの項目について、「積極的な情報公開」と「明確な目標設定」を重要視す

るとともに、「意見公募手続」を実施し、原案の段階で幅広く市民の方からご意見等をいただいた

経緯がございます。 

今後３年間、重点的取組事項として掲げました「事務事業の仕分け」、「公の施設の経営改革」、

「外郭団体の見直し」、あるいは、「徴収率の向上等、歳入財源の確保」はもとより、それぞれの項

目について、これまで以上に厳しい取組みが想定されますが、この計画に掲げる目標を達成し、

その成果を市民の皆様に還元できますよう、さらなる行政改革に挑んでまいりたいと考えておりま

す。 

最後に、本計画策定にあたり、ご尽力を賜りました行政改革専門委員会委員をはじめ、ご意見

をいただきました市民の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

松山市長 中村 時広 

 



■第三次実施計画の構成 
 

第三次実施計画は、『概要とポイント』、『これまでの経緯と現状』、『項目別取組目標等』及び

『参考資料』から構成されています。 

主な内容は下記のとおりです。 

 

 

【概要とポイント（Ｐ１～Ｐ６）】 

 第三次実施計画の基本構想や今後３ヵ年の取組項目一覧、またこの期間中、特に重点的

に取り組む事項として掲げた「事務事業の仕分けの基準の設定と廃止対象事務事業の選別」、

「公の施設の経営改革」、「外郭団体の見直し」、「歳入財源の確保への取組み」の４項目に

係る取組内容等について整理したものです。 

 

 

【これまでの経緯と現状（Ｐ７～Ｐ２６）】 

 これまでの本市の取組みを総括する意味で、「財政事情」、「定員管理状況」、「給与等の水

準」、「民間委託等の取組み」、「組織機構の見直し」の５項目について、「これまでどのよう

なことに取組み、その結果、今がどういった状態にあるのか」を明確にお示しできるよう

整理したものです。 

 

 

【項目別取組目標等（Ｐ２７～Ｐ４６）】 

 第三次実施計画に掲げる各項目について、「今がどのような状態」にあり、それを、「い

つまでに、どのような状態」にしようとしているのかを、数値目標や市民の皆様にも分か

りやすい指標・表現等を用いることに留意しながら整理したものです。 

 

 

【参考資料（Ｐ４７～Ｐ８６）】 

「事務事業を仕分ける基準」や、「重点的経営改革対象施設の抽出に係る考え方」、「特殊勤務

手当一覧」など、項目別取組目標等に掲げる内容では十分に補足しきれないものについて、参考

資料として別途整理したものです。
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Ⅰ．第三次実施計画基本構想  
 

●推進期間  19 年度～21 年度（３年間） 

 

※行革大綱実施計画と集中改革プランの推進期間（目標年度） 

12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度

 

★ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

●取組項目の考え方 

★さらなる行財政運営の健全化を図るため、次に掲げる項目に取組むこととする。 

１ 昨年度策定し、公表した「松山市集中改革プラン」に掲げる項目をベースとし、その実現に

向けた取組みを行う。 

２ 「行政改革推進法（18 年 6 月）」の規定や、「地方行革の更なる指針（18 年 8 月）」における

要請を参考に、1 の取組項目に追加すべきものを抽出し、追加する。【＋α分】 

３ 現行の実施計画（第二次実施計画）に掲げる取組項目のうち、１、２の取組項目との整合を

図りながら、追加すべきものを抽出し、追加する。【＋β分】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 年度～18 年度 

第二次実施計画 

19 年度～21 年度

第三次実施計画

大綱策定時～15 年度 

第一次実施計画 

集中改革プラン 

17 年度～21 年度 

新行革大綱策定（12 年 12 月）

NEW

 
集中改革プラン 

・事務事業の見直し

・民間委託等の推進

・定員管理の適正化

・給与等の見直し 

・外郭団体の見直し

・歳入財源の確保 
＋α ＋β 

第三次実施計画取組項目（イメージ） 

コア 

新たな要請 継 承 



2 

Ⅱ．第三次実施計画取組項目一覧 

第三次実施計画取組項目 相関関係整理 参考 

No 
大項目 項目名 

主担当課 集中

改革

ﾌﾟﾗﾝ 

要請 
(+α) 

継承 
(+β) 

大綱 
方針 

①事務事業の仕分けの基準の

設定と廃止対象事務事業の

選別 

行政改革推進課 ○ ○ ○ 
方針 5

方針 6
1 

事務事業の見直しと

民 間 委 託 等 の 推 進

（指定管理者制度の

活用を含む。） ②公の施設の経営改革 行政改革推進課 ○ ○ ○ 
方針 5

方針 6

2 組織機構の見直し 組織機構の見直し 行政改革推進課  ○ ○ 方針 5 

3 定員管理の適正化 定員管理の適正化 行政改革推進課 ○ ○ ○ 方針 5 

①人事考課の適切な運用 人事課 
4 能力・実績に基づく

人事管理の推進 
②分限制度の見直し 人事課 

○ ○ ○ 方針 1 

5 人材育成の推進 人材育成の推進 人事課 ○ ○ ○ 方針 1 

①給与の適正化 人事課 

②特殊勤務手当の見直し 人事課 6 給与等の見直し 

③福利厚生事業の見直し 職員厚生課 

○ ○  方針 1 

7 外郭団体の見直し 外郭団体の見直し 行政改革推進課 ○ ○ ○ 方針 5 

①健全財政の維持 

（健全な財政運営へのガイド

ラインの見直し） 

財政課 ○ ○ ○ 

②補助金等の見直し 財政課 ○ ○ ○ 

③公会計の整備 財政課  ○ ○ 

④予算編成手法の見直し 財政課 ○  ○ 

⑤コスト構造改革の推進 

（公共事業） 
技術管理課  ○ ○ 

8 健全財政の維持 

⑥公営企業会計の導入 

（下水道事業） 
下水道政策課 ○ ○  

方針 4 

①徴収率（市税・保険料・使

用料）の向上 

納税課、国保・年

金課、介護保険課、

住宅課、下水道サ

ービス課 

○ ○ ○ 

②広告料収入の確保 企画政策課 ○ ○  

③未利用財産の売却促進及び

資産の有効活用等 
管財課 ○ ○ ○ 

④使用料及び手数料の見直し 財政課 ○ ○ ○ 

9 歳入財源の確保への

取組み 

⑤基金の有効活用 財政課 ○   

方針 4 
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10 電子自治体の推進 電子自治体の推進 電子行政課  ○ ○ 方針 3 

①入札・契約制度の改善 契約課   ○ 方針 5 

②積極的な行政情報の公開 行政情報課 ○ ○ ○ 方針 2 

③意見公募手続制度の確立 行政改革推進課  ○  方針 5 
11 公正の確保と透明性

の向上 

④審議会等の見直し 行政改革推進課   ○ 方針 5 

 
【公営企業局取組分】 

第三次実施計画取組項目 相関関係整理 参考 

No 
大項目 項目名 

主担当課 集中

改革

ﾌﾟﾗﾝ 

要請 
(+α) 

継承 
(+β) 

大綱 
方針 

1 組織機構の見直し 組織機構の見直し (公企)企画総務課  ○ ○ 方針 5 

2 定員管理の適正化 定員管理の適正化 (公企)企画総務課 ○ ○ ○ 方針 5 

3 人材育成の推進 人材育成の推進 (公企)企画総務課 ○ ○ ○ 方針 1 

4 給与等の見直し 特殊勤務手当の見直し (公企)企画総務課 ○ ○  方針 1 

5 健全財政の維持 自己資本構成比率の向上 (公企)経営管理課 ○   方針 4 

 
 

 
１．集中改革プランに掲げる項目【コア】 

・事務事業の見直し・民間委託等の推進 
・定員管理の適正化・給与等の見直し 
・外郭団体の見直し・歳入財源の確保 

 
２．国の要請等への対応【＋α】 

国から示された指針や、法の制定等により地方自治体において特に要請されている項目 
・新地方行革指針（H17.3） 
・行政改革推進法（H18.6） 
・公共サービス改革法（H18.7） 
・地方行革の更なる指針（H18.8）など 

 
３．過去からの取組の継承【＋β】 

   行政改革大綱策定以降、実施計画に掲げ、これまでも継続的に取り組んできた項目 
 

（参考）行政改革大綱に掲げる方針 
   方針 1：職員の意識改革、意欲アップ、レベルアップ 
   方針 2：積極的な情報公開と市民参加 
   方針 3：IT（情報通信技術）時代への対応 
   方針 4：財政の健全性の確保 
   方針 5：業務の見直し 
   方針 6：民間活力の活用 

（参考）第三次実施計画取組項目の設定基準 
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Ⅲ．この期間における重点的取組事項 

この期間においては、次に掲げる事項について、特に重点的に取組むこととし、

その取組状況等については、ホームページ等を通して、積極的な情報公開を行い

ます。 

 

１．事務事業の仕分けの基準の設定と廃止対象事務事業の選別 

（１）集中改革プランに掲げる検討体系に従い、「公の施設」と「その他の事務事業」

に区分し、仕分けの基準を明確にしたうえで、合理的かつ客観的な判断のもと、

廃止すべきものは廃止し、継続するものについては実施主体のあり方の見直しを

行いながら、計画性を持って、「「選択」と「集中」」に資する取組みを行います。 
（２）これらの取組みを通して、廃止すべきものとして仕分けた事務事業については、

あらかじめ事務事業内容や目標年度等を明確にしたうえで、意見公募手続等所要

の手続を経て、順次、廃止（又は縮小）し、その効果については、緊急かつ重要

課題に再配分していきます。 
【22 年度当初（一部 22 年度、23 年度中分を含む。）までの廃止対象事務事業】

抽出数 199 事務事業（一般財源縮減効果額；約 27.4 億円） 
 

２．公の施設の経営改革 

【直営管理施設（719 施設）】 

（１）直営管理施設の抜本的な経営改革を合理的に進めるため、一定の基準を定めた

うえで、特に、行財政運営上、多大な効果が見込まれる「重点的経営改革対象施

設」を抽出し、取組項目や目標水準、目標年度を明確にしながら、積極的な経営

改革に取組みます。 
【22 年度当初までの重点的経営改革対象施設】 

抽出数 80 施設（一般財源投入額；約 10.1 億円） 

（２）そのための有効手段である指定管理者制度を活用する施設については、あらか

じめ施設名称や目標年度等を明確にしたうえで、意見公募手続等所要の手続を経

て、順次、指定管理者制度を導入していきます。 
【22 年度当初までの指定管理者制度活用対象施設】 

抽出数 16 施設（一般財源投入額；約 5.8 億円） 
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（３）また、この期間には指定管理者制度を活用しない施設については、民間に委ね

るべき業務は積極的に民間に委ねていきます。 
（４）これらの取組みと併せて、廃止、民間譲渡等を行うべき施設の検討を行います。 
 

【指定管理者導入施設（45 施設）】 

（１）指定管理者による経営状況を四半期毎に報告させ、次期四半期へ向けて、さら

なる経営改善が図れるよう、指導調整を徹底するとともに、この期間における経

費縮減、収益向上等の具体的な目標を、可能な限り数値を持って設定します。 
（２）この期間に、第１次指定期間（18 年度～20 年度）が終了することから、それ

ぞれの指定管理者による経営改善状況等を見極めながら、次期の指定期間や、指

定管理者の選定のあり方等について検討を行い、指定管理者による施設の経営が

より適切に行えるよう努めてまいります。 
 
３．外郭団体の見直し 

（１）各外郭団体において、「人件費を含めた経費縮減」、「収益の向上」、「サービス

の維持・向上」等の観点から、数値目標や取組事項を明確にしながら、経営改

革に取り組むとともに、その点検評価体制を整備します。 
（２）これらの取組みと併せて、市全体としては、次に掲げる事項について積極的に

検討を行い、この期間に実施すべきものについては、実施します。 
ア 市と外郭団体、団体間の役割分担の見直し 
イ アに基づく、事務事業・サービスの再編や団体組織の再編 
ウ 市の人的関与、財政的関与のあり方の見直し 

 
４．歳入財源の確保への取組み 

（１）徴収率の向上 

   現状の水準を明確にしつつ、この期間における数値目標を設定し、より有効な

手段を研究、選択しながら、市税等の徴収率の向上を目指します。 
（２）広告料収入の確保 

   広報紙その他市が発行する印刷物、市のホームページ、市有施設等に民間企業

等の広告を掲載し、新たな財源を確保します。 
（３）未利用財産の売却促進及び資産の有効活用等 

   具体的な計画を定めた上で、未利用財産の売却及び資産の有効活用を計画的に

行います。 
 



 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

－ これまでの経緯と現状 － 
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Ⅳ．これまでの経緯と現状  

１．本市の財政事情 

（１）概要 

 わが国の景気は、現在、着実な回復を続けていると言われていますが、業種

間の格差は拡大傾向にあり、地方経済においては、地域間の格差が更に拡大す

るなど依然として厳しい状況が続いています。 

 こうした中、本市においても、社会保障や経済活性化への対応等重要な政策

課題に対応するための財政需要が増大する一方、景気回復の鈍さによる大幅な

一般財源不足が生じており、国の財政構造改革等とあいまって、厳しい財政運

営が続いていますが、削るべきものは削るが、やるべきものはやるという基本

姿勢のもと、１１年度に策定した『健全な財政運営へのガイドライン』の趣旨

を踏まえ、財政の健全運営を図るべく取り組んでいるところです。 

  

 

※『健全な財政運営へのガイドライン』の概要 

 
１．財政健全化に向けての数値目標の設定 

松山市財政の現状及び他自治体の動向から、以下を財政的な目標とする。 
（１）経常収支比率 80％以内 
（２）起債制限比率 12％未満、併せて公債費比率 16％未満 
 
  経常収支比率とは、経常的経費に充当された一般財源等の比率で、財政構造等の弾力性

を判断するための指標、起債制限比率とは、公債費による財政負担の度合いを判断する指
標のことで、14％以上は警戒ライン、20％以上になると特定の起債が制限されるとされ、
公債費比率は、経常一般財源に占める公債費の一般財源所要額の割合のことです。 

 
（参考）財政指標計算式 

 ・経常収支比率＝ 経常経費充当の一般財源／経常一般財源総額×100 
 ・起債制限比率＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｅ）／Ｄ＋Ｆ－（Ｃ＋Ｅ）×100 
 ・公債費比率 ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）／Ｄ＋Ｆ－Ｃ×100 

 
Ａ：当該年度の元利償還金 
Ｂ：元利償還金に充てられた特定財源 
Ｃ：普通交付税の算定において災害復旧費等の償還費として 

基準財政需要額に算入された公債費 
Ｄ：標準財政規模 
Ｅ：普通交付税の算定において事業費補正により 

基準財政需要額に算入された公債費 
Ｆ：臨時財政対策債発行可能額 
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２．財政健全化に向けて取り組む基本的事項 

財政的な数値目標を維持するため、行政運営をしていくうえでの経費の削

減・効率化に取り組むことにする。 
（１）人件費・扶助費・公債費といった増加が避けられない義務的経費を

含め経常的経費について、直近 5 ヵ年の平均を下回る伸び率に抑制

する。 

（２）市債については、市債依存度が 10％を超えない範囲とし、その抑制

に努めることとする。 
（３）投資的経費については、事業の必要性、効果等を検討し、優先度の

高いものから重点的に実施することとする。 
（４）大規模プロジェクトへの取り組みについては、予算主義から決算主

義への転換を基本に置き、現在、計画段階にある大規模プロジェク

トについては縮減の方向で見直しを図ることとする。 
（５）基金の活用については、財源の年度間調整的役割を果たすため、よ

り有効的な活用を図ることに留意しつつ、実質単年度収支の赤字解

消に努める。 
 

３．日本一のまちづくり実現に向けての施策の推進 
松山だけが持つ有形無形の財産を活用した独自性を発揮するまちづくりへ

の重点化を進めることとし、既存事業の見直しによる財源捻出を基本に「特

別枠の設置」を行ない、環境・福祉・教育・観光・経済の各分野における日

本一のまちづくりを積極的に推進する。 
 

４．行政改革の積極的な推進 
市民サービスの向上と効率的な行政システムの確立を目指し、地方分権の

新たな時代にふさわしい行政改革を推進するうえから、松山市行政改革大綱

に基づく取り組みを計画的に進め、その成果を予算編成等、健全な財政運営

に資するものとする。 
 

５．公開性の確保と住民参加 
財政的な目標や各種事業の実施について、市民を含めたコンセンサスの確保を図

るとともに、開かれた市政という観点に立ち、それらに関する情報をできるだけ早

く積極的に提供し、透明性の高い市民に信頼される行政を推進する。 
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（２）決算額（普通会計）の推移 

   ① 歳入 

 市税収入が、９年度の水準を回復できない中で、市債及び基金からの繰入

金により財源不足を補う状況となっており、市債残高が増加している中、特

に１６年度は、国の三位一体改革に伴い、地方交付税等一般財源が大幅に削

減され、財政調整基金を大きく取り崩さざるを得ない状況になりました。こ

うした中、人件費をはじめとする経常経費の大幅な抑制に努めることにより

１７年度には歳入歳出をほぼ均衡させることができました。 
 
 

歳入決算額の状況（普通会計）
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ａ 市税 

 本市の歳入の根幹をなす市税は、６年度の特別減税により大きく減少し

ましたが、その後は固定資産税等の増収により、一時回復傾向が見られま

した。 

 しかし、１０年度以降は、長引く景気の低迷による市民税の減収等が、

市税全体に影響を及ぼし、伸び悩みの状態が続いています。 

 そのため、以前は４割を越えていた歳入全体に占める割合も、１１年度

以降は４割以下に落ち込んでいます。 

１９年度以降は税源移譲に伴い増収が見込まれていますが、国からの補

助金等がそれ以上の削減となっていることから歳入総額の増加は見込め

ない状況となっています。 

 

 

松山市の市税の推移（決算額）
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   ｂ 地方交付税 

 地方交付税（注１）については、平成元年以降一貫して増加してきており、

１６年度には合併に伴い一定の増加もありましたが、国の財源不足から臨時

財政対策債（注２）が導入されたことや、国の三位一体改革に伴う交付税制

度の見直しにより歳入総額は減少傾向にあり、１８年度以降地方交付税の更

なる減少が見込まれています。 
 
 

地方交付税の推移（決算額）

65 80 85 95
116

137
154

135
119

152

194
226 220 220 221

251 261

20
47

76

61 47

0

50

100

150

200

250

300

350

元
年
度

２
年
度

３
年
度

４
年
度

５
年
度

６
年
度

７
年
度

８
年
度

９
年
度

１
０
年
度

１
１
年
度

１
２
年
度

１
３
年
度

１
４
年
度

１
５
年
度

１
６
年
度

１
７
年
度

（年度）

（億円）

臨時財政対策債

地方交付税

 

 

    注１ 地方交付税とは 

 財源の地域的な不均衡を是正し、すべての自治体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うことが出

来るように、必要な財源を確保することを目的としているもので、国庫支出金とは異なり、使途

について何らの制限も受けない、いわゆる一般財源となります。 

 なお、地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。 

   普通交付税とは、合理的な基準に基づき、自治体が妥当な水準の行政を行うために必要とする額

（基準財政需要額）と標準的に徴収が見込まれる税収入（基準財政収入額）を算定し、収入が不

足している場合に、これを補うために国から交付されるものです。 
   特別交付税とは、普通交付税の補完的な機能を果たすもので、普通交付税の算定にあたり反映す

ることが出来なかった、各自治体の特別な事情を考慮して交付されるものです。 
 

注２ 臨時財政対策債とは 

 国が普通交付税として自治体に交付してきた額のうち、交付税特別会計の借入金で対応してきた財

源不足分について、その半額を赤字地方債に振替えたもので、通常の地方債とは異なり、一般財源

となります。（後年度の元利償還金が、普通交付税算定の際に基準財政需要額に算入されるもので、

当初、13～15 年度の臨時的措置が、延長されています。） 



6 

   c 市債 

 地方債（市債）は、自治体が財源の調達を目的として行う「借金」で、そ

の返済が一会計年度を超えて行われるものを指します。 

 地方債の活用により、「財政負担の年度間調整」や「世代間の負担の公平」

を図ることができるが、翌年度以降、その償還のための支出を義務づけられ

ることになるため、過度に地方債に依存することは、将来の財政運営の健全

性を保つ観点から好ましくありません。 
 本市の場合、１７年度末の市債残高は普通会計で約１,８９６億円であり、

元年度と比較すると、３．５倍以上に増加しています。 

 このため、今後は借入金の返済状況を勘案し、より一層事業の取捨選択を

行い、将来計画を見据えた借り入れとする必要があります。 

 

 

投資的経費・市債残高・市債発行額・公債費の状況（普通会計）
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・表示された市債残高は、元金のみで利息は含まれていません。 

・市債の借入先は、国の財政融資資金、公営企業金融公庫、民間銀行などです。 
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   ② 歳出（性質別） 

a 義務的経費 

義務的経費とは、人件費、扶助費及び公債費のことで、支出が義務づけ

られている経費のことです。人件費は団体が存立する限り経常的に支出し

なければならず、扶助費は生活保護をはじめ大部分が法令の規定により支

出が義務づけられており、公債費は市債の償還に要する経費であり、いず

れも任意に節減できない経費であります。一般的に歳出全体に占める義務

的経費の比率が低い程財政は弾力性があり、高いほど硬直化していると言

われています。 

本市の場合、元年度との比較で人件費は１．６倍、扶助費は２．３倍、

公債費は３．２倍に増加しています。 

    

ｂ 投資的経費 

投資的経費とは、その支出効果が資本形成に向けられ、施設等がストッ

クとして将来に残るものに支出される経費をいい、工事費や公有財産購入

費などの普通建設事業費及び災害復旧費を指し、国の補助金を受けて行な

う補助事業費と、市単独で行なう単独事業費に分類されます。 

 近年は、義務的経費やその他(物件費、補助費等、維持補修費など)が年々

増加傾向にあるため、投資的経費は抑制傾向にあります。 

 

 

歳出決算額の状況（普通会計・性質別）
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公債費

扶助費
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・その他は、委託料・光熱水費・消耗品費などの物件費、他会計の不足を補うための繰出金、

負担金・補助金などの補助費等、施設の維持補修費などです。 
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③ 基金の状況 

 基金には、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるものと、

特定の目的のために定額の資金を運用するものの２種類あり、本市では、１

７年度末で１７の基金が、それぞれの目的に応じて設置されています。 
 このうち、財政調整基金は、予算編成時の財源不足の補填や災害時などへ

の対応に備えるもので、本市の基金残高は、３年度から減少を続けていまし

たが、１１年度から増加に転じ、１５年度まで増加を続けていました。 

 しかし、１６年度においては、国の三位一体の改革に伴う一般財源の減収

を補填するため、大きく(１９億円)減少しましたが、１７年度には微減にと

どまっています。 

また、市債償還に備えておくための基金である減債基金は微増となってい

ます。 

 今後も、厳しい財政運営が続くことが予想されますことから、より一層歳

入の確保と歳出削減に努め、これらの基金については一定額を確保していく

必要があります。 

 

 

基金残高の推移
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 （３）財政構造等の状況 

 自治体の財政構造の弾力性を測る比率として、経常収支比率があります。こ

れは、人件費、扶助費等の経常経費に、地方税、地方交付税等の経常一般財源

収入が、どの程度充当されているかを見るもので、都市にあっては７５％程度

が妥当であり、８０％を超えると、その自治体は弾力性を失いつつあるとされ

ています。 

 本市では、１１年度策定の『健全な財政運営へのガイドライン』の中で、こ

の経常収支比率に加えて、起債制限比率及び公債費比率について財政健全化に

向けて数値目標を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

起債制限比率とは、公債費による財政負担の度合いを判断する指標のこと

で、１４％以上は警戒ライン、２０％以上になると特定の起債が制限される

とされ、公債費比率は、経常一般財源に占める公債費の一般財源所要額の割

合のことです。 

     経常収支比率は、平成元年度の５７．６％から増加し続けており、１６年

度には、三位一体改革に伴う地方交付税等一般財源が５０億円規模削減され

たことに加え、社会保障費の大幅な増加により、１６年度にガイドラインの

数値目標を超え、１７年度は８１．６％となっています。 

     また、起債制限比率は、平成元年度の５．１％、公債費比率は、平成元年

度の７．２％から増加傾向にあるものの、１７年度までガイドラインの数値

目標は達成しています。 
 

経常収支比率の推移
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（ガイドライン数値目標） 

 ・経常収支比率８０％以内 

 ・起債制限比率１２％未満、併せて公債費比率１６％未満 
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公債費比率・起債制限比率の推移
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（参考）財政指標計算式 

 ・経常収支比率＝ 経常経費充当の一般財源／経常一般財源総額×１００ 

 ・起債制限比率＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｅ）／Ｄ＋Ｆ－（Ｃ＋Ｅ）×１００ 

 ・公債費比率 ＝ Ａ－（Ｂ＋Ｃ）／Ｄ＋Ｆ－Ｃ×１００ 

 

Ａ：当該年度の元利償還金 

Ｂ：元利償還金に充てられた特定財源 

Ｃ：普通交付税の算定において災害復旧費等の償還費として基準財政需要額に算入された公債費 

Ｄ：標準財政規模 

Ｅ：普通交付税の算定において事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 

Ｆ：臨時財政対策債発行可能額 
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２．本市の定員管理状況及び集中改革プランに掲げる数値目標等 

 

■部門別職員数の推移（11年度～18年度）

職      員      数（人） 対 前 年 増 減 数（人）

平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18  平12  平13  平14 平15 平16 平17 平18

議 会 34 34 32 32 30 30 24 24 0 ▲ 2 0 ▲ 2 0 ▲ 6 0

総 務 493 486 490 499 507 509 500 491 ▲ 7 4 9 8 2 ▲ 9 ▲ 9

税 務 170 169 167 167 164 165 162 162 ▲ 1 ▲ 2 0 ▲ 3 1 ▲ 3 0

労 働 4 4 4 4 5 5 4 4 0 0 0 1 0 ▲ 1 0

農 水 121 116 116 114 114 114 108 105 ▲ 5 0 ▲ 2 0 0 ▲ 6 ▲ 3

商 工 39 37 37 37 44 45 49 50 ▲ 2 0 0 7 1 4 1

土 木 407 399 394 391 387 377 368 359 ▲ 8 ▲ 5 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 9

小 計 1,268 1,245 1,240 1,244 1,251 1,245 1,215 1,195 ▲ 23 ▲ 5 4 7 ▲ 6 ▲ 30 ▲ 20

民 生 535 573 523 517 511 510 502 496 38 ▲ 50 ▲ 6 ▲ 6 ▲ 1 ▲ 8 ▲ 6

衛 生 388 388 395 401 402 407 401 400 0 7 6 1 5 ▲ 6 ▲ 1

小 計 923 961 918 918 913 917 903 896 38 ▲ 43 0 ▲ 5 4 ▲ 14 ▲ 7

一般行政計 2,191 2,206 2,158 2,162 2,164 2,162 2,118 2,091 15 ▲ 48 4 2 ▲ 2 ▲ 44 ▲ 27

教 育 610 604 591 573 558 553 546 533 ▲ 6 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 15 ▲ 5 ▲ 7 ▲ 13

警 察

消 防 426 432 432 432 431 446 440 445 6 0 0 ▲ 1 15 ▲ 6 5

小 計 1,036 1,036 1,023 1,005 989 999 986 978 0 ▲ 13 ▲ 18 ▲ 16 10 ▲ 13 ▲ 8

病 院 36 36 36 35 34 28 25 22 0 0 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 3

水 道 204 201 203 198 188 176 155 149 ▲ 3 2 ▲ 5 ▲ 10 ▲ 12 ▲ 21 ▲ 6

交 通 80 79 78 76 71 54 17 17 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 17 ▲ 37 0

下水道 116 114 116 115 114 112 122 121 ▲ 2 2 ▲ 1 ▲ 1 ▲ 2 10 ▲ 1

その他 221 220 261 253 252 235 226 225 ▲ 1 41 ▲ 8 ▲ 1 ▲ 17 ▲ 9 ▲ 1

小 計 657 650 694 677 659 605 545 534 ▲ 7 44 ▲ 17 ▲ 18 ▲ 54 ▲ 60 ▲ 11

総合計 3,884 3,892 3,875 3,844 3,812 3,766 3,649 3,603 8 ▲ 17 ▲ 31 ▲ 32 ▲ 46 ▲ 117 ▲ 46

公
営
企
業
等

  　           区　分

部　門

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

特
別
行
政

注１） 11 年度から 16 年度の職員数は合併前の松山市、北条市、中島町の職員数の合計です。（平成 17 年 1

月 1日合併） 

注２） 部門別職員数は総務省が実施する「定員管理調査」の区分に基づくものです。 

「総務」には総務一般のほか、企画開発、住民関連（戸籍、住民基本台帳、印鑑証明等窓口業務）等

を含みます。 
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■これまでの純減実績 

※参 考  

 
H11.4.1 

① 
H16.4.1 

② 
純減数
②－①

純減率 H18.4.1 
③ 

純減数 
③－① 純減率

一般行政部門 2,191 2,162 ▲29 1.3% 2,091 ▲100 4.6％

特別行政部門 1,036 999 ▲37 3.6% 978 ▲58 5.6％

公営企業等会計部門 657 605 ▲52 7.9% 534 ▲123 18.7％

合  計 3,884 3,766 ▲118 3.0% 3,603 ▲281 7.2％

※部門の説明 

一般行政部門 ：議会、総務、税務、民生、衛生、労働、農林水産、商工、土木の各部門 

特別行政部門 ：教育、消防 

公営企業等会計部門 ：病院、水道、下水道、その他（国民健康保険・介護保険事業など） 

（普通会計部門 ：一般行政部門＋特別行政部門） 
 
 
■本市の職員数の水準（18 年 4 月 1 日現在） 

比較項目 職員数 中核市との比較 
① 人口千人当たりの総職員数 7.0 人 中核市平均値（8.9 人）の 78.7% 

人口千人当たりの普通会計部門職員数 6.0 人 中核市平均値（7.1 人）の 84.5% 
  （一般行政部門） 4.1 人 中核市平均値（4.9 人）の 83.7% 
  （教育部門） 1.0 人 中核市平均値（1.3 人）の 76.9% ② 

  （消防部門） 0.9 人 中核市平均値（0.9 人）と同数 

 
 
■集中改革プランに掲げる数値目標 

17 年 4 月 1 日現在職員数 22 年 4 月 1 日の目標職員数 

3,649 人    3,467 人（▲182 人） 

 

（年度別の純減数の推移） 

 17 年度 
（実績） 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

前年度の 
退職予定者数 181 103 92 97 112 118 

採用予定者数 64 54 74 70 73 69 
純減数 ▲117 ▲49 ▲18 ▲27 ▲39 ▲49 

純減数(累計) － ▲49 ▲67 ▲94 ▲133 ▲182 
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３．給与の適正化に向けた取組等  

 

（１）本市職員の給与水準 

適正な給与水準は、国の給与水準を基準として団体の組織・規模、地域におけ

る生計費、あるいは財政状況等により判断することとなりますが、市民の方々の

納得を得られるものでもなければなりません。給与水準を比較・検討する方法と

して、一般的には「ラスパイレス指数」が用いられますが、本市においては、18
年 4 月 1 日には、国と均衡のとれた水準にあります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ［ラスパイレス指数の推移］（各年４月１日現在） 
 （注）ラスパイレス指数とは 

地方公務員と国家公務員の給与水準を、職種、学歴、経験年数等の差を考慮した上
で比較し、国家公務員の給与を 100 とした場合の地方公務員の給与水準を指数で示
したもので、通常、その給与水準が国より高い場合は 100 を超え、低い場合は 100
未満となります。 

 
 
（２）総人件費抑制等へのこれまでの取組状況 
   本市においては、これまでも均衡の原則等に基づき、国との均衡を図りながら、 
  以下のような給与の適正化等に取り組み、人件費の総額抑制等に努めてまいりま

した。 

98.0
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100.0
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 ※最近の取組内容 

項目 実施時期 内容 

①特殊勤務手当の見直し 11 年 4 月 

支給方法を、月額制から日額制に改め

るとともに、支給対象業務の特殊性を

改めて検討し、廃止等も行い、手当の

数を「36」から「29」に削減し、年間

約 2,000 万円の縮減を行いました。 

②高齢者対策 12 年 4 月 

勤務成績が良好な場合に 12 月で昇給

を行なうことを 60 歳まで行なってい

ましたが、56 歳からは 18 月で、58 歳

以降は昇給が停止する制度を導入しま

した。 

③退職手当支給率の 
引下げ 

16 年 3 月 

勤続 20 年以上の長期勤続者に係る退

職手当の支給率を引き下げ、最高支給

月数については、改正前「62.7 月」を

「59.28 月」に改めました。 

④退職時特別昇給の廃止 17 年 3 月 

勤務成績が良好な職員が退職した場合

に、退職時に最大 2 号給の特別昇給を

行なっていましたが、退職者のほぼ全

員に行なわれている状態を是正すると

ともに、厳しい財政状況等を考慮し廃

止しました。 

⑤常勤特別職等の給料の 
 特例減額 

17 年 4 月 

三位一体の改革等による、厳しい財政

状況に対応するため、市長・助役・収

入役等の給料月額の 3％カットを実施

しました。 

⑥管理職手当のカット 17 年 4 月 

三位一体の改革等による、厳しい財政

状況に対応するため、部長・企画官級

の管理職手当の 3％カットを実施しま

した。 
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⑦管理職手当のカット 
 範囲の拡大 

18 年 4 月 

三位一体の改革等による、厳しい財政

状況に対応するため、部長・企画官級

だけでなく、課長級にまで範囲を拡大

して、管理職手当の 3％カットを実施

しました。 

 
（３）総人件費抑制等への今後の取組み 

限られた人的資源を有効に活用するとともに、三位一体の改革の影響等による

今後の本市の厳しい財政状況に対応するため、前掲の「定員管理の適正化」の項

に示すとおり、職員数の純減を計画的に行う一方、18 年 4 月から「給与構造改

革」を実施し、年功的な給与上昇要因を抑制する給与システムの構築や職務・職

責や勤務実績に応じた適切な給与制度を導入・運用しております。また、「特殊

勤務手当の見直し」についても取り組んでおり、今後とも、国・愛媛県との均衡

を図ることにより、地域の民間給与の適切な反映に努め、本市の財政状況等を踏

まえた適正な給与水準の維持し、総人件費の抑制にも努めてまいります。 
また、18 年 3 月に改訂した「人材育成実施計画」に基づき、高度・多様・複

雑化する住民ニーズや時代の変化に機動的かつ柔軟に対応し、豊かな発想力や

新たな課題に挑戦する意欲や高い専門性などを備えた職員を育成していくため

により実効性のある施策を講じていきます。 
 

平成 18 年 4 月から実施した給与構造改革の内容について 

   ①給料表及び昇給制度の改正（例：行政職給料表） 
○10 級制から 8 級制に統合 
○平均で 4.8％の引下げ 
○本市の厳しい財政事情に伴う昇給延伸措置 
○職員の勤務成績を反映した査定昇給制度 
○55 歳以上の職員の昇給抑制措置 

 
②勤勉手当の成績率 
○職員の勤務実績を反映できる成績率の導入 

 
③退職手当制度の改正 
○国に準じ、在職期間中の貢献度をより的確に反映できる制度に改正 
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 （※）技能労務職の給与についても、同様に改革を実施し、運用しております。 
 

特殊勤務手当の見直しについて 

18 年 4 月から、手当ごとに、対象職員の範囲・その職務内容・支給基準や支

給方法などについて総合的に再点検を行い、順次見直しを実施していきます。 
  
（４）給与等の状況の公表 

給与等の公表については、その状況を広報等で公表してきましたが、16 年の

地方公務員法の改正によって、「松山市人事行政の運営等の状況の公表に関する

条例」を制定したところであり、今後も公表に当たっては、他の団体との比較

や全国的な指標を用いるなど、市民にわかりやすいような工夫を講じていきま

す。 

 
 18 年度の公表実績 

公表年月日 平成 18 年 11 月 15 日 

ホームページ： http://www.city.matsuyama.ehime.jp 
公 表 媒 体 

その他の媒体：広報まつやま 11 月 15 日号に掲載 

国の公表様式への 
準拠 国の公表様式に準拠し、公表を行っております。 

主な公表内容 

○職員の給与費の状況 
○職員手当の状況 
○特別職の報酬等の状況 
○部門別職員数の状況と主な増減理由 
○職員の研修内容 等 

今後の公表計画 今後も、市民の皆様にご理解いただけるよう、毎年、同時期に
公表を行っていきます。 
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４．民間委託等の取組み等 
 

「新行政改革大綱第１次実施計画」、「第２次実施計画」、「アウトソーシング推進計

画」、「公立保育所民間運営委託計画」に基づく本市の民間委託等の取組みについて業

務内容や経費縮減効果等の整理をします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）公の施設関係 

経費縮減効果 

施設名 業務内容 
開始 

年度 
人件費等 委託料 

単年度 
～22 年度 

当初 

都市公園 ごみ収集等 16 年度 13,600 4,626 8,974 62,818

ﾛｰﾌﾟｳｴｲ内観光案内 16 年度 40,620 31,585 9,035 63,245
索道施設 

券売・改札 16 年度 26,350 9,051 17,299 121,093

券売 16 年度 24,130 11,413 12,717 89,019道後温泉事業 

施設 施設案内 16 年度 14,800 8,285 6,515 45,605

水道施設 検針、収納、電算処理等 16 年度 201,005 173,712 27,293 191,051

垣生浄水場 運転・保守管理 16 年度 102,487 46,347 56,140 392,980

中央浄化ｾﾝﾀｰ 

西部浄化ｾﾝﾀｰ 
運転・維持管理 17 年度 456,922 425,029 31,893 191,358

北部浄化ｾﾝﾀｰ 

北条浄化ｾﾝﾀｰ 
運転・維持管理 17 年度 84,428 80,598 3,830 22,980

市之井手浄水

場 
運転管理 17 年度 72,996 57,729 15,267 91,602

（単位：千円）

22 年度15 年度 19 年度 

15 年度当初から 22 年度当初までの経費縮減効果（見込み）  

15 年度当初から 22 年度当初までの経費縮減効果（イメージ） 

【Ａ】既に民間委託等の実施が決定している業務等 
15 年度当初から 22 年度当初までの経費縮減効果額（見込額）は、累計「約 30.0 億円」 

【Ｂ】今後新たに民間委託等を実施する業務等 

17 年度 

B（上乗せ分） 
15～19 年度当初までの実績（見込み）

（約 14.9 億円） 

15～17 年度当初 

までの実績 

（約 5.7 億円） Ａ （約30.0億円）
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中之川地下駐

車場 

二番町駐車場 

上野町駐車場 

管理運営代行 

（指定管理者制度） 
18 年度 118,227 52,500 65,727 328,635

石井保育所 

伊台保育所 
管理運営 18 年度 304,000 288,000 16,000 80,000

都市公園 ごみ収集等 18 年度 13,600 9,981 3,619 18,095

市道 維持管理 18 年度 54,400 45,000 9,400 47,000

別府第一市民

運動広場 

別府第二市民

運動広場 

拓川市民運動

広場 

空港東第四公

園ﾃﾆｽｺｰﾄ 

管理運営代行 

（指定管理者制度） 
18 年度 26,300 21,300 5,000 25,000

生石保育所 

小百合保育所 
管理運営 19 年度 196,333 192,748 3,585 14,340

（計） 1,784,821

 

（２）その他の事務事業関係 

経費縮減効果 

業務内容 
開始 

年度 
人件費等 委託料 

単年度 
～22 年度 

当初 

公用車運転業務 15 年度 31,968 18,870 13,098 104,784

システム維持管理 15 年度 14,400 11,412 2,988 23,904

環境分析 15 年度 29,592 11,170 18,422 147,376

委員会記録作成 15 年度 7,200 979 6,221 49,768

西ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰごみ受入その他 16 年度 83,000 46,725 36,275 253,925

ユスリカ駆除対策等 17 年度 29,805 7,488 22,317 133,902

横谷埋立ｾﾝﾀｰ埋立ごみ処理等 17 年度 49,800 24,150 25,650 153,900

南ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰごみ受入その他 19 年度 149,600 62,192 87,408 349,632

（計） 1,217,191

 

 

～22 年度 

当初 
経 費 縮 減 効 果 計 

【(1)公の施設関係+(2)その他事務事業関係】 
3,002,012

 

（単位：千円）

（単位：千円）
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５．組織機構の見直し等 
１．取組経緯 

年度 取組の主なポイント 部課数 

１２年度 
市民課に総合窓口（※）を開設 

政策課制度（※）の導入 など 
9 部 74 課

１３年度 
執行リーダー制度（※）の導入 

組織整備三ヵ年計画の策定（推進期間：Ｈ14年度～Ｈ16年度） など 
9 部 74 課

１４年度 

担当部長制度の導入 

副部長級職員の職制の見直し 

総務部の再編整備 

保健福祉部の再編整備 

環境部の再編整備 など 

9 部 71 課

１５年度 
下水道部の再編整備 

産業経済部（農林水産部門を除く。）の再編整備 など 
9 部 72 課

１６年度 

「総務部、企画財政部」を「総務部、理財部、総合政策部」に再編整備 

「都市整備部」と「建設管理部」の統合⇒「都市整備部」 

市民部の再編整備 など 

9 部 70 課

１７年度 

契約担当部長の配置（総務部） 

防災監の配置（消防局）、危機管理担当調整監の廃止（総合政策部） 

市場経営改革担当調整監の配置（産業経済部） など 

9 部 70 課

１８年度 「中央市場課」と「水産市場課」の統合（産業経済部） など 9 部 69 課

 

２．主要制度等の説明 

取組項目 内   容 

総合窓口 

12 年 4 月の中核市移行を機に、市民の視点に立った『やさしくて便利な日本一

の窓口づくり』を目指し、お客様（市民）本位のサービス提供を図るため、従来

の市民課業務を中心として、戸籍及び住民異動に伴い発生する国民健康保険・国

民年金業務等も一括して取り扱う『総合窓口センター』を開設した。 
※ワンストップサービス 
 従来の市民課業務（91 業務）に加え、新たに 64 業務（国保 34、国民年金 23、
介護保険 1、税証明 6）、計 155 業務について、お座りいただいた窓口で手続が可

能。現在は、182 業務に拡充。 

政策課制度 

日常業務は、それぞれの「課を単位」として遂行する一方、部の政策提案と経営資源

の配分が、機能的かつ統一的に行えるよう各部局ごとに「政策課」を設置し、「政策立案

する自治体への転換」を進めていく上での組織フォロー体制を構築。 

執行リーダー制度 

①環境の変化に即応し、柔軟性と機動性を高めるために「係」を廃止し、基礎的執行単

位を「課」とした。 

②中間管理職（課長補佐、係長等）を廃止し、現場戦力の質的・量的拡充を図るととも

に、意思決定、指揮命令のいずれかの観点からも[担当者－執行リーダー－課長]と

いうフラットな課内執行体制を確立した。 

③課内の執行体制の編成に係る全ての権限を課長に委譲した。 

④この制度導入と同時に、「人材育成基本方針」を改訂し、人材育成の基本ステージを

「課」とし、ＯＪＴ重視型へ転換するとともに、課長にその責任を持たせることとした。 

 



【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針５・６

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

事務事業を合理的かつ客観的に仕分け
る基準を設定し、具体作業を通してその
精度を高める。

【補足】
集中改革プランに掲げる検討体系に従い、「公
の施設関係」と「その他の事務事業関係」に区分
し、仕分けの基準を明確にしたうえで、合理的か
つ客観的な判断のもと、廃止すべきものは廃止
し、継続するものについては、実施主体のあり方
の見直しを行いながら、計画性を持って、「「選
択」と「集中」」に資する取組みを行う。

199事務事業を廃止する。
〔一般財源（※）縮減効果⇒約27.4億円〕
　　　　　　　　（18年度当初予算ベース）

【補足】
これらの取組みを通して、廃止すべきものとして
仕分けた事務事業については、あらかじめ事務
事業内容や目標年度等を明確にしたうえで、意
見公募手続等所要の手続きを経て、順次、廃止
（又は縮小）していく。

Ａ

Ｂ
22年度当初

（一部22年度、23年
度中分を含む。）

Ａ

Ｂ 20年度当初

当初予算編成方針に基づき、各部局において、
単年度ベースで、事務事業の見直しを行っては
いるものの、時限的事務事業を除き、事務事業
の廃止にまで至る議論が十分になされていな
い。

18年度当初

1
事務事業の仕分け
の基準の設定及び
活用

事務事業の見直しは「公の施設関係」と「その他
の事務事業関係」に区分したうえで、集中改革プ
ランに掲げる検討体系に基づき、総合的に取組
むこととしているが、合理的かつ客観的な仕分け
の基準がない。

18年度当初

2
廃止対象事務事
業の抽出

項目No １-①

項目名

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

事務事業の仕分けの基準の設定と廃止対象事務事業の選別

現　　　　　状
（どういう状態を）

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

○「評価Ａ」の判断理由
細目1：事務事業を合理的かつ客観的に仕分ける基準を明確に設定している。
細目2：複数年を見据え、かつ、予め廃止対象事務事業を公表した形で計画的に推進している団体は他に例がない。

（※）一般財源とは？
　　　⇒地方団体の歳入の使途による分類に基づくものであり、その使途が指定されていないもの。

◎事務事業の仕分けの基準、廃止対象事務事業等詳細については「資料1」参照。

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

資料1

1



【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針５・６

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

重点的経営改革対象施設：80施設につい
て本格的な経営改革を実施し、80施設中
16施設については、指定管理者制度の活
用を視野に入れる。

【補足】
①直営管理施設の抜本的な経営改革を合理的
に進めるため、一定の基準を定めたうえで、特に
行財政運営上多大な効果が見込まれる「重点的
経営改革対象施設」を抽出し、取組項目や目標
水準、目標年度を明確にしながら、経営改革と積
極的な情報公開に取組む。

②そのための有効手段である指定管理者制度を
活用する施設については、施設名称や目標年度
等を明確にしたうえで、意見公募手続等所要の
手続を経て、順次、導入する。

③また、この期間には指定管理者制度を活用し
ない施設については、民間に委ねるべき業務は
積極的に民間に委ねていく。

④これらの取組みと併せて、廃止、民間譲渡等を
行うべき施設の検討を行う。

①コスト縮減：10%以上の削減
②収益向上：収益目標額を設定し、
　　　　　　　　 目標額を上回る収益を
                 確保する。

【補足】
①指定管理者による経営状況を四半期毎に報
告させ、次期四半期へ向けて、さらなる経営改善
が図れるよう、指導調整を徹底するとともに、この
期間における経費縮減、収益向上等の具体的な
目標を、可能な限り数値をもって設定し、これら
に関する情報を積極的に公開する。

②この期間に第１次指定期間（18年度～20年
度）が終了することから、それぞれの指定管理者
による経営改善状況等を見極めながら、次期の
指定期間や、指定管理者の選定のあり方等につ
いて検討を行い、指定管理者による施設の経営
がより適切に行えるよう努める。

3

「松山市アウトソーシング推進基本計画（推進期
間：15年度～19年度）」等に基づき、「都市公園
ごみ収集業務」「道後温泉事業施設券売業務」、
「公用車運転業務」など、計26業務について民間
活力を活用し、約14.9億円の経費縮減効果をあ
げている。

【参考】
現行の取組項目に係る22年度当初までの効果
（見込み）⇒約30.0億円

19年度当初 Ｂ

これまでの取組みに加え、サービス水準
を低下させないよう十分留意しながら、民
間に委ねるべき業務は、積極的に委ね
る。

随時 Ｂ

Ａ

1
直営管理施設の
管理運営のあり方
の見直し

22年度当初 ＡＢ

集中改革プランに掲げる検討体系に基づき、直
営管理施設のあり方の見直しを整理することとし
ているが、指定管理者制度の導入も含めて抜本
的な見直しを行っていく施設を抽出する具体的
な基準を有していない。

18年度当初

Ａ18年度当初

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

21年度当初

その他民間委託等
の推進

指定管理者制度
導入施設の進捗
管理等

2

指定管理者制度の導入により、約3億2千万円の
経費縮減効果（対前年度比：8.3%縮減）を挙げた
ことに加え、指定管理者に対して、四半期毎に事
業報告を義務付け、当該施設の管理運営が適
正に実施されるよう指導調整を行うとともに、成果
や課題を次期四半期の経営に生かす仕組みを
確立した。

公の施設の経営改革

現　　　　　状
（どういう状態を）

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

細目

項目No １-②

項目名

今後の取組目標等
（どういった状態に）

○「評価Ａ」の判断理由
細目1：直営管理施設のうち、抜本的な経営改革を必要とする施設（＝重点的経営改革検討対象施設）を抽出する基準を明確に設定している。
細目2：指定管理者による管理運営に係る指導調整を通じて得た成果や課題を次期四半期の経営に生かす仕組みを確立している。

（※）指定管理者制度とは？
　⇒これまで「公の施設」の管理は、適正な管理を図る観点から、財団法人等の公共的な団体に委託先が限定されていたが、多様化する住民ニーズに対応するためには、民間事業
者の能力やノウハウを幅広く活用することが有効と考えられ、自治法の改正により、住民サービスの向上とともに、経費の縮減等を図る目的で創設された制度。

◎重点的経営改革対象施設抽出基準、重点的経営改革対象施設名等詳細については「資料2」参照。

資料2

2



【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
　①人口千人当たりの職員数：7.1人
　　　⇒中核市平均値（8.7人）の81.6%（※中核市35市中、第4位）

　②第8次定員モデル（※）との比較
　　　⇒試算値（2,127人）に対し、45人下回っている。（※中核市35市中、第6位）

（※）定員モデルとは？
　⇒各団体の職員数とその職員数に最も相関関係のある行政需要に関連する指標（人口、世帯数、面積等）を基に分析し、これに基づいて
　　 各団体が参考とすることのできる職員数を自ら算出することができるように団体区分毎に作成された算式のこと。

現　　　　　状
（どういう状態を）

12年度の中核市移行を契機として、「総合窓口」
を開設し、便利で効率的な窓口処理体制を確立
して住民サービスの向上に資する一方、「自立」
をキーワードとした政策立案型行政への転換を
目指して、「組織」の意義とその効用に着眼しな
がら、①各部局への政策課の設置、②各課への
執行リーダー制度の導入、③組織整備3ヵ年計
画に基づく部課組織の再編等、抜本的な組織改
革を計画的に実施した。

市長部局の部課組織数：9部69課

H18.4.1

これまでの取組みの定着を図るとともに、
行政ニーズや法改正等への対応にも配
慮しつつ、より簡素で効率的かつ機能的
な行政体制の整備を目指す。
また、通常組織を補完する庁内会議の見
直しを図り、政策立案型行政における会
議組織体として成熟させる。

行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

組織機構の見直し

細目

1 組織機構の見直し

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目No ２

項目名

項目No ３

項目名

○「評価Ａ」の判断理由
　①部　 数⇒局制（部の上に局をおいている）をとっている市を除く中核市（26市）の中で最少の水準にある。
　②課等数⇒局制をとっている市を除く中核市（26市）の平均値（79.0）を、10課下回っている。

課等名

Ａ 随時 Ａ

今後の取組目標等
（どういった状態に）

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

定員管理の適正化

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

Ａ 22年度当初 Ａ

集中改革プランに基づき17年4月1日の総
職員数3,649人に対し、22年度当初に向
けて、その5.0%にあたる182人を純減す
る。

1
定員管理の適正
化

総職員数：3,649人 H17.4.1
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1

職員の職務遂行において発揮された業績、姿
勢、行動等について、客観的、合理的かつ公正
な評価を実施し、その結果を、個々の職員に応じ
た人材育成、適正な任用及び給与制度、個性と
能力を最大限に発揮できる配置換え等に反映さ
せる制度を導入している。

H18.4.1 Ａ
人事考課を適正に実施するとともに、考
課結果に基づく給与・任用への適正な反
映、能力開発を定着させる。

随時 Ａ

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

分限処分に係る指針を策定する。

【補足】
厳正な分限処分を行い、公務能率の向上と少数
精鋭の組織体制を実現するため、人事考課の結
果や人事院の指針等を踏まえ、分限処分に係る
判定基準、対応措置、処分までの手続き等を定
めた指針を策定する。

（※）分限処分とは？
　⇒職員が一定の事由によりその職責を十分に果たすことが期待できない場合に、本人の意に反して行う処分のこと。
　　　【現行の処分事由】
　　　　・勤務実績が良くない場合
　　　　・心身の故障の場合
　　　　・職に必要な適格性を欠く場合
　　　　・職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合
　　　　・刑事事件に関し、起訴された場合
　　　　・失職した場合　など

（参考）懲戒処分とは？
　⇒職務上の義務違反や公務員としてふさわしくない非行がある場合に、その道義的責任を問うために行われる制裁的な処分。

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
　　給与への反映を前提に、全職員を対象とした人事考課を導入している団体は限られている。
　　（国においても、給与への反映は管理職層のみを対象としている。）

人事考課（※）の
適切な運用

項目名 人事考課の適切な運用

課等名 人事課　［問合せ先：９４８－６２１７］

細目

Ｂ

課等名 人事課　［問合せ先：９４８－６２１７］

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

1 分限制度の見直し
分限処分（※）のうち「勤務実績が良くない場合」
「心身の故障の場合」「職に必要な適格性を欠く
場合」の判定基準が曖昧である。

項目No ４-①

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目No ４-②

項目名 分限制度の見直し

H18.4.1 Ｂ 20年度当初
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

人材育成基本方針実行計画に基づき計
画的に人材育成を推進する。

【主な取組項目】
①自己申告制度の充実（※１）
②各職場外研修の充実（※２）
③複線型人事管理の検討（※３）
④採用試験の充実（※４）　など

【補足】
多様化・高度化する住民ニーズや時代の変化に
機動的かつ柔軟に対応するため、更なる職員の
意識改革、意欲アップ、能力アップを図るもの。

項目No ５

項目名

人材育成の推進
職員の意識改革・意欲アップ・能力アップを図る
ため、「人材育成基本方針実行計画」を改訂し、
各施策の実施に向けた検討を行っている。

H18.4.1 Ｂ

①19年度
　 当初

②20年度
　 当初

その他：随時

Ｂ

現　　　　　状
（どういう状態を）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

人事課　［問合せ先：９４８－６２１７］

人材育成の推進

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

課等名

1

（※１）自己申告制度の充実とは？
　⇒自分の能力や適性に見合った仕事を強く希望する職員が、自己申告書だけでは伝え難い想いを直接アピールできる場を設け、人事異動の際に優先配置を行うことで職員の意
識改革や組織の活性化等を図る「ジョブ・リクエスト制度」を実施する。

（※２）各職場外研修の充実とは？
　⇒大学院や民間企業の派遣研修等を充実させる。

（※３）複線型人事管理の検討とは？
　⇒総合職だけでなく、各分野においてより高度な専門能力を持つ専門職を創出するための仕組みを検討する。

（※４）採用試験の充実とは？
　⇒高度な専門知識や経験を有する社会人の採用を検討するなど、採用試験を充実させる。
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1

ラスパイレス指数（※1）：100.0

（人事院勧告に準じ、給与改定を実施するととも
に、給与構造改革（※2）を実施し、総人件費の
抑制に努めている。）

H18.4.1 Ｂ
国・愛媛県・類似団体との均衡を図るとと
もに、本市の財政状況等を踏まえた適正
な給与水準を維持する。

随時 Ｂ

2

給与構造改革の一貫として、全職階において人
事考課に基づき、昇給区分を決定する査定昇給
制度（※3）及び勤勉手当の成績率を決定する制
度を導入している。

H18.4.1 Ａ
人事考課を査定昇給制度及び勤勉手当
の成績率に円滑かつ適正に反映させるよ
う、制度の定着を図る。

随時 Ａ

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1
特殊勤務手当（※）：30種類

H18.4.1 Ｂ

特殊勤務手当の種類ごとに、対象範囲、
職務内容、支給基準、支給方法等につい
て再点検を行い、順次見直しを実施す
る。

随時 Ｂ

○「評価Ａ」の判断理由
　・給与への反映を前提に、全職員を対象とした人事考課を導入している団体は限られている。
　　（国においても、給与への反映は管理職層のみを対象としている。）

（※1）ラスパイレス指数とは？
　⇒地方公務員と国家公務員の給与水準を、職種、学歴、経験年数等の差を考慮したうえで比較し、国家公務員の給与を100とした場合の地方公務員の給与水準を指数で
　　 示したもので、通常、その給与水準が国より高い場合は100を超え、低い場合は100未満となる。

（※2）給与構造改革とは？
　⇒給料表及び昇給制度の改正（平均で4.8%の引下げ、昇給延伸措置、査定昇給制度の導入、55歳以上の職員の昇給抑制措置等）
　⇒勤勉手当の成績率の導入及び運用（職員の勤務実績を反映できる成績率の導入、技能労務職の給与改革）
　⇒退職手当制度の改正（在職期間中の貢献度をより的確に反映できる制度に改正）　など

（※3）査定昇給制度とは？
　⇒各職員の職務遂行に当たって発揮された業績、姿勢、行動等について、一定の期間と手順を定め、客観的、合理的かつ公正に評価を行う新たな人事考課の結果に
　　 基づき、従前より細かく昇給幅を決定する手法。

給与水準の適正
化

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

項目No ６－①

項目名

課等名 人事課　［問合せ先：９４８－６２１７］

現　　　　　状
（どういう状態を）

特殊勤務手当の
見直し

細目

特殊勤務手当の見直し

今後の取組目標等
（どういった状態に）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目No ６－②

課等名 人事課　［問合せ先：９４８－６２１７］

勤務実績の給与
への反映

給与の適正化

細目

項目名

（※）特殊勤務手当とは？
　⇒「著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務その他の著しく特殊な勤務で、給与上特別の考慮を必要とし、かつ、その特殊性を給料で考慮することが
　　 適当でないと認められるもの」に従事する職員に、その勤務の特殊性に応じて各団体が条例で支給することができるとされている手当。

◎特殊勤務手当の名称・支給対象職員・支給単価等詳細については「資料3」参照。

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

資料4資料3
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

【愛媛県市町村職員互助会】
　公費負担割合：2/1000
　（公費支出額：約2,800万円）

【愛媛県市町村職員互助会】
公費負担を廃止する。
（効果額：約2,800万円）

19年度当初 Ｂ

【松山市職員共済会】
　公費負担割合：6/1000
　（公費支出額：約9,100万円）

16年度から18年度までの3ヵ年で公費負担額を
約9千万円削減（削減率49.4%/対16年度比）

【松山市職員共済会】
公費負担割合を6/1,000から5/1,000に下
げる。
（効果額：約1,400万円）

19年度当初 Ｂ

2
公費負担の削減に伴い事業を見直し、給付金額
の削減や、結婚15・20年記念祝金の廃止等、適
正化に努めている。

H18.4.1 Ｂ

現在の事業内容等について、定期的に評
価・見直しを加えるなど、引き続き適正化
に努めていくとともに、福利厚生事業の一
部民間委託化等、新たな手法についても
検討する。

随時 Ｂ

Ｂ1
公費負担割合の
見直し

現　　　　　状
（どういう状態を）

H18.4.1

６－③

項目名 福利厚生事業の見直し

今後の取組目標等
（どういった状態に）

課等名 職員厚生課　［問合せ先：９４８－６２８２］

事業運営の見直し

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

◎これまでの福利厚生事業の見直し内容等詳細については、「資料4」参照。

細目

項目No

資料5資料4
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

①17年4月1日の総職員数（団体採用常
勤職員（※2））416人に対して、22年4月1
日までに、その5.0％を上回る21名の純減
を図る。

②団体の経営改革状況を、積極的に情
報公開する。

【補足】
特に、経営改革における重点ポイントとなる「人
件費を含めた経費縮減」に向けた取組みについ
て、22年4月1日までの純減目標を具体的に定め
るとともに、給与・手当の見直しを併せて実施す
ることにより、更なる人件費削減を目指す。

2
団体設立時と社会情勢等が変化しているため、
改めて、市と団体、団体間の役割分担の見直し
を検討している。

H18.4.1 Ｂ

3
より効率的かつ効果的な事業実施に向けて、事
務事業・サービスの再編や団体組織の再編を検
討している。

H18.4.1 B

4

市から運営補助金・委託料といった財政的な支
援が行われていること、市派遣職員等が役職員
として団体に派遣されているなどの、人的・財政
的な関与のあり方の見直しを検討している。

H18.4.1 Ｂ

①各団体毎に、「人件費を含めた経費縮減」「収
益の向上」「サービスの維持・向上」の観点から、
経営改革に計画的に取り組んでいるが、団体経
営を圧迫している主な要因である人件費の削減
を図るうえで、職員数の純減目標が明確でない。

②経営状況についての情報公開が十分でない。

H17.4.1

（※1）外郭団体とは？
　⇒本市が資本金、基本金等の4分の1以上を出資している団体及び財政援助・人的支援を行っているなど市政運営と密接な関係がある法人

（※2）団体採用常勤職員とは？⇒外郭団体が採用する常勤職員[プロパー（※3）、嘱託職員、臨時職員]

（※3）プロパーとは？⇒外郭団体の正規職員

◎外郭団体一覧、これまでの取組状況等詳細については「資料5」参照。

項目No ７

22年度当初 Ｂ

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目名

【補足】
各団体の経営改革に向けた取組みに加え、市と
外郭団体との役割分担の見直しや、事務事業・
サービスの再編や団体組織の再編、市の団体に
対する関与（人的・財政的）のあり方の見直し等、
中長期的に市全体として取り組むべき事項や目
標年度を明確にしたうえで総合的な取組みを行
う必要がある。

市の人的関与、財
政的関与のあり方
の見直し

外郭団体（※1）の
経営改革に向けた
取組み

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

1 Ｃ

外郭団体の見直し

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

Ｂ

市と外郭団体、団
体間の役割分担の
見直し

事務事業・サービ
スの再編や団体組
織の再編

20年度当初

現　　　　　状
（どういう状態を）

資料5

「外郭団体改革推進プラン（仮称）」を作
成する。
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

①経常収支比率：80%以内
②起債制限比率：12%未満
③公債費比率　 ：16%未満
④実質公債費比率（※4）の抑制
　（※目標数値は検討中）

【補足】
目標とする指標を明確にしたうえで財政運営の
健全性を確保する。

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1
官民の役割分担や経費負担のあり方に加え、各
種団体等の自立性・独自性を担保するため、補
助金等の見直しに努めている。

H18.4.1 Ｂ

17年度の包括外部監査の指摘事項等に
対する担当課の調整方針の検証を行い
ながら、補助金等の抜本的な見直しを行
う。

20年度当初 Ｂ

【目標とする指標と現状[17年度決算ﾍﾞｰｽ]】
　①経常収支比率（※1）80%以内[81.5%]
　②起債制限比率（※2）12%未満[ 7.5%]
　③公債費比率（※3）16%未満[14.1%]

（「健全な財政運営へのガイドライン（H11.10策
定）」に基づく数値目標の維持に努めている。）

18年度当初

項目名

項目No ８－①

項目名

課等名 財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

健全財政の維持（健全な財政運営へのガイドラインの見直し）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

（※1）経常収支比率とは？
　⇒経常的経費（人件費、物件費、維持修繕費等）に充当された一般財源等の比率で、通常、財政構造の良否を判断する指標に使われる。
　　〔経常収支比率が低い団体の財政構造は弾力性があると考えられ、普通は70～80%に分布するのが標準的〕

（※2）起債制限比率とは？
　⇒公債費による財政負担の度合いを判断する指標のことで、14%以上は警戒ライン、20%以上になると特定の起債が制限される。

（※3）公債費比率とは？
　⇒経常一般財源に占める公債費の一般財源所要額の割合〔公債費比率の増加は将来の住民の負担を強いることとなる。〕

（※4）実質公債費比率とは？
　⇒従来の起債制限比率を、厳格化、透明化の観点から見直したもので、18%以上になると起債許可団体となり、25%以上になると特定の起債が制限される。

Ｂ

①～③：随時
④19年度中
に目標数値
を明確化

1

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

健全財政の維持
（健全な財政運営
へのガイドラインの
見直し）

Ｂ

細目

補助金等の見直し

項目No ８－②

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

補助金等の見直し

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

課等名 財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

◎包括外部監査の主な指摘事項等詳細については「資料6」参照。

資料6
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

公会計の整備・活用を図る。

【補足】
①発生主義の活用
②複式簿記の考え方の導入
③貸借対照表、行政コスト計算書、資金収
　 支計算書（※3）、純資産変動計算書（※4）の
   ４表の整備
④公営企業や外郭団体を含めた連結
　 ベースで作成・公表する。

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

部局別に一般財源を配分する。

【補足】
予算要求段階において、重点政策枠を除き、部
局別に一般財源を配分する。

Ｂ 22年度当初

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

（※1）一件査定方式とは？
　⇒財政課が、他部局からの予算要求を一件ずつ審査する査定方式。

（※2）シーリングとは？
　⇒財政規模抑制の必要性から採用され、予算全体としての規模を一定の基準におさめる方式。

1

1
予算編成手法の
見直し

財政課を中心とした「一件査定方式（※1）」を採
用するとともに、予算編成に際してはシーリング
（※2）による要求基準を設定している。

公会計の整備

細目

22年度当初 Ｂ

ＢH18.4

項目No ８－③

項目名 公会計の整備

課等名 財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

細目

項目No ８－④

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

（※1）貸借対照表とは？
　⇒資産や負債の状況を示すもので、これまでに建設された施設などの資産の状況とその調達財源や借入金などの決算時点におけるストックの情報を把握することが可能。

（※2）行政コスト計算書とは？
　⇒資産形成につながらない人的サービスや給付サービスなどの行政サービスにどれだけのコスト（経費）を要し、それをどのような収入で賄ったのかというコストの側面から、
　  行政活動の内容分析を可能にするもの。

（※3）資金収支計算書とは？
　⇒一会計年度における現金等資金の支出と収入の流れを表す財務諸表である。活動別に「行政活動」「投資活動」「財務活動」の３つの区分に分け、この区分毎に資金
　　 調達源泉及び使途を明確にすることにより、行政運営に関する新たな情報を提供することができる。

（※4）純資産変動計算書とは？
　⇒税収や国・県補助金相当額の減価償却などによる期首から期末への純資産の増減の動きを明示するため新設された財務諸表である。純資産を構成する一般
　　 財源等に加え、国・県支出金についても要因別の変動が把握可能となる。

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

財政状況をより分かりやすく開示するとともに、説
明責任を確保する観点から以下のような工夫を
講じている。

【12年度決算～】
貸借対照表（※1）の作成・公表
【13年度決算～】
行政コスト計算書（※2）の作成・公表

18年度当初 Ｂ

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目名 予算編成手法の見直し

課等名 財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

現　　　　　状
（どういう状態を）
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

これまでの工事コスト縮減に向けた取組
みに加えて、計画段階から維持管理に至
るまでの「総合コスト」による縮減目標を
新たに設定し、さらなる公共事業のコスト
縮減を図る。

【総合コスト縮減目標の評価項目】
①「工事コストの縮減」
②「規格の見直し」による工事コストの縮減
③「事業便益」の早期発現による縮減
④将来の「維持管理費」の縮減
⑤その他（委託費、人件費その他）の縮減

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

下水道事業会計を公営企業会計方式で
経理する。

【補足】
公共下水道事業に地方公営企業法の財務規定
等を適用し、公営企業会計方式で経理する。

Ａ Ａ随時

◎公営企業会計導入の意義、官庁会計方式（公会計）との相違点等詳細については「資料8」参照。

技術管理課　［問合せ先：９４８－６４９３］

項目No ８－⑤

1
コスト構造改革の
推進（公共事業）

項目名 コスト構造改革の推進（公共事業）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

「松山市公共工事コスト縮減対策に関する新行
動計画」に基づき、公共工事の計画手法や技術
基準、設計手法の見直しなどの取組みを通じ
て、8年度の標準的な公共工事コストと比較して、
16年度に15.0%（約38億円）、17年度に12.6%（約
30億円）の縮減を行っている。

また、今後は、公共工事のみならず、公共事業
の全てのプロセスをコストの観点から見直す「公
共事業コスト構造改革」を推進するため、「松山
市公共事業コスト構造改革実施計画」の検討を
開始。

18年度当初

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

課等名

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

H17.4.1 Ｂ 20年度当初 Ｂ1
公営企業会計の
導入（下水道事
業）

下水道事業特別会計を官庁会計方式で経理し
ている。

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
　　　・本市の16年度実績である縮減率：15.0%、縮減額：約38億円は、中核市の平均値（縮減率：9.3%、縮減額：約17億円）を上回る水準。
　　　・本市を含め、中核市中「7市」しか「コスト構造改革プログラム」を策定していない。
　　　・国の「公共事業コスト構造改革プログラム」では、「インフラ整備を着実に進めていくこと」を前提に「コストを見直す」こととしているが、本市では、
　　　　「公共事業費を縮減する。」「借金による新たな施設整備を縮小し、起債残高の縮減に努める。」というようなことへの配慮を行いつつ、コスト構造改革を
　　　　推進することとしている。

◎公共事業コスト構造改革への取組みの背景、これまでの経緯、方針等詳細については「資料7」参照。

課等名 下水道政策課　［問合せ先：９４８－６５２７］

項目No ８－⑥

細目

項目名 公営企業会計の導入（下水道事業）

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

資料6

資料7

資料7

資料8
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

目標とする徴収率：92.00%
〈※19年度中に目標水準を上げる予定〉
①現状との差：0.76％
②目標達成時の効果見込額：約456,000千円
③備考：税改革プログラムの目標数値

【補足】
「税改革プログラム（※）」を実施していく中で、市
民への啓発強化をはじめ、徴収嘱託員の雇用に
よる滞納整理の効率化を図る。

目標とする徴収率：83.34%
①現状との差：0.39％
②目標達成時の効果見込額：約50,700千円
③備考：過去5ヵ年の最高値

【補足】
全国的にも収納率の低下が懸念される中で、より
効果的・効率的な対策を検討し、中核市におけ
る最高水準を維持する。

目標とする徴収率：96.59%
①現状との差：0.39％
②目標達成時の効果見込額：約17,550千円
③備考：中核市平均を１％以上（+1.01%）
　　　　　 上回る数値

【補足】
地域説明会を積極的に行うなど、保険料負担の
重要性を周知・啓発するほか、徴収員の指導・相
談能力向上を図り、収納率の向上に努める。

目標とする徴収率：80.00%
①現状との差：2.09％
②目標達成時の効果見込額：約19,855千円
③備考：中核市平均を１％以上（+1.20%）
　　　　　 上回る数値

【補足】
明渡し裁判、民事調停、支払督促等、現行の取
組みを引続き実施するとともに、他団体等の取組
状況や、18年度包括外部監査の指摘事項等を
参考に徴収率の向上に向けた有効策について
検討する。

目標とする徴収率：98.22%
①現状との差：0.26％
②目標達成時の効果見込額：約10,000千円
③備考：過去5ヵ年の最高値

【補足】
徴収事務を委託している事業者との連携を図り
つつ、徴収率の更なる向上を図る。

22年度当初

22年度当初

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断基準・判断理由など

Ｃ

18年度当初

★徴収率の現状：97.96%（内現年分：99.36%）

（16年度に徴収業務の民間委託を実施し、口座
振替の推進を図るとともに、非常勤徴収員の増
員による納付相談、夜間・休日徴収等を実施）

Ａ下水道使用料 18年度当初 Ａ 22年度当初

Ａ

Ｂ18年度当初

Ａ

★収納率の現状：96.20%（内現年分：98.44%）

（口座振替の推進、電話勧奨、納付相談、徴収
員による個別訪問等の実施）

Ｃ住宅使用料

★徴収率の現状：77.91%（内現年分：95.37%）

（催告、訪問徴収、保証人を含めた納入指導等
の徹底を図るとともに、月1回の夜間徴収を実
施。また、16年度より連帯保証人を交えた民事調
停手続きを開始することに加え、18年度より初期
滞納者に対する民事督促手続きを開始）

18年度当初 Ａ

18年度当初

22年度当初 Ａ

20年度当初 Ｂ

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

市税

★徴収率の現状：91.24%（内現年分：97.99%）

（徴収嘱託員による徴収や口座振替の推進等の
手法に加え、市民サービスセンターでの収納業
務の開始や、徴収強化月間における休日・夜間
の納税相談窓口の設置等、納税機会の拡充等
を実施）

2 国民健康保険料

★徴収率の現状：82.95%（内現年分：92.91%）

（国保便りや広報紙等を通じた口座振替制度の
PRや、徴収体制の強化、土日・夜間における訪
問徴収や電話による催告等に加え、滞納者が市
外に転出した場合の追跡調査等、徴収率の向上
に向けた取組みを実施）

1

項目No ９－①

項目名

課等名
納税課［９４８－６３５７］，国保・年金課［９４８－６３６０］，介護保険課［９４８－６８９５］，住宅課［９４８－６５００］，下水道サービス課［９４８－６４８７］
　　※ ［　］内は、問合せ先

徴収率（市税・保険料・使用料）の向上

細目

3 介護保険料

4

5

中核市との比較【17 年度決算ベース】 
項目 

中核市平均 松山市の状況（内現年分） 松山市の順位 

市税全体 92.51% 91.24%（97.99%） 27 位 

国民健康保険料 72.99% 82.95%（92.91%）  2 位 

介護保険料 95.58% 96.20%（98.44%） 16 位 

住宅使用料 78.80% 77.91%（95.37%） 23 位 

下水道使用料 94.37% 97.96%（99.36%） 11 位 

 

※税改革プログラムとは？
　⇒厳しい財政状況を背景に、市税の増収及び公平公正な
　 　税行政の確立に向け、17年5月に発表したもの。
　
　　【税改革プログラムに掲げる数値目標：19年度】
　　　（1）財政の健全化の推進
　　　　　税収620億円以上確保及び一般会計の歳入に占める
　　　　　割合を40%以上とする。
　　　（2）公正・公平な課税と税収納
　　　　　単年度課税額1億円以上アップ、徴収率92%以上とする。

◎徴収率の現状分析等詳細については「資料9」参照。

資料9
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

広告可能な媒体の範囲を拡大する。

【補足】
広告媒体の種類に新たに印刷物を加えるととも
に、市有施設等についても、広告可能な媒体の
範囲を拡大する。

【広告媒体ごとの収入見込み額等】
　⇒２４，９８４千円（18年度見込）
（内訳）
①広報紙：1,848千円
②ホームページ：1,760千円
③施設壁面『坊っちゃんｽﾀｼﾞｱﾑ』：19,950千円
④施設壁面『ｱｸｱﾊﾟﾚｯﾄまつやま』：1,426千円

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

民間の知見を活用しうる体制の整備を図
る。

【補足】
資産のあり方に関して、庁内組織での検討に加
え、広く民間の知見を活用しうる体制の整備を図
る。

未利用財産の売却促進と資産の有効活
用等に係る具体的な施策を策定する。

【補足】
引き続き売却に向けた取組みを行っていくほか、
資産の実態把握、管理状況の確認を行い、保有
すべき資産とそうでない資産の洗い出しを図り、
それらを「土地」と「建物」に区分したうえで、以下
に掲げる項目を内容とする具体的な施策を策定
する。

　①売却可能な資産の抽出
　（施設名等、予定時期等）

　②活用可能な資産の抽出
　（施設名等、想定される活用策・時期）

　③暫定的な活用方法の拡充　など
　（有償貸付、一時使用等の可能性等）

21年度当初

1 検討体制の見直し

庁内組織である「松山市公有財産有効活用検討
委員会」において、未利用市有地の有効活用方
法等を協議している。

また、1件につき500㎡以上の土地で見積価格
5,000万円以上のものの売却、交換及び譲渡等
については、学識経験者等5名で構成された「松
山市公有財産処分審査会」に諮っている。

H18.4.1 Ｂ

企画政策課　［問合せ先：９４８－６２０８］

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
　・広報紙・ホームページを広告媒体としている（中核市36市中、25市）で、印刷物や行政財産等を広報媒体している事例は少ない。

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目名 広告料収入の確保

ＢH18.4.1 Ａ

現　　　　　状
（どういう状態を）

広告媒体として広報紙やホームページを加え、
広告料収入の拡大を図っている。

20年度当初 Ｂ

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

2

◎未利用財産等詳細については「資料10」参照。

22年度当初 Ｂ

項目No ９－②

課等名

1
広告料収入の確
保

細目

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目No ９－③

項目名 未利用財産の売却促進及び資産の有効活用等

課等名 管財課　［問合せ先：９４８－６２５４］

未利用財産の売
却促進と資産の有
効活用等

松山市公有財産有効活用検討委員会の検討結
果により実施。

・売却基準：特になし

・売却手法：一般競争入札・公募

・活用基準：特になし
　　　　　　　　（各部署から活用策について
　　　　　　　　意見照会し、委員会で諮り、
　　　　　　　　有効活用を図っている。）

H18.4.1 Ｂ

資料10
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

使用料・手数料について全般的な検証を
実施する。

【補足】
受益と負担の適正化を図りつつ、整合性の確保
に努める。

方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1
・国債を毎年10億円程度購入している。
・短期の定期預金を中心に運用している。

H18.12 Ｂ
債権運用の拡大を図るほか、長期的な定
期の割合を増やすなどして、運用益の拡
大を図る。

随時 Ｂ

1 20年度当初 Ｂ

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

基金とは？
　⇒特定の目的のために、財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するために設けるもの。

項目No ９－④

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目名 使用料及び手数料の見直し

課等名 財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

H18.4.1 Ｂ

基金の有効活用

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

使用料及び手数
料の見直し

定期的（4年に1回程度）に全般的な検証を実施
しているほか、合併や条例改正時等に併せて、
他市や類似施設の状況などを勘案し、適切な料
額設定に努めている。

今後の取組目標等
（どういった状態に）

財政課　［問合せ先：９４８－６２２７］

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目No ９－⑤

項目名 基金の有効活用

課等名
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針３

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

情報化の推進に係る新たな計画を策定
する。

【補足】
「松山市情報化推進アクションプランⅡ」に基づく
取組みを着実に実施するとともに、20年度以降
の新たな計画を策定する。

毎年度20様式程度を追加していく。

【補足】
市民の利便性等を検討しながら、電子化する項
目の拡大について協議し、毎年度、20様式程度
を新たに追加するとともに、電子的な金銭の決済
を行うシステムの導入を検討する。

1 情報化の推進

19年度までを推進期間とする「松山市情報化推
進アクションプランⅡ（※1）」を策定し、当該プラ
ンに基づき、電子市役所の構築に向けた基盤整
備を推進している。

H17.4.1

Ｂ

Ｂ

2
電子申請項目の
拡大

電子申請（※2）が可能な様式：22様式

（「愛媛県電子自治体推進協議会（県及び県内
自治体で設置）」において、共同運用している
「電子申請受付システム」について、現在、22様
式の申請を電子化している。）

18年度当初
（H18.6）

（※1）松山市情報化推進アクションプランⅡとは？
　⇒情報化により市民生活の向上、行政サービスの向上・効率化及び地域産業の活性化を図り、「憧れ、誇り、日本一のまち、松山」の実現を目指すことを目標
　　 に掲げ、17年度から19年度までを推進期間に、新たな情報化施策を展開するもの。

（※2）電子申請とは？
　⇒松山市役所の窓口において行っていた申請や届出といった手続きを、時間、場所にとらわれず、自宅等のパソコンからインターネットを利用して行うためのシステム

◎電子申請が可能な項目（H18.6現在）については、「資料11」参照。

随時

20年度当初 Ｂ

現　　　　　状
（どういう状態を）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目No １０

項目名

課等名 電子行政課　［問合せ先：９４８－６３４０］

電子自治体の推進

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

Ｂ

資料8資料11
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

【工事及び工事に係る委託】
　①電子入札の完全実施
　②総合評価落札方式の試行
【工事】
　③一般競争入札および公募型指名
　　競争入札の更なる拡大
【その他】
　④随意契約の見直し

【補足】
工事及び工事に係る委託については、19年度中
に完全電子入札とするとともに、一般競争入札の
更なる拡大や、総合評価落札方式の試行を継続
し、透明性を高め、公正性、競争性の確保に努
める。

「委託契約事務の手引き」及び「委託契約事務の
適正化に関するガイドライン（H18改定版）」に基
づき、指導の徹底を図るとともに、随意契約の見
直し等にも積極的に取り組む。

方針No 方針２

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

簡易・迅速に市民に行政情報を提供でき
るよう運用の見直しを図る。

【補足】
既に情報公開請求を受けて公開した行政情報
や非公開情報が含まれておらず提供が可能であ
ると直ちに判断できる行政情報について、情報
公開条例上の請求手続きを経ることなく、簡易・
迅速に市民に提供できるよう運用の見直しを図
る。

Ａ1
入札・契約制度の
改善

契約内容の透明性・公平性の確保や、参加業者
間での公正な競争性の促進を図るため、以下の
取組みを推進している。

　①一般競争入札及び
　　 公募型指名競争入札の拡大
　②総合評価落札方式（※1）の試行
　③低入札調査価格制度（※2）の改正
　④不良・不適業者の排除　など

【参考】
（工事：17年度ベース）
一般競争入札の設計金額比率（※3）：12%
公募型指名競争入札の設計金額比率：49%
（その他：16年度ベース）
1者随意契約の件数比率：51.6%

18年度当初
①19年度中
②～④：随時 Ａ

課等名 契約課　［問合せ先：９４８－６４５２］

項目No 11－①

項目名 入札・契約制度の改善

積極的な行政情報
の公開

積極的な行政情報の公開

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目No 11－②

項目名

○「評価Ａ」の判断理由
　・電子入札の実施状況（中核市36市中、実施は14市）※平成18年10月31日現在
　・競争性の高い「公募型指名競争入札」の実施
　・総合評価落札方式の試行（中核市36市中、実施は6市）※平成18年10月31日現在

（※1）総合評価落札方式とは？
　⇒価格のほかに、価格以外の技術的な要素を評価の対象に加え、品質や施工方法等を総合的に評価し、価格と技術の両面から最も優れたものを落札者とする方式

（※2）低入札調査価格制度とは？
　⇒施工管理、品質管理の不徹底による工事の品質低下、安全管理の不徹底による事故の発生、原価割れの発生による下請けへのしわ寄等の防止を目的とする制度

（※3）一般競争入札の設計金額比率とは？
　⇒契約金額総額に占める一般競争入札契約金額の割合

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
情報提供制度（請求によらない行政情報の提供）及び簡易公開制度（既に情報公開請求を受けて公開した行政情報の提供）について、制度化している自治体は
６市程度である（Ｈ19.1.16現在）。

今後の取組目標等
（どういった状態に）

1

課等名 行政情報課　［問合せ先：９４８－６８６５］

　情報提供（情報公開手続きによらない行政情
報の提供）については、具体的な内規が無いこと
から、明らかに非公開情報が含まれていないもの
や既に請求を受けてその全部を公開した行政情
報についてまで、情報公開条例上の請求手続き
により対応しているケースが見られる。

H19.1.1 Ｂ

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

20年度当初 Ａ
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【評価欄（現状・目標水準）の凡例】
　Ａ　⇒　標準を上回る水準
　Ｂ　⇒　標準
　Ｃ　⇒　標準を下回る水準

方針No 方針２

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

意見公募手続を制度化する。

【補足】
市の基本方針や条例案等を立案する場合の意
見公募手続を制度化し、意見公募の対象、公表
の方法、公募期間、意見の提出方法、意見の処
理方法等を定める。

方針No 方針２

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

審議会等の見直しを計画的に進めていく
ための方針を策定する。

【補足】
審議会等の中には類似の目的を持つものや実
質休眠状態にあるものもあり、再編も視野に入れ
ながら計画的に見直しを進めるための方針を策
定する。

細目

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

項目名

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

意見公募手続制度の確立

11－③

課等名 行政改革推進課　［問合せ先：９４８－６２４９］

20年度当初 ＢＢ

項目No

H18.4.1

今後の取組目標等
（どういった状態に）

Ｂ

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

1 審議会等の見直し
１４年４月に組織や運営、公開、公募に関する指
針を策定し、その指針に沿って運営を行なって
いる。

意見公募手続制
度の確立

1

これまで子ども育成条例（H16）、環境総合計画
（H16）、男女共同参画総合計画（H17）、市民活
動推進条例（H17）、集中改革プラン（H18）、国
民保護計画（H19）などに代表されるように、市の
基本方針や条例案等を立案する場合は、その趣
旨、内容、その他必要な事項を公表し、広く市民
の意見を求めてきたが、意見公募に係る統一的
な運用上のルールを定めていない。

項目No 11-④

項目名 審議会等の見直し

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

◎審議会等の名称・目的等詳細については「資料12」参照。

Ｂ 20年度当初18年度当初

資料13資料12
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【公営企業局取組分】   

  

１．組織機構の見直し……………………………………………………………………………………………………………………………………PP1199 

 

２．定員管理の適正化……………………………………………………………………………………………………………………………………PP1199 
 

３．人材育成の推進…………………………………………………………………………………………………………………………………………PP2200 
 

４．給与等の見直し…………………………………………………………………………………………………………………………………………PP2200 
  ・特殊勤務手当の見直し 

   

５．健全財政の維持…………………………………………………………………………………………………………………………………………PP2211 

  ・自己資本構成比率の向上 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



【公営企業局取組分】

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1 部課組織数：1部5課1センタ- 18年度当初 Ｂ
より簡素で効率的かつ機能的な行政体制
の整備を目指す。

随時 Ｂ

2
合併に伴い、出先機関として北条分室及び中島
分室が設置されている。

18年度当初 Ｂ

公営企業局集中改革プランに基づき、北
条分室を廃止する。（※）
（廃止による人員効果見込み：▲3名）

【補足】
※合併に伴い設置されている中島分室については、地理的要件
等を勘案し、今後も直営を継続。

20年度当初 Ｂ

方針No 方針５

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

項目No 1

今後の取組目標等
（どういった状態に）

1
定員管理の適正
化

総職員数：177人 H17.4.1 Ａ 22年度当初

○「評価Ａ」の判断理由
　17年度職員一人当たり給水人口
　　⇒水源が類似する中核市15市の平均値：1,984人に対し、本市は2,968人である。（水源が類似する中核市15市中第3位）

17年4月1日の総職員数177人に対し、22
年度当初に向けて、その5.1%にあたる9人
を削減する。

現　　　　　状
（どういう状態を）

課等名 企）企画総務課　［問合せ先：９９８－９８２０］

細目

Ａ

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

項目名 定員管理の適正化

部課組織の見直し

出先機関の見直し

項目No 2

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

項目名 組織機構の見直し

課等名 企）企画総務課　［問合せ先：９９８－９８２０］
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方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

1

「職員の意識改革、所属長の意識改革、経営健
全化への積極的な取組み、技術の継承」を目標
に掲げた「松山市公営企業局職員育成計画（第
2版）（※）」を策定し、当該計画に基づく人材育
成に取り組んでいる。

H17.4.1 Ｂ

育成計画の研修体系に基づき、
　・階層別研修
　・各所属別研修
　・技術系研修
　・経営部門別研修
　・担当業務別研修　等を実施する。

随時 Ｂ

方針No 方針１

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

市長部局との整合性を保ちつつ、特殊勤
務手当の見直しを行う。

【補足】
手当ごとに、対象職員の範囲・その職務内容・支
給基準や支給方法などについて総合的に再点
検を行い、順次見直しをする。

今後の取組目標等
（どういった状態に）

1

項目No

◎特殊勤務手当の内容・支給額等詳細については「資料13」参照。

項目名 人材育成の推進

課等名

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

細目

（※）松山市公営企業局職員育成計画（第2版）とは？
　⇒17年4月に発表したもので、松山市人材育成基本方針をベースに、従来から実施してきた水道事業独自の育成事項と経営基盤改革を推進するうえから、
　　 求められる能力等の向上のための育成策を体系的に整理したもの。

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

特殊勤務手当の
見直し

国及び市長部局との均衡を図りながら、人件費
の総額抑制に努めている。

随時 Ｂ

４

項目名 特殊勤務手当の見直し

課等名 企）企画総務課　［問合せ先：９９８－９８２０］

H17.4.1 Ｂ

現　　　　　状
（どういう状態を）

人材育成の推進

項目No

今後の取組目標等
（どういった状態に）

現　　　　　状
（どういう状態を）

企）企画総務課　［問合せ先：９９８－９８２０］

細目

3

資料4資料13
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方針No 方針４

具体的内容
起点とする

時期
現状の評価 取組目標等 目標時期

（いつを目処に）

目標水準の
評価

自己資本構成比率：75.0%

【補足】
抜本的な水資源開発への投資など将来に備え、
財務体質の強化を目指す。

項目No

21年度末

自己資本構成比率の向上項目名

自己資本構成比
率の向上

5

Ａ
自己資本構成比率（※）：65.8%

16年度1

【特記事項】文言説明・「評価Ａ」の判断理由等

○「評価Ａ」の判断理由
　　自己資本構成比率
　　　・16年度：65.8%【中核市平均55.2%⇒中核市35市中、8位】
　　　・17年度：68.4%【中核市平均56.5%⇒中核市34市中、7位】

（※）自己資本構成比率とは？
　⇒自己資本構成比率は総資本に占める自己資本の割合を表す比率（自己資本構成比率が高い＝借金が少ない）

◎自己資本構成比率の推移については「資料14」参照。

課等名 企）経営管理課　［問合せ先：９９８－９８２７］

細目

現　　　　　状
（どういう状態を）

今後の取組目標等
（どういった状態に）

Ａ

資料14
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■「廃止（縮小）対象とするもの」と「重点化対象とするもの」の仕分け【イメージ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．廃止対象事務事業の抽出基準（選別Ⅰ） 

 内  容 

基準 a サンセット事業（期限を定めて実施している事業）等、既に「廃止」が予定されているもの 

「基準ａ」に該当しないものについては、次の基準に従い整理する。 

基準 b 
①所期の目的を達成したもの（達成する見込みの高いもの） 
②所期の目的を達成する必要がなくなったもの（必要性が低いもの） 
③やむを得ず、所期の目的を達成できなくなったもの（達成できなくなる見込みの高いもの） 

基準 c 
他に類似する事務事業が存在し、事業目的、実施対象、実施時期、実施場所等が重複しているもの 
（課内⇒部局内⇒他部局の順で検討） 

基準 d 
①受益対象者が一部に限定されているもの（特定性） 
②受益対象者数が少ないもの（少数性） 
③受益対象者が減少傾向にあるもの（ニーズの低下） 

基準 e 県において、類似する事務事業を実施しており、市側が廃止しても、影響が少ないもの 

基準 f 民間において、類似するサービスを実施しており、市側が廃止しても、影響が少ないもの 

基準 g その他部局において定める基準 

 

２．重点的取組み事項（優先的取組み課題）の抽出基準（選別Ⅱ） 

評価項目 説 明 

Ｘ 重要度 ①内容が、本質的に、特に重要であるもの（※） 
②取組みの手段、方法を大きく変えるもの 

Ｙ 緊急度 

①成果達成目標年度が間近（目安；今後 3 年間程

度）に迫っているもの 
②成果達成目標年度に対して、成果が大幅に遅れ

ているもの 
Ｚ 他部局等への影響 他部局等の取組みに大きな影響を及ぼすもの 

※ Ｘ①「内容が、本質的に、特に重要であるもの」の選別に

ついて「次に掲げる「ⅰ～ⅳ」のいずれかに該当するもの」

であって、かつ、「根拠が明確であるもの」が本件に該当。 
ⅰ 法令等の制定・改正による影響規模の大きいもの 
ⅱ 国等から強く要請されているもの 
ⅲ 本市の方針として強く要請されているもの 
ⅳ 市民サイドから強く要請されているもの 

 
【作業イメージ等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1-①：事務事業の仕分けの基準の設定と廃止対象事務事業の選別 資料１ 

 

 

 

高 

低 

（
優
先
性
） 

極めて低い領域 

極めて高い領域 
 

 
選別Ⅰ 

選別Ⅱ

重点化（選別Ⅱ）検討対象 

検討対象外の領域 

廃止等（選別Ⅰ）検討対象 

重点化対象 

廃止（縮小）対象

新旧比較 

これまで 

  
 

 
これから 

 
作業イメージ 
●第 1 段階 
ＸＹＺのいずれかに該当するものを抽出し、左図のア～キに分類する。 
１ 最高位ｸﾞﾙｰﾌﾟ   ア 
２ 高位ｸﾞﾙｰﾌﾟ    イ・ウ・エ 
３ 中位ｸﾞﾙｰﾌﾟ    オ・カ・キ 
 
●第 2 段階 

第１段階において、同じグループに属するものであっても、その強さや大きさ、公言・公

表の有無等によって、さらなる優先度を見極める。 

 
特に重要 

影響大 

カ 

キ 
ア 

イ 

ウ オ 

緊急高 

エ 
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３．廃止対象事務事業集計票（H19.2.13 現在） 
 

（１）22 年度当初（一部 22 年度、23 年度中分を含む。）までの廃止対象事務事業抽出状況（性質別） 

 総合計 サンセット事業等、既に「廃止」

が予定されているもの 
廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 199 117 82 
人件費（千円） 598,113 330,741 267,372 
その他経費（千円） 10,133,164 6,057,038 4,076,126 
総コスト（千円） 10,731,277 6,387,779 4,343,498 
（内一般財源）（千円） 2,735,740 1,627,540 1,108,200 
 
（２）年度別廃止対象事務事業抽出状況（性質別） 
【19 年度当初までに廃止を予定】 
 

総合計 サンセット事業等、既に廃止が
予定されているもの 

廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 102 62 40 
人件費（千円） 182,828 86,725 96,103 
その他経費（千円） 2,376,486 2,066,374 310,112 
総コスト（千円） 2,559,314 2,153,099 406,215 
（内一般財源）（千円） 1,133,798 836,448 297,350 
 
【20 年度当初までに廃止を予定】 
 

総合計 サンセット事業等、既に廃止が
予定されているもの 

廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 26 14 12 
人件費（千円） 66,389 31,016 35,373 
その他経費（千円） 2,591,688 1,035,837 1,555,851 
総コスト（千円） 2,685,077 1,066,853 1,591,224 
（内一般財源）（千円） 490,890 328,124 162,766 
 
【21 年度当初までに廃止を予定】 
 

総合計 サンセット事業等、既に廃止が
予定されているもの 

廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 32 23 9 
人件費（千円） 156,422 113,982 42,440 
その他経費（千円） 1,870,042 1,083,773 786,269 
総コスト（千円） 2,026,464 1,197,755 828,709 
（内一般財源）（千円） 501,907 265,111 236,796 
 
【22 年度当初までに廃止を予定】 
 

総合計 サンセット事業等、既に廃止が
予定されているもの 

廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 17 9 8 
人件費（千円） 81,203 61,680 19,523 
その他経費（千円） 2,474,331 1,482,980 991,351 
総コスト（千円） 2,555,534 1,544,660 1,010,874 
（内一般財源）（千円） 267,835 134,652 133,183 
 
【22 年度～23 年度中に廃止を予定】 
 

総合計 サンセット事業等、既に廃止が
予定されているもの 

廃止検討対象として 
新たに抽出したもの 

事務事業数 22 9 13 
人件費（千円） 111,271 37,338 73,933 
その他経費（千円） 820,617 388,074 432,543 
総コスト（千円） 931,888 425,412 506,476 
（内一般財源）（千円） 341,310 63,205 278,105 
 



部局別個票

総務部

人数等

1

被服貸与事業 保育士への被服貸与事業 18年度 2,400 2,400 職員厚生課
労働安全衛生担当
（村上　傳）

948-6287 （内部事務） － 職務執行上、被服が必要な保育士に貸与を行う目的で実施。
b②・ｄ
①③

貸与をしている被服の着用率が低く、所期の目的を達
成する必要性が低下しているため。

2

市生協助成事業 貸付金の減額（一部廃止） 21年度 15,000 15,000 職員厚生課
福利厚生担当
（三秋　政司）

948-6252 松山市職員生活協同組合 １団体
組合員の利便を図るため、売店及び食堂等の経営を行い、もって、組
合員の福利向上を図る目的で実施。

d①②
経営改善により、徐々に資産等が増加しており、安定し
た経営が見込まれることから、当該事業を一部廃止（貸
付金の減額）する。

計 17,400 17,400

理財部

人数等

1

一般事務費 ブルーマップ購入費 19年度 84 84 資産税課
総務担当
（藤田　幸市）

948-6312 地番図閲覧申請者 9,529人
ブルーマップ（「住所」から不動産登記の「地番」が簡単に分かるように
した地図帳）を備え付け、地番図閲覧申請者への対応を行っているも
の。

ｇ
購入時期を毎年度から4、5年に1度の購入に切り替え
ることによりコスト削減を図る。［内部事務の合理化］

2
第38回青色申告
四国ブロック大会運営補助金

19年度 70 70 市民税課
個人市民税担当
（河原　克彦）

948-6298 愛媛県青色申告会連合会 1,000人
税の知識の普及や納税意識の高揚、申告納税制度の普及発展等、青
色申告会の幅広い活動に対し、育成・助成することを目的に補助金を
支給しているもの。

d②・ｇ
受益対象者が少数であることや、県における補助金の
見直しと併せ、当該事業を廃止する。

3

総合コミュニティセンター建設改修事業
地上デジタル放送に伴う受信調
査委託

19年度 436 436 管財課
庁舎管理担当
（長三　幸義）

948-6257 庁舎近辺の住民 多数
庁舎の影響による庁舎近辺の住宅等への電波障害等の影響の有無に
ついて把握する目的で実施。

a

4

一般事務費 固定資産概要調書印刷製本費 20年度 70 70 資産税課
総務担当
（藤田　幸市）

948-6312 中核市等 50団体
土地や家屋、償却資産等、固定資産の価格等に関する統計資料で地
方税法第418条の規定に基づいて作成するもの。

g
冊子から電子データ化（ＰＤＦ化）することにより、省資
源化を図るため。［内部事務の合理化］

5

一般事務費 税務要覧印刷製本費 20年度 90 90 資産税課
総務担当
（藤田　幸市）

948-6312 視察者等 10団体 市税関係の広報・啓発及び税務の現状把握・分析という目的で実施。 g
冊子から電子データ化（ＰＤＦ化）することにより、省資
源化を図るため。［内部事務の合理化］

計 750 750

部　　等　　名

部　　等　　名

所管課等名細目事業名等Ｎｏ 事業別予算における事務事業名
18当初予算額
（単位：千円）

廃止予定
年度

Ｎｏ

担当グループ名
（担当リーダー名）

問合せ先
取組内容（目的・内容）

抽出基準
受益対象者

事業内容

（内一般財源）
（単位；千円）

事業別予算における事務事業名 細目事業名等
担当グループ名

（担当リーダー名）

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

廃止予定
年度

所管課等名 問合せ先

廃止検討理由

廃止検討理由
取組内容（目的・内容）

抽出基準

事業内容

受益対象者

3



総合政策部

人数等

1

中野町簡易水道新設事業 18年度 357,841 33,431 企画政策課
企画調整担当
（大野　彰久）

948-6212 中野町住民 1,200人
円滑で安定した給水体制を確立することによって、中野町住民に衛生
的で豊富な飲料を供給するため、平成17年、18年度に簡易水道の新
設整備を行って完成した。

a

2

離島振興ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成事業 18年度 3,000 3,000 企画政策課
企画調整担当
（大野　彰久）

948-6212 一般市民 多数
合併後、本市は有人島９島を有するようになった。島外の方に島のよさ
を伝え、島を訪れる方にわかりやすく島内を案内できるﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成
する。（平成18年度に作成完了）

a

3

松山市ホームページ管理運営事業
新ホームページ作成支援ソフト
導入業務（ＣＭＳ）

18年度 11,167 11,167 広報課
ホームページ担当
（川口　啓二）

948-6877 ＨＰ閲覧者 260万人
利用者のアクセシビリティに配慮したＨＰ作成が容易なソフトへの入れ
替えとＨＰのリニューアルのため実施。なお、保守管理など運用事業は
例年通り継続する。

ａ

4

財団法人電気通信高度化協会負担金 18年度 100 100 電子行政課
地域情報化担当
(尾崎　富士夫)

948-6625 財団法人電気通信高度化協会 1団体

地域における電気通信の高度化を目指し、テレトピア構想などを積極
的に推進し、地域情報化の推進に関する自治体の情報化計画策定等
支援、情報の収集・提供、各種コンサルティング、人材の養成などの活
動を行っている。

ｂ③

平成18年5月に全国地域情報化推進協議会と統合さ
れ、新たに、全国地域情報化推進協会が設立されたた
め、電気通信高度化協会への負担金補助は不要と
なった。

5

文学ルート推進協議会参加事務 18年度 1,506 1,136 国際文化振興課
文化振興担当
（津田　慎吾）

948-6634 一般市民（川柳愛好家） 800人

　瀬戸内しまなみ海道の開通を機に松江、尾道、今治、松山の４市が
文学を通して地域の連携や交流人口の増大を図ることを目的に、各市
の民俗行事等に因んだ川柳を募集し、句集の作成や表彰式等の関連
イベントを実施する。

ｂ①
地域の連携や交流人口の増大等、所期の目的を一定
達成したため。

6
『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづ
くり事業

まちづくり啓発ﾋﾞﾃﾞｵ修正 18年度 1,000 600
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹）

948-6994 一般市民 多数
平成１６年度に制作した『坂の上の雲』まちづくり啓発ビデオを、フィー
ルドミュージアム見直し等の新着情報を入れるために修正を行うもの

ａ

7
『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづ
くり事業

ゆかりの地ｶﾞｲﾄﾞ養成 18年度 520 520
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹）

948-6994 一般市民 多数
観光客等に、坂の上の雲ゆかりの地域資源を案内、説明するための人
材を育成する講座

ａ

8

（仮称）『坂の上の雲』記念館整備事業
（仮称）『坂の上の雲』記念館新
築建設工事

18年度 387,132 12,300
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹）

948-6994 観光客・一般市民 多数
平成１９年春の開館を目指す「坂の上の雲ミュージアム」建物の新築主
体工事

ａ

9

（仮称）『坂の上の雲』記念館整備事業
（仮称）『坂の上の雲』記念館設
備整備

18年度 28,150 16,800
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹）

948-6994 観光客・一般市民 多数
平成１９年春の開館を目指す「坂の上の雲ミュージアム」建物内部の展
示物等の制作及び設置工事

ａ

10

（仮称）『坂の上の雲』記念館整備事業
（仮称）『坂の上の雲』記念館建
設記録ビデオ制作業務

18年度 2,457 2,457
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹） 948-6994 一般市民 多数

坂の上の雲ミュージアムが立ち上がっていく過程を記録したビデオ制
作

ａ

11

文化団体運営助成事業 松山映画祭開催負担金 19年度 1,370 1,000 国際文化振興課
文化振興担当
（津田　慎吾）

948-6634 一般市民 4,020人

　松山は映画にゆかりの深い土地柄であり、最近では「フィルム・コミッ
ション活動」等を通じて、“物語のある地域づくり”にも貢献している。そ
こで、松山で未公開の映画や名画、友好姉妹都市の外国映画等、松
山にゆかりのある映画を集めた映画祭を共催し、“松山の映画文化”の
振興を図る。

ｂ①
松山の映画文化の振興等、所期の目的を達成する見
込みが高いため。

12
『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづ
くり事業

伝統のまち再生調査事業 19年度 2,000 1,200
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹） 948-6994 観光客・一般市民 多数

市民参加によるセンターゾーンのまちづくりを誘発するための一つとし
て、歴史的町名を活かしたモデル調査事業

ａ

13

地域再生マネージャー事業 20年度 27,060 17,060 企画政策課
地域戦略担当
（宮内　康輔）

948-6822 観光客・一般市民 多数

（財）地域総合整備財団の補助メニューである地域再生マネージャー
事業を活用して、スポーツ関連施設や観光関連産業、医療機関などと
さまざまな連携・協力を図りながら、スポーツを核として、交流人口の拡
大や地域経済の活性化を目指し、「ひと」と「まち」を元気にするという目
的で平成17年度から19年度まで実施。具体的内容は、大会合宿誘
致、健康ウォーキングツアーの開発、愛媛FCい～カードの開発、愛媛
FC応援弁当の開発、スポーツポータルサイトの構築、コーディネーショ
ントレーニングの普及など。

a

14
『坂の上の雲』を軸とした21世紀のまちづ
くり事業

まちづくりｽﾎﾟｯﾄ制作・広告事業 20年度 9,000 2,500
坂の上の雲まちづくり担当
部長付

記念館建設等啓発担当
（西山　秀樹）

948-6994 一般市民 多数
大街道、銀天街にあるギャラクシービジョンやラジオを通じての『坂の上
の雲』のまちづくり啓発事業の展開

ａ

計 832,303 103,271

問合せ先
担当グループ名

（担当リーダー名）
所管課等名

廃止予定
年　　度

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 抽出基準細目事業名等
取組内容（目的・内容）

廃止検討理由

事業内容

受益対象者
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市民部

人数等

1
芸予地震被災者災害復旧住宅資金貸付
金利子補給事業

18年度 1,034 1,034 市民参画まちづくり課
援護事業担当
（須賀　勲）

948-6814 貸付利用者 23人
平成13年芸予地震被災者に対する災害復興住宅資金の貸付けを受けたものに対して、当該利子の一
部を補給することにより、市民生活の安定を図るために実施。 a

2
子ども安全対策通学路防犯灯設置補助
事業

18年度 3,658 3,658 市民参画まちづくり課
安全・安心まちづくり担当
（池田　和広）

948-6736 各通学路を利用する市民 多数
市全域の通学路における防犯灯の新設及び防犯灯器具の点検、器具取替えを実施すると共に地域の
安全で安心な環境の充実に努めた。 a

3

愛媛県更生保護会施設建設運営補助事
業

18年度 7,710 7,710 市民参画まちづくり課
援護事業担当
（須賀　勲）

948-6381 更生保護会 62団体
更生保護施設は、刑務所から釈放された人や保護観察中の人で身寄りのない人などに対し、衣食住の
面倒を見たり、就業の援助や生活指導を行いながら、自立を援助するための施設であり、社会復帰を助
ける活動や犯罪の再発防止、さらに、犯罪のない明るい社会づくりに大変寄与しているため実施。

a

4

地域安全まちづくり活動補助事業 18年度 2,980 2,980 市民参画まちづくり課
安全・安心まちづくり担当
（池田　和広）

948-6736 番町地区住民 3,519人

安全で安心なまちづくり条例に伴い、モデル地区指定を番町地区において実施。番町地区安全で安心
なまちづくり推進協議会を設置し、各種団体等の協力により、平成１６年度から平成１９年度において市よ
り事業補助を行っていた。今年度をもって協議会の自立を行い、地域住民・商店街・各企業等の協力に
おいて活動を行う。

ｂ①
モデル地区において設置した協議会が今年度を持って自立することができ
たため。

5

地域におけるまちづくり推進事業 モデル地区 18年度 9,284 9,284 市民参画まちづくり課
地域におけるまちづくり担当
（高田　稔）

948-6963 堀江地区住民 12,018人
モデル地区で住民自治組織を結成し、地域住民の合意形成や地域内組織の連携・協力体制について
検証を行った。また、今後、他地区で同様の取り組みを行っていく際のノウハウを蓄積した。 ｂ①

モデル地区における検証及びノウハウの蓄積が図られ事業目的が達成され
たため。

6

企業における人権教育推進事業 18年度 4,154 4,154 人権啓発課
総務・人権教育担当
（門田　恒夫）

948-6604 各企業 70社
企業の社会的責任のひとつとして、企業活動のあらゆる面で人権に配慮することが求められていることか
ら、人権教育並びに人事担当者等に対し研修会等を実施し、企業内での人権教育の浸透を促すことを
目的に実施。

c
事業内容を精査し、松山市人権教育推進協議会にて実施のため当該事業
を廃止する。

7

地区人権教育推進協議会育成事業 ブロック別リーダー研修事業 18年度 3,590 3,590 人権啓発課
総務・人権教育担当
（門田　恒夫）

948-6604 学習会参加者 多数
地域での人権に関する学習会の機会を設けて、より多くの市民の学習会への参加を促し、人権への関心
を高めいくことによって、すべての人の人権が尊重される地域社会づくりを目指す目的で実施。 c 他の研修事業等に取り込み実施するため当該細目事業を廃止する。

8

全国人権・同和教育研究大会開催補助金 18年度 5,670 5,670 人権啓発課
総務・人権教育担当
（門田　恒夫）

948‐6604 全同教参加者 20,000人
全国から約２万人の参加者が見込まれ、市民も多数参加することから、人権教育・啓発推進の一環として
この大会を支援する。 a

9

消費者団体育成事業 四葉グループ育成事業 20年度 886 886 市民参画まちづくり課
消費者行政担当
（山之内　可奈子）

948-6381 一定の消費者団体 50団体
消費生活に関する調査研究を委託することにより、消費者団体を育成し、その結果を今後の消費者行政
の参考とする。（調査対象：松山市民500人） ｆ

四つ葉グループと消費者団体連絡協議会が同様の事業を実施しているが、
調査内容を調整することにより、消費者団体連絡協議会に一本化できるため
廃止する。

10

地域におけるまちづくり推進事業 官学協働 20年度 6,154 6,154 市民参画まちづくり課
地域におけるまちづくり担当
（高田　稔）

948-6963 講習会等参加者 多数
愛媛大学との協働によりセミナーを開催し、住民自治についての基礎的知識や本市が推進する地域に
おけるまちづくりについて、ワークショップ手法（参加者に自主的に活動させる研究集会・講習会）を用い
ながら講習し、各地域のまちづくりに反映してもらう。

ｂ① 共同研究の目的を達成したため。

11

大学生ボランティアネットワーク事業 20年度 4,250 4,250 市民参画まちづくり課
NPO支援によるまちづくり担当
（池田　和広）

948-6736 4大学のボランティアセンター 60センター
ＮＰＯ等によるまちづくりを推進するに当たり、大学生によるまちづくりへの活動をより推進すると共に機会
の創出を図るため、地域再生計画による、大学生ボランティア活動計画を策定し、各大学との連携を図る
施策を実施する。将来のまちづくりへの人材の育成を行う。

ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

12

市民啓発等委託事業 21年度 32,210 32,210 人権啓発課
ふれあいセンタ－担当
（岡本　泰）

948-6384 一般市民 多数
同和問題をはじめあらゆる人権問題の早期解決に向け、必要な人権啓発推進事業を関係協力機関、団
体等との連携を図りながら総合的に取り組むことにより、市民の人権尊重意識の高揚を図ることを目的と
して実施。

c
国の動向を見極めながら事業内容を見直しを図り、「隣保館運営事業」で実
施するため当該事業を廃止する。

13

市民交通傷害保障事業 22年度 60,870 2,822 広聴サービス課
広聴サービス
(紺田　正彦）

948-6704 加入者 62,000人
交通事故被災者の救済事業として行なっているもので、小額の掛金で加入可能なものであり、高齢者や
低所得者の加入が大多数を占めているため、交通弱者を救済するために役立っている。 ｄ③

加入率は平成１３年度から１７年度まで21.01、15.29、12.92、12.05、12.48％
と推移しており、１０％を目途として、廃止を検討していく

14

愛媛県連合戸籍事務協議会会費 22年度 1,425 1,425 市民課
戸籍担当
（岡田　天平）

948-6344 協議会会員 80会員
愛媛県内の２０市町の戸籍・住民基本台帳事務の研究・改善を図り、事務の統一を期することを目的に、
県下１１市の輪番により年１回、総会・研修会・幹事会を開催している。 ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

15

中予地域戸籍事務協議会会費 22年度 690 690 市民課
戸籍担当
（岡田　天平）

948-6344 協議会会員 154会員
中予地域の６市町の戸籍・住民基本台帳事務の研究・改善を図り、事務の統一を期することを目的に、
輪番により年１回、総会・研修会・幹事会を開催している。 ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

16

外国人登録事務協議会会費 22年度 2,028 2,028 市民課
外国人登録担当
（黒川　泰雅）

948-6053 協議会会員 42会員
外国人登録事務の適正な事務処理の研究を行い、その成果を市町間で共有し、事務の円滑な実施を目
的として、総会・研修会を開催している。また、法務省入国管理局は、都道府県協議会を窓口として外国
人登録事務に関する要望調査や事務連絡を行うことがある。

ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

計 146,593 88,545

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 廃止検討理由
担当グループ名

（担当リーダー名）
細目事業名等 所管課等名 抽出基準問合せ先

廃止予定
年　　度

受益対象者

事業内容

取組内容（目的・内容）
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保健福祉部

人数等

1

地域福祉活性化事業 18年度 1,037 1,037 保健福祉政策課
調整・評価担当
（白石　浩人）

948-6821 北条・中島地区住民 33,260人

合併後の新松山市域（北条地区・中島地区）住民を対象とした福祉コ
ミュニティの創造と活性化を図るため、地区社協単位での住民による
座談会等を実施し、市民の福祉意識の醸成と、地域福祉を担うリー
ダーの養成を行なうもの。

ａ

2
介護保険運営協議会事業 18年度 797 127 介護保険課

総務担当
(桝田　一義)

948-6840 被保険者 98,703人
介護保険事業を円滑に運営するため、事業計画の策定並びに進捗
状況の管理を行う。

ａ

3
松山市社会福祉施設適正運営支援事
業

18年度 27,972 23,952 高齢福祉課
介護支援担当
(乗松　洋)

948-6388 市内の社会福祉施設等 約138施設
　本市に所在する社会福祉施設等に巡回員を派遣し、入所者の人権
尊重を主眼とした聞き取り調査を実施し、優良な施設サービスを確立
するために助言・指導等を行う。

ａ
一旦廃止したうえで、介護保険課、障害福祉課へシフ
トする。

4
公衆福祉ファクシミリ設置事業 18年度 148 134 障害福祉課

知的障害者福祉担
当
（中本　幹雄）

948-6433 聴覚障害者等 120人
聴覚障害者等の緊急連絡及びコミュニケーションの確保を図るため、
公衆ファクシミリーを設置する。 d①②

受益対象者が一部に限定されているうえ、少数である
ため。

5
障害者スポーツ大会育成事業

心身障害者スポーツ全国大会
出場者に対する祝い金（報償
費）

18年度 432 432 障害福祉課
手帳交付・社会参
加担当（和田　いづ
み）

948-6936 全国障害者ｽﾎﾟｰﾂ大会出場者 12人
心身障害者の自立精神や相互扶助の気風を育成するため、全国障
害者スポーツ大会に出場する者に祝金を支給する。

d①②
受益対象者が一部に限定されているうえ、少数である
ため。

6
松山市心身障害者スポーツ大会開催補
助事業

18年度 467 467 障害福祉課
障害児福祉担当
（山岡　弘和）

948-6353 松山市障害者団体連絡協議会 1,338人
障害者とその家族及び地域住民がスポーツを通じて交流するために
開催する障害者ふれあいスポーツ大会開催に対し、補助事業を実
施。

c
保健福祉部障害福祉課の障害者団体運営補助事業
と対象者や事業趣旨が類似しているため、平成18年
度末で統合し廃止する。

7

他市交流及び施設研修事業 18年度 2,267 2,267 障害福祉課
障害児福祉担当
（山岡　弘和）

948-6353 松山市障害者団体連絡協議会 1,338人
障害者団体が、他市の障害者団体との交流や福祉施設等を視察研
修する事業に対し、補助事業を実施。

c
保健福祉部障害福祉課の障害者団体運営補助事業
と対象者や事業趣旨が類似しているため、平成18年
度末で統合し廃止する。

8
既存システム改造事業 18年度 3,670 3,670 生活福祉課

総務担当
（片岡　泰広）

948-6397 （内部事務） － 法制度改正に伴い必要な既存システムの改造を行うもの ａ

9
母子会運営補助金 18年度 1,000 1,000 児童福祉課

母子福祉担当
(武市　政幸）

948-6418 松山市母子会 800人 松山市母子会の施設の維持・管理・運営に必要な資金を援助する。 ａ

10
母子会関係事業 母子福祉母の日大会 18年度 795 795 児童福祉課

母子福祉担当
(武市　政幸）

948-6418 松山市母子会 800人
優良母親の表彰を行なう等、母子家庭でがんばっている方を励ます
ために大会を開催している。

d① 受益対象者が一部に限定されているため。

11

保健センター空調機取替事業 18年度 10,473 10,473 医事薬事課
総務担当
（山崎　悦子）

911-1804
来庁者
（検診受診者等）

月1,200人
老朽化している保健センターの空調機３２台を３年計画で全て取り替
えるもので、市民の快適な利用に供するほか、環境負荷低減と省エ
ネ性を図る。

ａ

12 （仮称）なかじま中央病院施設・設備整
備補助事業

18年度 2,010 2,010 医事薬事課
病診担当
（矢野　一郎）

911-1865 医療法人友朋会 1法人
中島区域の地域医療の維持充実を図るため、病院等引受先法人が
実施する新病院施設・設備整備事業に補助金を交付。

ａ

13

松山市精神障害者地域家族会補助金 18年度 150 150 地域保健課
精神保健担当
(岡本　紀子)

911-1816
松山市精神障害者地域家族会明星
会

120人

精神障害者を持つ家族で構成されている「地域家族会」は、精神障
害者の社会参加や自立を図るため、作業所やグループホーム等の運
営を行っている。そのため、同会の運営基盤強化、資質向上を目的と
して、運営補助金を支出。

ｂ②
ｄ①

平成18年4月からの障害者自立支援法の施行に伴
い、任意団体である「地域家族会」が法人格（NPO法
人）を取得したことにより、運営体制を見直したため。

14
精神保健ボランティア全国のつどいｉｎえ
ひめ大会開催補助金

18年度 100 100 地域保健課
精神保健担当
(岡本　紀子)

911-1816
愛媛県精神保健ボランティア連絡協
議会

１団体
精神障害者の地域生活を支援するため、地域の支援者となるボラン
ティアの資質向上を目的とした全国の研修会が愛媛で開催され、市と
して開催補助金を支出。

ａ

15
遺伝子パターンによる疫学解析事業

遺伝子パターン検査機器購入
費

18年度 23,000 23,000 衛生検査課
衛生検査担当
（上田　哲郎）

911-1824 一般市民 515,328人
ノロウイルスを原因とする集団感染が多発していることから、健康危機
管理対応検査の強化充実を図るため、検査機器を整備するもの。

ａ

16

精神障害者社会復帰施設建設補助金 19年度 117,722 62,137 地域保健課
精神保健担当
(岡本　紀子)

911-1816 社会福祉法人（新設） １法人
精神障害者に対し、就労や日常生活訓練を行うことで地域生活支援
を充実させ、社会参加や自立を促進を図るため、社会福祉法人の実
施する施設整備へ補助金を支出。

ａ

17

公衆浴場設備改善事業補助事業
松山市公衆浴場設備改善資
金利子補給事業補助金交付
事業

23年度 503 503 生活衛生課
総務担当
（重見　大作）

911-1864 松山市公衆浴場協同組合 15件

松山市公衆浴場協同組合が、組合に加入している公衆浴場経営者
に対し経営の近代化と合理化を図るために、国民生活金融公庫から
融資を受けた設備改善資金に対して行う利子補給事業に要する経費
に対し補助金を交付する事業である。

ａ

計 192,543 132,254

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
廃止予定
年　　度

担当グループ名
（担当リーダー名）

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

所管課等名
（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

廃止検討理由
取組内容（目的・内容）

問合せ先 抽出基準

事業内容

受益対象者
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環境部

人数等

1

大気悪臭環境保全事業
大気汚染監視テレメータ装置整
備業務

18年度 52,122 52,122 環境指導課
大気･水質・騒音担当
（中川　誠五）

948-6441 一般市民 多数
市民の健康を保護し、生活環境を保全する目的で、市内８ヶ所で大気
中の汚染物質の常時監視を行う、テレメーター装置機器の更新を実
施。

ｂ① 更新業務が完了したため、当該事業を廃止する。

2

地球温暖化対策事業 エコリンピック開催事業 18年度 680 680 環境事業推進課
地球温暖化対策担当
（半田　丈士）

948-6437 各小中学校 多数
学校での温暖化対策として市内の各小中学校に節電に取り組んでもら
い、節減分の４割を学校で使える予算として還元する。

ｂ①
節電に対する意識の向上等、当該取組による目的を
一定達成したため。

3

地球温暖化対策補助事業 ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車助成事業 18年度 795 795 環境事業推進課
地球温暖化対策担当
（半田　丈士）

948-6437 クリーンエネルギー自動車使用者 多数
温暖化対策の一環としてクリーンエネルギー自動車の普及を図るた
め、使用者に指定駐車場使用料の一部を助成。

ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

4

地球温暖化対策事業 地域省エネビジョン策定事業 18年度 11,229 3,425 環境事業推進課
地球温暖化対策担当
（半田　丈士）

948-6437 一般市民 多数
松山市全域を対象とした省エネルギーを推進するための計画を策定
する。

ｂ①
19年度中に計画を策定する予定であるため。（所期の
目的を達成見込み）

5

北条クリーンセンター運営管理事業 18年度 108,029 93,380 清掃施設課
処理施設担当
（宮内　輝昌）

948-6902 一般市民（北条地区） 28,000人 北条地区の一般廃棄物の処理 ｂ②
ごみ処理広域化計画及び循環型社会形成推進地域
計画並びに費用対効果を考慮し廃止する。

6

市民トイレ設置事業 18年度 3,171 3,171 清掃施設課
処理施設担当
（宮内　輝昌）

948-6902 一般市民 多数
公衆トイレに替わるものとして、民間の既設トイレの開放を依頼し、市民
の利便性を図る目的で実施

f
民間において、類似するサービスを提供するところが
増えてきたため。

7

環境総合計画推進事業 首都コンテスト参加事業 19年度 670 670 環境政策課
調整・評価担当
（玉井　弘幸）

948-6436 一般市民 多数
全国の環境NGO１１団体で構成された環境首都コンテスト全国ネット
ワークが主催するコンテストに参加している。全国の自治体における環
境配慮項目への取組状況の比較が可能となるため、実施している。

ｂ①
５回連続参加し、第３回には、人口規模別で１７都市中
１位となり、一定の成果が上がったものとして、廃止対
象事業とする。

8

家電リサイクル等適正処理事業
家庭系廃パソコンのﾘｻｲｸﾙ委
託事業

19年度 1,001 1,001 清掃課
減量・リサイクル担当
（久保田　和幸）

921-5516 メーカー不存在パソコン（自作等）所持者 多数
家庭から排出されるメーカー不存在パソコン（自作等）のリサイクル処理
を委託している。

ｆ
家庭から排出されるメーカー不存在パソコン（自作等）
についても、メーカー団体による全国的な処理ルート
が確立したため。

9

家庭系ごみ減量・リサイクル事業 分別説明会事業 19年度 6,840 6,840 清掃課
減量・リサイクル担当
（久保田　和幸）

921-5516 説明会参加者 多数
新しいごみの出し方（平成18年4月～）について、住民説明会を実施し
ている。

ｂ①
１８年度末をもって、ごみの出し方の変更に伴う地域説
明会を終了する。

10

西クリーンセンター建替え事業 環境影響評価業務委託事業 19年度 120,950 81,750 清掃施設課
西クリーンセンター建
設担当
（荻山　英二）

948-6901 西クリーンセンター周辺住民 多数 新西クリーンセンター建設に係る、周辺への環境影響調査業務 ｂ① 所期の目的を達成したため。

11

大気悪臭環境保全事業 アスベスト大気濃度調査業務 20年度 236 236 環境指導課
大気･水質・騒音担当
（中川　誠五）

948-6441 一般市民 多数
市民の健康を保護し、生活環境を保全する目的で、市内４ヶ所でアス
ベスト大気濃度調査を実施。

ｂ②
国による、大気環境基準設定が予定されておらず、ま
た、アスベストに関する法規制が強化され、個々の事
案調査で対応できるため、コスト削減を図る。

12

家庭系ごみ減量・リサイクル事業
在宅医療廃棄物適正処理リー
フレット作成

20年度 1,090 1,090 清掃課
減量・リサイクル担当
（久保田　和幸）

921-5516 在宅患者 7,000人
在宅医療廃棄物の処理方法の検討及び患者向けリーフレット作成・配
布。

ｂ①
現在、在宅医療廃棄物の取り扱いについて松山市医
師会と協議中であり、次年度にずれ込みが生じ、１９年
度に終了を見込む。

13

特定家庭用機器廃棄物の収集運搬体
制適正化支援事業

20年度 2,340 2,340 清掃課
減量・リサイクル担当
（久保田　和幸）

921-5516 一般市民 多数
「家電リサイクル法による小売店に引取義務のない家電４品目」の円滑
な引取について、愛媛県電気商業組合松山支部との協定に基づき、
協力・支援措置として補助金を支出。

ｂ①

家電リサイクル法による家電４品目の処理が市民に定
着してきたと同時に、「小売店に引取義務のない家電４
品目」についても、一般廃棄物収集運搬許可業者が運
搬することができる体制が整ったため。

14

クリーンボックス管理事業 21年度 2,440 2,440 環境事業推進課
環境活動推進担当
（門田　善文）

948-6434 一般市民 多数
ごみのない美しいまちづくりを推進するため、人の多く集まる市内中心
部等にクリーンボックスを設置し、ごみの収集・処理を行なっている。

ｇ
市民等の自主的なゴミ処理意識の向上を図るために
廃止する。

15

地球温暖化対策事業 レジ袋！ＮＯ！ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業 21年度 2,868 2,868 環境事業推進課
地球温暖化対策担当
（半田　丈士）

948-6437 一般市民 多数
不要なレジ袋の削減に向け、参加協力店で共通で使えるスタンプカー
ドをつくり、応募すると抽選で景品があたるキャンペーンを実施。

ｂ②
レジ袋削減に関する動向によると、２２年度頃には事業
者による有料化が普及すると見込めるため。

16

事業系一般廃棄物適正処理事業 民間活力の活用 21年度 8,692 8,692 廃棄物対策課
事業所指導担当
（寺井　雅信）

948-6915 事業所 多数
事業所のごみ啓発については、パンフレット等を作成し、周知に努めて
いる。また、大規模事業所への訪問指導強化により、産業廃棄物と一
般廃棄物それぞれについて適正処理の指導を実施。

ｆ
民間において類似する事務事業を実施しており、市側
が廃止しても影響が少ないため。

17

廃棄物減量等推進事業 22年度 11,316 11,316 清掃課
減量・リサイクル担当
（久保田　和幸）

921-5516 推進員・協力員 500人
市内４５地区の推進員・協力員に対し、住民へのごみの正しい出し方・
ごみ減量の啓発活動等を依頼している。

c

ごみステーションの管理が地域であり、まちづくり協議
会にシフト替え出来れば円滑に図れるが、まちづくり協
議会の設立に日時を要するためシフト替えの期間を未
定とする。

計 334,469 272,816

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等 所管課等名 抽出基準
廃止予定
年　　度

担当グループ名
（担当リーダー名）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）
問合せ先

事業内容

受益対象者 取組内容（目的・内容）
廃止検討理由
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都市整備部

人数等

1
二の丸史跡庭園芸予地震災害復旧事
業

18年度 42,294 14,854 公園緑地課
城山公園整備担当
（重松　佳久）

948-6756 観光客・一般市民 多数
平成13年度から災害復旧事業を実施し、平成18年度末の槻門石垣の
修復で事業終了。なお、その他災害と認められない石垣の修復及び変
位測量は別途事業で継続。

a

2

松山市緑化基金運営補助金 18年度 6,141 6,141 公園緑地課
総務担当
（水口　　淳）

948-6851 （内部事務） －
平成18年3月31日解散の（財）松山市緑化基金の清算事務で、平成18
年9月29日県知事への清算結了届で事業終了。

ｂ①
解散後の清算事務を終了したため。（解散後における
目的を達成したため。）

3

樽味溝辺線 18年度 2,000 900 道路建設課
街路担当
（森　　裕嗣）

948-6570 一般市民 多数

松山東部地域における国道317号線のバイパスとして整備し、交通の
安全化と円滑化を図るとともに、松山環状線へのアクセス道路として整
備するという目的で実施した。本路線は平成１７年度に事業が完了、供
用開始され、１８年度は、事業実施路線の沿線並びに地域の住民に対
して、その整備効果を説明し、完了事業への理解と新たな事業に対す
る協力を得るために、事後評価を実施。

a

4

防衛施設周辺整備事業 18年度 40,532 14,847 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数
松山駐屯地演習場への出入路として利用されている本線を拡幅改良
舗装することによって、自衛隊車両の頻繁な通行による路肩の損壊、
一般車両との離合困難等の緩和に資する目的で実施。

a

5
平和通り（中央循環線）景観整備事業
(注）

18年度 48,780 25,630 道路建設課
交通安全施設担当
（田井　理仁）

948-6476 一般市民 多数
城下町としての歴史性を有する沿道市街地にある平和通を、松山市の
シンボルロードとして、イメージアップを図る目的で、電線類の地中化
事業を実施。

a

6

北条鴻之坂線（２工区） 18年度 56,540 9,940 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数

本路線は、立岩川から北条支所を結ぶ幹線道路であるが、幅員が狭く
車両の離合が困難な状況であり不便を来たしているため、車道幅員を
拡幅し歩道を新設することにより、交通機能の向上と通行の安全を図る
ことを目的に実施。

a

7

市道の履歴書整備事業 18年度 10,840 9,500 道路管理課
路政担当
（兵頭　信）

948-6472 － －

松山市道に関する様々な資料や情報をシステム内に集約管理すること
で情報データの共有化を図り、市民からの照会や問合せに対して的確
に対応できると共にデータの蓄積により、計画的な維持補修を実施しま
す。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

8

公共交通利用促進環境整備事業
低床式路面電車（ＬＲＴ）導入事
業

18年度 27,470 14,070 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道 1団体
公共交通の利用促進のため、民間事業者と協力し、各種公共交通環
境整備に努める。
　10台（導入率約28％）を整備目標とする。

a

9

街路台帳管理事務 19年度 670 670 都市政策課
都市計画担当
（和泉　裕一）

948-6479 － －
「幹線道路のネットワーク化や中心部への通過交通の抑制を進め、市
内各地間の移動を円滑にする」に対し、都市計画道路整備の進捗状
況管理を行う目的で実施。

ｄ①・② 受益対象者が一部に限定されており、かつ小数であるため。

10

城山公園整備事業 国立がんセンター敷地買上 19年度 1,342,398 21,696 公園緑地課
城山公園整備担当
（重松　佳久）

948-6756 － －
平成18年度に国立がんセンター宿舎用地の残り438.89㎡と国立がん
センター跡地12,983.02㎡を買い上げ、平成19年度に国立がんセン
ター跡地の残り9,098.73㎡を買い上げ終了。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

11

松山環状線橋梁耐震補強事業 19年度 104,270 48,870 道路建設課
街路担当
（森　　裕嗣）

948-6570 一般市民 多数

平成7年1月17日に発生した「兵庫県南部地震」において橋梁に多大な
被害が生じたことにより、橋梁の耐震向上の必要性が高まったため、耐
震性を確保し、今世紀前半に発生する可能性が高いと言われている
「東南海・南海地震」の大規模な災害時に備え、広域的な救援活動を
支える輸送路確保を目的として、耐震補強工事を実施。

a

12

道後温泉本館周辺景観整備事業 道後温泉本館周辺景観整備 18年度 112,810 18,810 総合交通課
交通計画担当
（石井　朋紀）

948-6846 観光客・一般市民 120万人

本市の主要観光地である道後地区の中核、道後温泉本館の周辺の道
路整備と合わせて風格ある景観整備を行うことにより、市民や観光客の
歩行空間を改善し、もって回遊・滞留時間の増加を図り、観光地、道後
地区を活性化する。

a

13

生石１６３・２０５・２１２号線 20年度 38,610 18,710 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数
空港周辺地域の主要な道路である本路線の整備により、空港へのアク
セスの円滑化を図ると共に旧空港通り等の渋滞を緩和する目的で実
施。

a

14

水泥南高井線 20年度 125,900 44,200 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数
国道１１号、県道森松重信線のバイパス機能をもたせるほか、県工業技
術センター、高齢者総合福祉施設へのアクセス道を整備するという目
的で実施。

a

15

みち再生事業（三津浜地区） 20年度 49,840 9,140 道路建設課
交通安全施設担当
（田井　理仁）

948-6476 三津浜地区住民 多数
産業・文化の歴史ある人口集積が高い地域であるが、計画的な道路空
間整備が進んでいないため、歩行者・自転車を優先した安全な交通環
境の整備を目的に、歩行者空間等の整備を実施。

a

16

オムニバスタウン総合対策事業 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ導入費補助 20年度 3,000 3,000 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道・一般市民 多数

バスは、鉄道と異なり、運行が道路状況に左右され、必ずしも時刻表通
りに運行されないため、バス待ちに対する不安感・ストレスをできるだけ
軽減するためには、バスの運行状況をリアルタイムに情報提供するバス
ロケーションシステムが有効である。
平成16年度のバスロケーションシステムは82バス停に設置されている
が、今後は、利用者の多いバス停を中心に30箇所設置する。

a

17

南北梅本線（小野１６２，１６３号線） 21年度 80,564 35,364 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数
平成１８年４月開院の四国がんセンターへのアクセス道路として、また、
国道３１７号と国道１１号間のバイパス機能をもたせるという目的で実
施。

a

18

中村桑原線（２・３工区） 21年度 25,020 4,095 道路建設課
街路担当
（森　　裕嗣）

948-6570 一般市民 多数

東部地域から松山環状線への基幹連絡道路として、当地域を本市の
都市軸である放射環状型道路網に組み入れることにより、円滑な都市
交通の確保を行い、もって良好な市街地の発展に寄与するという目的
で実施。（２工区は平成１９年度、３工区は２１年度に完了予定。）

a

19

オムニバスタウン総合対策事業 ハイグレードバス停工事費 21年度 17,860 9,060 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道・一般市民 多数

アンケート結果によると、「バス停に屋根・ベンチがない」ことに対して、
多くの人が不満を持っている。
利用者の多いバス停や病院に隣接するバス停を中心に、国・県・市の
各道路管理者とバス事業者が協力しながら、上屋やベンチ等の設置を
行う。

a

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）
廃止検討理由

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）
所管課等名 抽出基準

担当グループ名
（担当リーダー名）

問合せ先

事業内容

受益対象者 取組内容（目的・内容）

廃止予定
年　　度

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
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20

オムニバスタウン総合対策事業 ノンステップバス導入費補助 21年度 2,750 2,750 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道・一般市民 多数

　アンケート結果によると、「乗降口の段差が大きい」ことに対して、多く
の人が不満を持っている。
　伊予鉄道では平成12年10月ノンステップバスの導入を開始し、現在
では全国でもトップクラスの導入率だが、乗降口の段差が小さく、乗降
が容易なノンステップバスを今後も引き続き導入を進める。

a

21

オムニバスタウン総合対策事業 低公害バス導入費補助 21年度 13,970 13,970 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道 １団体
電気や天然ガスなど、従来のガソリンに比べ環境負荷に少ない燃料で
走行するバスの導入を進める。

a

22

オムニバスタウン総合対策事業
ｵﾑﾆﾊﾞｽﾀｳﾝ
普及啓発事業費補助

21年度 1,000 1,000 総合交通課
交通計画担当
（仙波　好弘）

948-6846 伊予鉄道・一般市民 多数

シンポジウムや広報等により松山市オムニバスタウン計画を皆さんに
知ってもらうとともに、バス利用促進キャンペーン、バス優先の徹底など
を通じて、バスに対するイメージ向上を図る。
実施メニューの例としては、児童・生徒を対象とした環境教育、「バスの
日」と連携したイベントの実施、ラッピングバスの運行、違法通行車両警
告板などがある。

a

23

石井１６７号線 22年度 77,982 16,282 道路建設課
幹線道路担当
（白方　秀明）

948-6570 一般市民 多数
交通体系を調整することで当地域の交通の安全を確保するとともに、
渋滞状況を解消し、良好な市街地の形成と生活環境のいっそうの向上
に寄与するという目的で実施。

a

24

土手内中西外線 22年度 273,484 19,784 道路建設課
街路担当
（森　　裕嗣）

948-6570 一般市民 多数

本路線は、県道湯山北条線～国道196号を結ぶ幹線道路であり、車道
幅員の拡幅を行うことで、都市内交通の安全性確保や消防等緊急輸
送への対応等幹線道路として、円滑な交通体系の形成を図るとともに、
路線途中においてＪＲ予讃線と立体交差させることにより市街地分断や
踏切事故等を解消することも目的として実施。

a

25

駐車場案内システム維持管理業務事業 22年度 12,205 12,205 総合交通課
交通計画担当
（石井　朋紀）

948-6846 一般市民 多数

導入目的を「①駐車待ちによる交通混雑の解消」、「②歩行者の安全
確保」、「③駐車場の有効活用」、「④都市の活性化」として、安全で円
滑な交通の確保と街の活性化を図るため平成5年度末に一部供用開
始、平成6年度末に全面供用開始を行った。

ｄ③・ｆ

市内中心部に100円パーキングが増加するなど駐車需
要は供給過多の状況であり、駐車場探しの割合も減少
している。またインターネットや携帯電話、カーナビによ
る情報提供などの多様化する情報手段ができたことか
ら、総合的な観点で見直しを行うこととしたため。

26

松山北部土地区画整理事業 23年度 223,916 212,483 都市開発課
土地区画整理事業担
当
（淺田　弘）

948-6518 一般市民 多数

本地区は、松山市の中心市街地より北へ約６Ｋｍに位置し、国道１９６
号、主要地方道松山港内宮線及び一般県道和気衣山線並びにＪＲ予
讃線を中心に形成された既成市街地に三方を囲まれた地区であり、地
区西に隣接してＪＲ伊予和気駅が立地した交通至便な所である。
また、本地区周辺では国道１９６号バイパス等の道路整備が重点的に
進められており、本市の北の玄関口として今後急速な市街化が予想さ
れることから、各種公共施設の整備改善及び宅地の利用増進を図り、

健全かつ良好な市街地を形成することを目的とする。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

計 2,740,846 587,971

5（注）．平和通り（中央循環線）景観整備事業については幹線道路整備事業費に予算
計上している分（地方道路交付金事業：地中化）がH18年度で完了予定。
  一部、交通安全施設等整備事業費の安全安心歩行空間整備事業内においても予算
計上しておりこの分（まちづくり交付金事業：歩行空間等の景観整備分）はH19年度で
完了する予定。
  なお、安全安心歩行空間整備事業の廃止予定は今のところはない。
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下水道部

人数等

1

中央浄化センター施設診断事業 18年度 19,810 900 下水浄化ｾﾝﾀｰ
浄化センター施設担当
(芳之内　公夫)

922-2855 （内部事務） － 施設の老朽化に伴う改築更新計画策定のため施設の診断を行う事業 ｂ① 所期の目的を達成したため。

2

使用料賦課徴収事業 事務職員養成講習事業 18年度 97 0 下水道ｻｰﾋﾞｽ課
使用料・負担金担当
(宮内　洋）

948-6530 （内部事務） －
事務職員の能力向上を図ることを目的として、日本下水道協会主催の
県外開催研修を受講

b②

平成１９年度より企業会計への移行に伴う研修の実施
及び本市開催の日本下水道事業団主催研修により事
務職員の能力向上を図ることとして当該事業を廃止す
る。

3

使用料賦課徴収事業
下水道使用料のお知らせ事業
（北条地区新料金）

18年度 953 0 下水道ｻｰﾋﾞｽ課
使用料・負担金担当
(宮内　洋）

948-6530 下水道利用者 6,500世帯
合併後の使用料金統一のため、北条地区における下水道使用者へ新
料金への変更を周知徹底することを目的とした事業

ｂ① 新料金の変更について周知徹底が図られたため。

4

受益者負担金賦課徴収事業
受益者負担金収納システム改
修委託事業
（合併に伴う）

18年度 2,954 2,284 下水道ｻｰﾋﾞｽ課
使用料・負担金担当
(宮内　洋）

948-6530 （内部事務） － 合併後の北条地区受益者負担金事務の統一を目的とした事業 ｂ① 所期の目的を達成したため。

5

公営企業会計導入準備 19年度 112,921 44,735 下水道政策課
調整・評価・
企業会計導入担当
(橘　哲一)

948-6527 (内部事務) －
企業会計を導入し、発生主義による期間損益計算・複式簿記の採用に
より、事業の経営状況を明確にし、安定した下水道事業の経営に資す
ることを目的とし、その準備を行う事業

ｂ① 所期の目的を達成したため。

6

朝生田ポンプ場建設事業 20年度 713,292 34,646 下水道施設課
土木担当（平松哲夫）
建築担当（平岡敬一）
電気・機械担当（石丸昭彦）

948-6979
948-6990

当該地区住民 多数
朝生田地区等の市街地約１１１haを集水区域とするポンプ場であり、近
年の宅地化に伴う流入水量増大を原因とする天山地区と併せて、浸水
を解消する為に建設するものです。

a

7

新浜雨水排水ポンプ場建設事業 20年度 813,593 221,680 下水道施設課
土木担当（平松哲夫）
建築担当（平岡敬一）
電気・機械担当（石丸昭彦）

948-6979
948-6990

当該地区住民 多数
新浜地区等の市街地約72haを集水区域とするポンプ場であり、近年の
宅地化に伴う流入水量増大を原因とする石風呂・松ノ木地区と併せ
て、浸水を解消する為に建設するものです。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

8

西部浄化センター建設事業 21年度 1,171,451 55,593 下水道施設課

土木担当（平松哲夫）
建築担当（平岡敬一）
電気・機械担当（石丸
昭彦）

948-6979
948-6990

西部処理区
下水道新規利用者

多数
下水処理水の増加に伴い、高度処理による水処理施設、汚泥処理施
設の増設工事を行うものです。

a

9

地下浸透型水路整備事業 21年度 77,010 20,810 河川水路課
河川改修担当
（平松　浩彰）

948-6521 当該水路周辺住民 多数
当事業は、水路の護岸や河床を浸透型に改良することにより、雨水を
地下水に還元することが目的である。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

10

天山・朝生田地区雨水管渠整備事業 21年度 871,751 50,260 河川水路課
浸水対策担当
（浮田　達也）

948-6957 当該地区住民 多数
平成１３年６月の梅雨前線豪雨により多発した浸水被害をうけ、その解
消及び軽減を図る目的で実施。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

11

高岡地区雨水管渠整備事業 22年度 156,350 13,760 河川水路課
浸水対策担当
（浮田　達也）

948-6957 当該地区住民 多数
平成１３年６月の梅雨前線豪雨により多発した浸水被害をうけ、その解
消及び軽減を図る目的で実施。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

計 3,940,182 444,668

所管課等名
受益対象者

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む） 取組内容（目的・内容）

事業内容

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
廃止予定
年　　度

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

廃止検討理由抽出基準
担当グループ名

（担当リーダー名）
問合せ先
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産業経済部

人数等

1
観光客誘致に向けた魅力づくり事業

和服着用など日本文化の体験
事業

18年度 2,634 2,634 観光産業振興課
観光資源充実担当
（藤原　敏貴）

948-6557 外国人客及び一般観光客等 4,900,000人
外国人をはじめとする観光客に着物等日本文化を通して、松山の魅力
を体験させる目的で実施。

ａ

2
観光客誘致に向けた魅力づくり事業 おもてなし観光案内事業 18年度 1,506 1,506 観光産業振興課

観光魅力づくり担当
（橘　昭司）

948-6558 外国人 34,000人
外国人観光客からの質問等に対応することができるよう、４カ国語によ
る案内帳を作成する目的で実施。

ａ

3
松山の物産と観光展事業 名古屋 18年度 6,230 6,230 観光産業振興課

観光魅力づくり担当
（橘　昭司）

948-6558 名古屋市民 2200,000人
松山の物産と観光展を実施することにより、名古屋を中心とした中部地
方からの誘客を図る目的で実施。

ｂ① 所期の目的を達成したため。

4
松山の物産と観光展事業 熊本市 18年度 7,100 7,100 観光産業振興課

総務調整担当
（秦　昭彦）

948-6555 熊本市民 670,000人
松山の物産と観光展を実施することにより、熊本を中心とした九州地方
からの誘客を図る目的で実施。

b① 所期の目的を達成したため。

5
小説「坊っちゃん」発表１００年記念事業 18年度 9,510 9,510 観光産業振興課

総務調整担当
（秦　昭彦）

948-6555 観光客 4,900,000人
小説「坊っちゃん」発表１００年を記念して、坊っちゃんのまちを内外に
アピールし、誘客を図る目的で各種イベント等を開催した。

ａ

6 愛媛県産品愛用運動推進協議会負担
金

18年度 114 114 観光産業振興課
総務調整担当
（秦　昭彦）

948-6555 観光客 4,900,000人 地場産業である県産品の愛用と普及を図る目的で実施。 ａ

7
競輪場施設撤去事業 18年度 8,600 0 競輪事業課

施設担当
（樋ノ口　出見）

965-4300 － － 競輪場の移転に伴い、旧競輪場の前売SC施設の撤去を行ったもの。 ａ

8

選手報償事業 18年度 4,108 0 競輪事業課
広報担当
(庄司　求）

965-4300 競輪選手 50人 競走の上位入賞選手に敬意を表し、副賞を授与するもの。 ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

9
松山城保存修理事業(2期） 18年度 37,759 0 松山城総合事務所

松山城管理担当
（森　正経）

921-4873 松山城観光客及び一般市民 300,000人
後世に歴史的遺産を残すため、重要文化財である大天守を含む城郭
の修復工事（２期）を行ったもの。

ａ

10

松山市商店経営革新モデル事業 18年度 3,573 3,573 地域経済課
地域振興支援担当
（田中　教夫）

948-6548 松山市内商店街 1,116人
「地域の顔」、「暮らしの広場」として、多様な世代が交流する魅力ある
商店街づくりを支援するため、革新性の高い商店街経営や事業を支援
することで、商店街の活性化を図るという目的で実施。

ａ

11

若年労働者確保対策事業負担金事業 18年度 1,370 1,370 地域経済課
労政・雇用創出担当
（平野　陽一郎）

948-6550
就労を希望する若年者（主に高校3年
生）

5,500人
若年者の職場への適応教育や就職情報の提供を行うことによって、若
年者への雇用の拡大を図る目的で実施。

b① 所期の目的を達成したため。

12

愛媛国際見本市協議会負担金事業 18年度 1,070 1,070 地域経済課
産業創出・国際経済担
当（中島　郁）

948-6710 輸出入関連企業 不明

県内企業と外国企業の商談の機会を提供することによって、地方の企
業が外国企業に対して直接アプローチできる契機を創出することに
よって、海外とのビジネスを促進し、輸入品に関する情報発信の機会を
提供する目的で実施。

a

13
松山産元気野菜事業 18年度 3,684 3,684 農指センター

技術指導担当
（柴　竜己）

976-1199 一般市民（生産者及び消費者） 515,000人
野菜品目について、生産者の調査・食味調査、市民からのアンケート
調査結果に対し、有望品目について生産者へ紹介・指導を実施するも
の。

ａ

14

認定農業者農作業受委託集積事業 18年度 770 770 農林水産課
農産担当
（和田　淳一）

948-6567
認定農業者を中心とした農作業受託組
織

1集団

認定農業者を中心とした農作業受託組織を育成するとともに、共同で
リースによる機械購入を行うことにより、個人の過剰な機械投資を減ら
し、経営の規模拡大による効率的かつ安定的な経営体への発展を支
援する目的で実施。

ａ

15

農業関係全国大会等開催補助事業 18年度 2,000 2,000 農林水産課
農振・担い手担当
（阿部　司）

948-6568 農業関係者 4,200人
第55回全国農業コンクール全国大会、第57回日本学校農業クラブ全
国大会に補助を行い、わが国農業の発展と農村地域の活性化や未来
の農業経営者の育成を図る目的で実施。

ａ

16
放置森林里山整備事業 18年度 38,350 38,350 農林水産課

林業振興担当
（紀之内　直）

948-6562 一般市民 515,000人
石手川ダム上流域の人工林の強度間伐を行い、森林の持つ水源かん
養機能を高度に発揮させることを目的に実施。

ａ

17
保全松林健全化整備事業費補助金 18年度 1,044 1,044 農林水産課

林業振興担当
（紀之内　直）

948-6562 一般市民 515,000人 松くい虫による被害拡大を防止するという目的で実施。 ｃ
同種事業の松くい虫防除対策事業との事業統合のた
め廃止する。

18 重信川流域水源林整備推進連絡協議
会負担金

18年度 878 878 農林水産課
林業振興担当
（紀之内　直）

948-6562 一般市民 515,000人
重信川流域の市町が連携して森林整備を実施する推進母体としての
協議会経費を支出するという目的で実施。

ａ

19
水源の森林づくり推進モデル事業 18年度 2,955 2,172 農林水産課

林業振興担当
（紀之内　直）

948-6562 一般市民 515,000人
重信川流域の市町が連携を図りつつ、人工林の強度間伐を行い、森
林の持つ水源かん養機能を高度に発揮させることを目的に実施。

ａ

20
水産基盤整備事業（増殖施設） 18年度 44,188 2,488 農林水産課

水産振興担当
(玉井　安)

948-6564 漁業者 2,086人
餌料の培養、幼稚魚の保護・育成の場となる餌料培養礁を設置し、魚
類の発生及び育成の効率化を促進する目的で実施。

ａ

21

みかん産地再編緊急対策事業 18年度 32,198 11,664 農林水産課
果樹担当
（山本　満和）

948-6566 営農集団 22団体

うんしゅうみかん及びいよかんの需給を調整し、消費者、市場ニーズに
応じた優良品種の生産を促進し、柑橘農家の経営の安定化を図ること
を目的とし、防風・防鳥ネット、マルチ等の品質向上施設の設置等、産
地再編に向けた条件整備等の総合的支援を実施。

ａ

22

かんきつ農業振興対策事業 18年度 9,274 9,274 農林水産課
果樹担当
（山本　満和）

948-6566 営農集団 4団体
営農集団に対し、かんきつ等の有望品種への転換を一層加速させ、農
家経営の安定を図ることを目的に、大苗育苗の促進、花木等への転換
に対する支援を実施。

ａ

23
松山市乳肉用牛振興協議会活動補助
金

18年度 200 200 農林水産課
農産担当
(和田 淳一)

948-6567 酪農家・肉用牛農家 16戸
酪農家、肉用牛農家相互間の情報交換及び衛生や防疫等の研修会
等を通じて経営技術の向上を図り、安定した経営体の育成を推進する
ため、運営の支援を行うもの。

ｂ①・
ｄ①②

所期の目的を達成したため。

24
漁場自主管理活動補助金 18年度 647 497 農林水産課

水産振興担当
(玉井　安)

948-6564 中島漁協組合員 511人
密漁、違反操業、違反漁具から地先資源の保護及び漁具を保全する
ため、漁業者自らが監視活動を実施するもの。

ｄ① 受益対象者が一部に限定されているため。

25
県費補助土地改良事業(伊台第2地区) 18年度 14,340 7,150 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 石手川北部土地改良区潅水組合員 67戸
過去に設置された灌水施設の一部自動制御盤が老朽化し、生産活動
に支障をきたしているため、施設の更新を行うもの。

ａ

26

地産地消推進事業 19年度 2,786 2,786 農林水産課
農産担当
（和田　淳一）

948-6567 一般市民（農家、小売店等） 515,000人

需要者ニーズに沿った農産物の生産促進や地元農産物を使った保育
所等給食、将来的に需要が増えると見込まれる作物の試験栽培の委
託、松山産農産物を積極的に使用する小売店等を地産地消推進協力
店として登録・紹介するなどして松山産農産物の消費拡大と地産地消
の推進を図る目的で実施。

ａ

27
漁村再生交付金事業（釣島） 19年度 120,095 3,695 農林水産課

漁港担当
（脇坂　則夫）

948-6492
年間フェリー利用者（5,110人）
地元漁業者（39人）

5,149人
漁港整備（防波堤Ｌ＝30ｍ、－2.5ｍ物揚場（浮体式25ｍ）及びフェリー
岸壁改良Ｌ＝15ｍ）を実施。

ａ

28

営農集団モデル事業 19年度 1,728 1,728 農林水産課
農振・担い手担当
（阿部　司）

948-6568 営農集団及び集落 3集落

市内に営農集団が立ち上がっているが、地域農業の活性化のために
は、十分に機能していない状況であるため、育成するモデル地区を設
定し、松山市地域担い手育成総合支援協議会の指導、支援により、地
域農業の牽引役となる集団の育成を図るもの。

ａ

問合せ先
18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）
所管課等名

担当グループ名
（担当リーダー名）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

事業内容

受益対象者
抽出基準

取組内容（目的・内容）
廃止検討理由

廃止予定
年　　度

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
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29
土地改良事業借入償還金補助事業 19年度 1,160 1,160 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577
大浦園芸組合・才の原圃場整備実行
委員会

2団体
農道及びほ場整備事業の償還金が長期にわたり農家経営を圧迫して
いるので、公庫償還金を負担し農業経営の安定化を図るもの。

ａ

30
県営事業地元負担金事業(津和地地区) 19年度 48,168 4,728 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 津和地地区農業者 178戸
県営事業｢畑地帯総合整備事業｣で行う樹園地の農道、用排水施設の
改修に伴う地元負担金を負担するもの。

ａ

31 基盤整備促進事業（ため池等整備事業・
苞木地区)

19年度 43,750 1,196 農林土木課
農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 苞木地区農業者 31戸
老朽化や漏水等により用水不足や堤防決壊の恐れがあるため池の改
修を行い、農業用水の確保及び災害を未然に防止するもの。

ａ

32
権現温泉施設再整備事業 20年度 3,021 3,021 観光産業振興課

観光資源充実担当
（藤原　敏貴）

948-6557 施設利用者 200,000人
権現温泉給湯先に適正に温泉を供給するため、老朽化した権現温泉
源泉施設の現状調査等を行うもの。

ａ

33
松山城収蔵品等展示事業 20年度 3,940 0 松山城総合事務所

松山城管理担当
（森　正経）

921-4873 松山城観光客及び一般市民 300,000人
天守への入場促進とサービス向上のため、展示内容の見直しを行うも
の。

ａ

34

ｅ－ビジネスモデル創出支援事業 19年度 25,650 25,650 地域経済課
産業創出・国際経済担
当（中島　郁）

948-6710
市内に住所を有する民間企業及び企
業連合

2,000人

総務省指定の「ＩＴビジネスモデル地区」構想を推進するため、ＩＴを活
用した新たなビジネスモデルを構築する企業または企業連合等に補助
金を交付し、地域特性を活かした松山発のビジネスモデルの創出を目
指すもの。

ａ

35

まつやま農林水産物ブランド化推進事業 20年度 8,446 8,446 農林水産課
ブランド化担当
（和田　淳一）

948-6567 農業水産業者及び一般市民 515,000人

全国に誇れる高品質な松山産の農林水産物を「まつやまブランド」とし
て認定し、まつやまらしさを全国にＰＲするとともに、市民の皆さんへ安
全・安心な農林水産物を提供し、農林水産業者の経営の安定を目指
すことを目的に実施。

ａ

36
担い手農地利用集積促進事業 20年度 9,390 9,390 農林水産課

農振・担い手担当
（阿部　司）

948-6568
一定の要件を満たす水田を貸借する
者

390人
農地の集積を行った貸し手及び借り手に奨励金を交付し、担い手への
農地集積を一層加速させ認定農業者等担い手の育成を図る目的で実
施。

ａ

37

担い手育成研修事業 20年度 6,763 6,763 農林水産課
農振・担い手担当
（阿部　司）

948-6568 農業者 70人
松山市の農業振興の維持、発展を推進するため、認定農業者、離転
就農者、高齢・女性農業者、帰農者等意欲のある農業者を対象に各担
い手に見合った効果的な研修会を実施。

ａ

38 県営事業地元負担金事業(いよ高縄2期
地区)

20年度 26,243 11,155 農林土木課
農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 いよ高縄2期地区農業者 2,000戸
県営事業｢中山間地域総合整備事業｣で行う農業生産基盤及び環境
基盤整備に伴う地元負担金を負担するもの。

ａ

39
県営事業地元負担金事業(北条地区) 20年度 14,364 1,020 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 北条市畑帯総合土地改良区組合員 550戸
県営事業｢畑地帯総合整備事業｣で行う樹園地のかんがい排水施設の
改修に伴う地元負担金を負担するもの。

ａ

40 ため池親水景観整備モデル事業(堀江
新池地区)

20年度 64,620 1,794 農林土木課
農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 堀江新池地区農業者 64戸
ため池整備と併せて親水景観や生態系保全の整備を図り、広く市民が
親しみ憩える水辺環境を創造するモデル事業として実施するもの。

ａ

41
津和地漁港海岸高潮対策事業 21年度 223,542 10,842 農林水産課

漁港担当
（脇坂 則夫）

948-6492 津和地島南部住民 5,149人
背後集落防護のための高潮対策（離岸堤Ｌ＝135ｍ、胸壁Ｌ＝560ｍ）
を実施。

ａ

42
国営造成施設管理体制整備促進事業 21年度 8,503 1,978 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 道後平野土地改良区組合員 6,900人
国・県と地元行政が連携し、国営農業水利施設の維持管理体制を整
備し、環境への配慮や安全管理の強化を図るもの。

ａ

43
魚食普及推進事業
（19年度から水産物部業務運営事業）

魚食普及 22年度 4,703 3,166 市場管理課
水産物部業務担当
（綱場　与志長）

951-2311 魚料理教室等受講者 550人
市民に新鮮な美味しい瀬戸内の魚を認識してもらい、魚食の普及・定
着化させることを目的に、水産市場魚料理教室等を開催するもの。

ａ

44

全国市立農場協議会負担金 22年度 10 10 農指センター
総務担当
（八木　広志）

976-1199 協議会会員 38団体
全国の市立農場との連携を蜜にし、各農場の機能の充実と職員の技
術・指導力の向上、課題の解決策を図り、もって農家への普及指導に
結びつけるという目的で実施。

ｂ①・
ｄ①②

所期の目的と受益対象者が一部に限定されていること
も考慮し、廃止する。

45

市立農場西部ブロック協議会負担金 22年度 50 50 農指センター
総務担当
（八木　広志）

976-1199 協議会会員 10団体
西部ブロックの市立農場との連携を蜜にし、各農場の機能の充実と職
員の技術・指導力の向上、課題の解決策を図り、もって農家への普及
指導に結びつけるという目的で実施。

ｂ①・
ｄ①②

所期の目的と受益対象者が一部に限定されていること
も考慮し、廃止する。

46
国費補助林道整備事業(土橋線) 22年度 54,030 16,800 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 利用区域林業者 64戸
森林整備計画において主要な林業地区に林道を整備し、適正な森林
管理を図るとともに、水源の涵養を図るもの。

ａ

47
基盤整備促進事業(林ノ山地区) 22年度 4,750 1,400 農林土木課

農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 林ノ山地区農業者 50戸
かんきつ栽培の盛んな地区に農道を整備し、通作交通や農業生産及
び輸送の合理化を図り、農業経営の安定を図るもの。

ａ

48 基盤整備促進事業（ため池等整備事業・
河原地区)

22年度 4,280 1,600 農林土木課
農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 河原地区農業者 28戸
老朽化や漏水等により用水不足や堤防決壊の恐れがあるため池の改
修を行い、農業用水の確保及び災害を未然に防止するもの。

ａ

49 基盤整備促進事業（ため池等整備事業・
円福寺地区)

22年度 3,410 1,400 農林土木課
農林事務担当
（和田　康昌）

948-6577 円福寺地区農業者 26戸
老朽化や漏水等により用水不足や堤防決壊の恐れがあるため池の改
修を行い、農業用水の確保及び災害を未然に防止するもの。

ａ

計 917,504 233,056
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教育委員会事務局

人数等

1

まつやま教育プラン２１改定事業 18年度 2,040 2,040 生涯学習政策課
調整・評価担当
（土手　賢二）

948-6583 （内部事務） －

「松山市第5次総合計画」の教育行政分野の行動計画として、平成14年度か
ら18年度までの、1次計画を見直し、今後中長期的（平成１９－２３年度）に目
指すべき教育行政の目標及び目標を達成するための施策を総合的にまとめ
る。

a

2

中学校教育用コンピュータ整備事業 ﾊﾟｿｺﾝ教室生徒用椅子入替 18年度 5,664 5,664 生涯学習政策課
情報教育担当
（沖広　善広）

948-6609 生徒 約13,000人

高度情報化社会に対応できる児童生徒を育成するため、教育用コンピュータ
等の整備を行い、新学習指導要領に沿った授業の展開や子どもが自ら学び
自ら考える力や豊かな人間性を育む能力を養うなどの教育活動及び学習活
動の推進を図る。
ﾊﾟｿｺﾝ教室の老朽化した椅子の入れ替えを平成16年度から３ヵ年で行う。

ａ

3

教育情報衛星通信受信設備維持管理
事業

18年度 780 780 生涯学習政策課
情報教育担当
（沖広　善広）

948-6609 一般市民 多数

文部科学省の教育情報衛星通信設備整備補助金を活用し、受信設備を整
備し、衛星による番組（子ども放送局、ｵｰﾌﾟﾝｶﾚｯｼﾞ、研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等）を受信
視聴し、各施設で番組を活用した講座を開設し、生涯学習の機会拡充を図
る。

ｂ②・ｃ

国においては衛星送信からインターネット提供への移
行が進められていることや、整備した機器等の維持管
理については、教育情報ネットワーク推進事業の中で
対応することから廃止する。

4
青少年教育事務事業 「太陽と月の真ん中で」事業補助金 18年度 200 200 地域学習振興課

青少年育成担当
（松本　善雄）

948-6813 青少年 2,000人
「太陽と月の真ん中で」実行委員会が実施するイベント事業（ライブコンサー
ト、子ども向けのレクリエーション等）に補助金を支給しているもの。 ｂ① 所期の目的を達成したため。

5
中島中学校校舎改築事業 18年度 626,817 378,333 学習施設課

学校施設担当
（中川　眞人）

948-6585 中島中学校生徒・教職員等 約100人
施設の老朽化解消や怒和中学校との統合などに対応するため、施設整備を
行うことにより教育環境の向上を図る。 ａ

6
公民館施設耐震診断事業 18年度 12,600 12,600 学習施設課

公民館施設担当
（篠浦　　聰）

948-6873 公民館利用者等 多数
新耐震基準前に建設された公民館について耐震診断を実施し、建物の耐震
性を把握することで防災機能の充実強化につなげる。 ａ

7
中学校運営管理事業 焼却炉撤去工事 18年度 4,040 4,040 学習施設課

学校物品調達担当
（西村　秀典）

948-6607 撤去対象中学校生徒・教職員 約2,200人
国からの指導により現在使用中止している学校焼却炉を適正に撤去し、教育
環境の向上を図る。 ａ

8
確かな学力定着向上調査研究指定校
事業

18年度 200 0 学校教育課
教育指導担当
（平井　有年）

948-6591 児童・生徒 約４3,000人

平成１６年度に実施した学習状況調査の結果を踏まえ、生徒一人ひとりの実
態に応じたきめ細やかな指導の一層の充実を図るための実践研究を推進し、
「確かな学力」の定着に資する。（愛媛県が１７、１８年度の２年計画で実施す
る事業）

ａ

9
文化財保護管理事業

夢工房：中島総合文化センターパネ
ル及び懐古館パンフレット製作事業

18年度 280 280 文化財課
文化財保護担当
（宝来　淑子）

948-6603 一般市民 約12,000
中島総合文化センター内に中島諸島の魅力をﾊﾟﾈﾙにて紹介。
松山市歴史民俗資料館懐古館のパンフレットを作成する。 ａ

10
国民体育大会参加補助金交付事業 18年度 920 920 スポーツ・健康教育課

スポーツ振興担当
（野本　克彦）

948-6598 参加選手 350人 国民体育大会に松山市を代表して参加する監督、選手に対する激励費 ｃ
松山市体育協会運営補助金交付事業に組み入れるた
め。

11
学校体育振興事業 全国中学校体育大会開催負担金 18年度 10,000 10,000 スポーツ・健康教育課

スポーツ振興担当
（野本　克彦）

948-6598 参加選手及び市民等 1,500人
全国中学校体育大会（本市ではサッカー・軟式野球・ソフトテニスの３種目）を
開催した。 ａ

12 ベースボールフェスティバルin松山開催
負担金

18年度 4,010 4,010 スポーツ・健康教育課
スポーツ施設担当
（新開　德行）

948-6889 参加選手及び市民等 9,000人
全国各地で開催されている「ベースボールフェスティバル」を坊ちゃん・マドン
ナスタジアムで開催した。 ａ

13
潮見小学校運動場夜間照明施設設置
事業

18年度 18,270 13,926 スポーツ・健康教育課
スポーツ施設担当
（新開　德行）

948-6889 潮見小学校周辺住民 多数

総合型地域スポーツクラブ振興計画の指針に基づき２０１０年までに全国の各
市町村において少なくとも一つは設立することを目標にした事業でモデル地
区として活動するためにも照明施設がなく活動が制限されることにより整備す
る。

ａ

14
堀之内体育施設管理運営事業 堀之内市営プール跡地解体事業 18年度 34,088 34,088 スポーツ・健康教育課

スポーツ施設担当
（新開　德行）

948-6889 － － Ｈ１６年まで利用されていた市営プールが廃止になった為、取り壊しをする。 ａ

15
ヤングフェスタ事業

日露交歓コンサート2006松山大会開
催負担金

18年度 3,995 3,995
教育支援センター事
務所

育成支援担当
（杉本　威）

943-3346 青少年対象 1,657人
ロシアの一流アーティストを招き、クラシック音楽を通して、多くの青少年が音
楽に親しみ、国際交流や文化活動へのきっかけとなることを目的に実施。 ａ

16
読書振興事業

小説坊っちゃん発表１００年記念事
業

18年度 4,780 4,780 中央図書館事務所
総務担当
（本田　誠雄）

943-8008 図書館利用者 多数
松山市ゆかりの夏目漱石の小説「坊ちゃん」発表１００周年を記念して、漱石
関連図書購入を始めとして、各館で書籍・パネル等の展示コーナーを設け
た。

ａ

17
小学校教材整備事業 新JIS規格机・椅子購入事業 19年度 137,380 137,380 学習施設課

学校物品調達担当
（西村　秀典）

948-6607 児童 約29,000人
児童用机・椅子のＪＩＳ規格が改正され多様な教材や環境保護等に対応する
新規格の机・椅子を計画的に購入し教育環境の向上を図る。 ａ

18
北条スポーツセンター整備事業 球技場改修整備事業 19年度 460,238 35,688 スポーツ・健康教育課

スポーツ施設担当
（新開　德行）

948-6889 球技場利用者 多数
老朽化が著しい球技場を夜間照明を備えた人工芝グラウンドに改修整備する
ことで、スポーツの普及、促進を図る。 ａ

19
中央図書館天井改修計画に伴う設計委
託事業

19年度 1,470 1,470 中央図書館事務所
総務担当
（本田　誠雄）

943-8008 図書館利用者 多数

平成１７年の宮城県沖の地震により、大規模空間を持つ施設の天井が崩落
し、多数の負傷者を出した。その事故を契機として、国の指導に基づき、前記
に該当する中央図書館の天井を改修し、利用者の安全を図るものです。１８
年度設計委託、１９年度工事予定。

ａ

20
校内LAN整備事業 校内LAN敷設工事事業 20年度 11,670 11,670 生涯学習政策課

情報教育担当
（沖広　善広）

948-6609 児童・生徒 約42,000人
小中学校の全教室にＬＡＮを敷設し、インターネットをはじめネットワークを利
用した情報教育環境を構築し、児童生徒に高度情報社会に対応した教育の
推進を図る。

ａ

21

小学校教育用コンピュータ整備事業 ﾊﾟｿｺﾝ教室児童用椅子入替 20年度 5,221 5,221 生涯学習政策課
情報教育担当
（沖広　善広）

948-6609 児童 約29,000人

高度情報化社会に対応できる児童生徒を育成するため、教育用コンピュータ
等の整備を行い、新学習指導要領に沿った授業の展開や子どもが自ら学び
自ら考える力や豊かな人間性を育む能力を養うなどの教育活動及び学習活
動の推進を図る。
ﾊﾟｿｺﾝ教室の老朽化した椅子の入れ替えを平成17年度から4ヵ年で行う。

ａ

22
子ども安心安全対策事業

子ども安全情報配信システム運営事
業補助金

20年度 2,455 2,455 地域学習振興課
青少年育成担当
（松本　善雄）

948-6813 ＰＴＡ会員ほか地域関係者 約100,000人
松山市小中学校PTA連合会が運営するMACネットワークシステム（不審者情
報等子どもの安全に有効な情報を電子メールにより配信するシステム）の運
営に補助金を支給しているもの。

ａ

23
中島本島３小学校統合事業 20年度 28,267 28,267 学習施設課

学校施設担当
（中川　眞人）

948-6585 中島地区小学校児童・教職員等 約160人
施設の老朽化などを解消するため統合小学校を新設し、将来の小中一貫を
見据えた施設整備を行うことにより教育環境の向上を図る。 ａ

24
小学校屋内運動場耐震化事業 20年度 21,365 21,365 学習施設課

学校施設担当
（中川　眞人）

948-6585 対象小学校児童・教職員及び近隣住民等 多数
児童生徒等の安全や地域住民の安全な避難施設整備のため、屋内運動場
の耐震補強工事を実施する。 ａ

25
中学校屋内運動場耐震化事業 20年度 11,348 11,348 学習施設課

学校施設担当
（中川　眞人）

948-6585 対象中学校生徒・教職員及び近隣住民等 多数
児童生徒等の安全や地域住民の安全な避難施設整備のため、屋内運動場
の耐震補強工事を実施する。 ａ

26
小学校運営管理事業 焼却炉撤去工事 2０年度 13,340 13,340 学習施設課

学校物品調達担当
（西村　秀典）

948-6607 撤去対象小学校児童・教職員 約2,900人
国からの指導により現在使用中止している学校焼却炉を適正に撤去し、教育
環境の向上を図る。 ａ

27
文化財保護管理事業

文化財建造物保存事業技術者初任
者研修会派遣事業

20年度 600 600 文化財課
文化財保護担当
（宝来　淑子）

948-6603 （内部事務） －
文化財修理技術に必要な知識技術を習得するため、（財）文化財建造物保
存技術協会の開催する研修に参加する。 ａ

28
文化財保護管理事業 合併地区指定文化財看板差替事業 22年度 2,270 2,270 文化財課

文化財保護担当
（宝来　淑子）

948-6603 一般市民 約15,000人
北条・中島地区の指定文化財説明看板を、松山地域と同タイプのものに統一
し設置する。 ａ

29

通俗医学講座事業 22年度 500 500 スポーツ・健康教育課
学校保健・安全担当
（駒澤　正憲）

948-6596 講座受講者 300人
市民に保健衛生の認識を深め、疾病予防の正しい知識を身につけ市民の健
康向上を促すため、講座を開設する。 c・ｆ

開講当初は受講対象者が学校関係者・保護者であっ
たが、現在は高齢者を対象とした内容になり、また同様
の講座を医療関係機関や保健所等でも開設している
ため廃止する。

30
野外活動資材バンク事業 22年度 1,171 1,171

教育支援センター事
務所

施設管理・庶務担当
（束村　信江）

943-3346 資材バンク利用者証交付者・学校・公民館 約15,000人
野外活動を通じて青少年の健全育成を図る目的で、テントやキャンプ用具の
貸出しを実施。 ｆ

民間において、類似するサービスを実施しており、
市側が廃止しても、影響が少ないもの。

計 1,425,979 748,401

事業内容

受益対象者 取組内容（目的・内容）
廃止検討理由抽出基準所管課等名

廃止予定
年　　度

担当グループ名
（担当リーダー名）

問合せ先
18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
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消防局

人数等

1

消防活動に伴う環境整備事業 18年度 7,566 7,566 総務課
施設担当
（川崎　正彦）

926-9213 （内部事務） -

朝夕に実施する消防車両の点検時に排出される排気ガスにより、大気
の汚染や、施設周辺住民等の健康に悪影響を及ぼすことが懸念される
ため、消防署等に車両排煙浄化システムを設置し、これら問題に対応
するもの。

b① 所期の目的を達成したため。

2

消防救助四国地区指導会開催事務 18年度 2,773 2,773 総務課
企画、財務担当
（井上　隆二）

926-9254 （内部事務） -

四国各消防本部から選抜された救助隊員が、日頃鍛え抜いた救助技
術を披露するもので、互いの知識と技術を交換することにより、ますま
す複雑多様化する近年の災害現場に即応できる高度な技術と強靭な
体力・精神力を養い、研鑽を図るもの。

a

3

消火栓蓋焼付塗装事業 18年度 1,757 1,757 警防課
警防担当
（河井　孝也）

926-9220 一般市民 510,000人

消火栓の蓋を塗装することにより、火災時に消防水利（消火栓）の確保
を容易にし、火災対応の迅速化に伴う被害の軽減を図るとともに、消防
水利の位置を市民に周知し、違法駐車の防止や安心感を高める目的
で実施。

ｃ

すべての消火栓の塗装が終了したため当事業を廃止
し、類似した目的（市民の生命、財産等を火災から守る
とともに、被害を軽減する目的）で実施している、警防
課の消火業務に統合し、維持管理（塗装剥離消火栓
のみ再塗装）を行うものとする。

4

水防センター整備事業 水防センター整備事業 18年度 89,349 29,549 防災対策課
防災活動担当
（別府　英治）

926-9125 一般市民 510,000人

国土交通省が主体で行う、河川防災ステーション整備事業に併せて、
同ステーション敷地内に水防センターを建設し、河川防災の啓発や各
種防災の研修施設として活用し、災害時には防災活動の拠点建物とし
て活用する。なお、平成18年度において水防センター建設完了。

b① 所期の目的を達成したため。

5

防災対策推進事業 防災対策推進事業 18年度 5,432 5,432 防災対策課
防災活動担当
（別府　英治）

926-9125 一般市民 510,000人
合併に伴う防災用通信機器の整理統合を行うため、北条支所に設置し
ている愛媛県衛星系防災行政無線を消防局に移設するもの。
平成18年度において消防局内に移設完了。

b① 所期の目的を達成したため。

6

国民保護計画策定調査事業 国民保護計画策定調査事務 18年度 34,418 34,418 防災対策課
国民保護担当
（矢野　博朗）

926-9125 一般市民 510,000人

武力攻撃事態等が発生した場合において、国民の生命、身体及び財
産を保護するとともに、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小と
なるよう、国・県・市・指定公共機関等が連携し、国民の協力を得なが
ら、適切な措置を講ずるため、警報の伝達や避難誘導などに関する事
項を定める「市国民保護計画」及び「同資料編」並びに「避難マニュア
ル」を平成18年度中に作成するもの。

b① 所期の目的を達成したため。

7

新設支署建設事業 19年度 3,333 3,333 総務課
施設担当
（川崎　正彦）

926-9213 久谷地区住民 12,000人
救急車の現場到着に時間の要している地域への対応として、救急出張
所を建設し、本市における消防・救急体制の充実を図るもの。
(平成17年度には湯山救急出張所を建設）

b① 所期の目的を達成したため。

8

防災キャンペーン事業 防災キャンペーン 21年度 903 903 防災対策課
防災情報担当
（上田　隆二）

926-9137 一般市民 510,000人

阪神・淡路大震災を契機に制定された「防災とボランティア週間」の一
環として、市内のスーパーマーケットなどを会場に、防災・ボランティア
相談や防災グッズの展示などを行い、広く市民に災害発生時における
ボランティア活動や自主的な防災活動の重要性に対する認識を深めて
もらうとともに、災害に対する備えの充実・強化を図ることを目的に開催
するもの。

c
他に類似している事業があるため、業務を統廃合し実
施するもの。

9

高度救助隊整備事業 22年度 35,945 19,645 警防課
救助担当
（山﨑　伸二）

926-9233 一般市民 510,000人
高度な知識・技術を備えた隊員及び高度な救助用資機材を備えた部
隊を配置することにより、大規模な自然災害やテロ等の特殊災害から
市民の生命・身体を迅速且つ的確に救出することを目的として実施。

b① 所期の目的を達成したため。

計 181,476 105,376

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等 所管課等名
廃止予定
年　　度

担当グループ名
（担当リーダー名）

問合せ先
18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

事業内容

受益対象者 取組内容（目的・内容）
廃止検討理由抽出基準

14



その他

人数等

1

内外情勢調査会関係事務 18年度 189 189 議会事務局
議会等対応
（井出　町子）

948-6646 議員・職員 － 資料の収集等、講演会の出席等 a 事務事業の見直しを実施したため。

2

愛媛政経懇話会関係事務 18年度 126 126 議会事務局
議会等対応
（井出　町子）

948-6646 議員・職員 － 資料の収集等、講演会の出席等 a 事務事業の見直しを実施したため。

3

収入役会事務事業 19年度 917 917 出納事務局
経理担当
（清水　美惠）

948-6240 （内部事務） 20人
収入役事務に関する諸般の事項を協議研究し、各市の統一連絡をは
かり、会計事務の適正な運営と事務能率の向上に寄与することを目的
に行っているものです。（内容：毎年1回定例会の開催等）

ｂ② 自治法改正により、収入役が廃止されるため。

計 1,232 1,232

廃止検討理由抽出基準
担当グループ名

（担当リーダー名）
問合せ先

事業内容

受益対象者 取組内容（目的・内容）
所管課等名

廃止予定
年　　度

18当初予算額
（単位：千円）

〔※人件費を含む）

（内一般財源）
（単位；千円）

〔※人件費を含む）

部　　等　　名

Ｎｏ 事業別予算における事務事業名 細目事業名等
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１．方針 

   

 

 

 

 

 

 

 
 
２．重点的経営改革対象施設抽出基準 

 抽出に係る考え方 施設数 備考 

Step1 現在直営で管理している公の施設数 719 － 

Step2 「コスト縮減（特に総人件費の抑制）」の観点から見て高い効

果が見込まれる施設（※）及びその関連施設を焦点化 127 
「総管理運営コストが 2,000 万円以上」で、

以下のいずれかの基準に該当する施設数 
①人件費；1,000 万円以上 
②人件費比率；30%以上 

Step3 「収益向上」の観点から見て高い効果が見込まれる施設（※）

及びその関連施設を焦点化 116 「収益規模が 100 万円以上」の施設数 

Step4 
「法的制約があるもの（幼稚園）」や「個別の方針等により既

に民営化や民間委託等の取組みが行われているもの（病院・保

育所等）」を除外 
80 

重点的経営改革対象施設 
（※「コスト縮減」「収益向上」の観点から見

て特に多大な効果が見込まれる施設） 

 

 

３．重点的経営改革対象施設の管理運営の実態（18 年度当初予算ベース） 
（１）総管理運営コスト・利用料等収入額の現状等 

【Ａ】 【Ｂ】 【A-B】 

所管課名 
施設名 

（総管理運営コスト順） 
施設数 総管理運営 

コスト 

（単位：千円） 

収益（利用料金

収入等） 

（単位：千円） 

一般財源 

投入額 

（単位：千円） 

住宅課 市営住宅 58 1,059,785 788,120 271,665 

道後温泉事務所 道後温泉事業施設（椿の湯を含む） 5 674,037 538,954 135,083 

松山城総合事務所 松山城（城郭・ロープウェイ・リフト・城山公園） 4 339,106 234,959 104,147 

子規記念博物館事務所 子規記念博物館 1 249,345 28,120 221,225 

教育支援センター事務所 青少年センター 1 134,411 1,700 132,711 

生活衛生課 斎場・横谷霊園 2 106,081 38,845 67,236 

スポーツ・健康教育課 北条スポーツセンター・北条体育館 2 60,956 34,210 26,746 

観光産業振興課 鹿島公園渡船事業施設 1 41,320 14,200 27,120 

文化財課 北条ふるさと館（北条公園・河野別府公園・安岡避難地） 6 27,359 1,588 25,771 

  
80 2,692,400 1,680,696 1,011,704 

 

1-②：公の施設の経営改革 
資料２ 

公の施設には、医療・福祉施設、文教施設、レクリエーション・スポーツ施設、産業振興施設、都市基盤

施設など、多様な種類があるが、その性格上、住民の福祉の充実、地域財産の保存・継承、さらには、地域

独自の資源を活用した観光客の誘致等による経済効果にも留意しながら、管理運営していくものであり、単

に独立採算性のみを追求するものではない。 

  しかしながら、いかなる施設であっても、経営の合理化等によるコストの縮減を目指すことは言うまでも

なく、重点的な取り組みを行う施設や取組目標等を明確にしながら、民間活力の活用も視野に入れつつ、抜

本的な経営改革に取り組むことを方針とする。 
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（２）利用者 1 人・1 件当たりの税投入額 

【①】 【②】 【①/②】 

所管課名 
施設名 

（総管理運営コスト順） 一般財源投入額 

（単位：千円） 

利用者数・件数 

（H17 実績ベース） 

利用者 1 人・1 件当た

りの税投入額 

（単位：円） 

住宅課 市営住宅 271,665 4,654 58,372 

道後温泉事務所 道後温泉事業施設（椿の湯を含む） 135,083 1,788,404 76 

松山城総合事務所 松山城（城郭・ロープウェイ・リフト・城山公園） 104,147 747,273 139 

子規記念博物館事務所 子規記念博物館 221,225 109,308 2,024 

教育支援センター事務所 青少年センター 132,711 5,392 24,613 

生活衛生課 斎場・横谷霊園 67,236 6,943 9,684 

スポーツ・健康教育課 北条スポーツセンター・北条体育館 26,746 22,503 1,189 

観光産業振興課 鹿島公園渡船事業施設 27,120 39,335 689 

文化財課 北条ふるさと館（北条公園・河野別府公園・安岡避難地） 25,771 451 57,142 

 1,011,704 － － 

 

（３）人件費比率一覧 

所管課名 
施設名 

（総管理運営コスト順） 

総管理運営コスト

（単位：千円） 
人件費比率 

住宅課 市営住宅 1,059,785 27.7% 

道後温泉事務所 道後温泉事業施設（椿の湯を含む） 674,037 48.9% 

松山城総合事務所 松山城（城郭・ロープウェイ・リフト・城山公園） 339,106 34.8% 

子規記念博物館事務所 子規記念博物館 249,345 37.3% 

教育支援センター事務所 青少年センター 134,411 37.2% 

生活衛生課 斎場・横谷霊園 106,081 34.5% 

スポーツ・健康教育課 北条スポーツセンター・北条体育館 60,956 56.1% 

観光産業振興課 鹿島公園渡船事業施設 41,320 42.0% 

文化財課 北条ふるさと館（北条公園・河野別府公園・安岡避難地） 27,359 57.7% 

  2,692,400 － 

 
 

 

【参考】総管理運営コストの内訳                                                      

【ア】 【イ】 【ア＋イ】 

所管課名 
施設名 

（総管理運営コスト順） 人件費 その他経費 
総管理運営コスト 

（単位：千円） 

住宅課 市営住宅 96,737 963,048 1,059,785 

道後温泉事務所 道後温泉事業施設（椿の湯を含む） 329,600 344,437 674,037 

松山城総合事務所 松山城（城郭・ロープウェイ・リフト・城山公園） 117,986 221,120 339,106 

子規記念博物館事務所 子規記念博物館 93,008 156,337 249,345 

教育支援センター事務所 青少年センター 49,939 84,472 134,411 

生活衛生課 斎場・横谷霊園 36,600 69,481 106,081 

スポーツ・健康教育課 北条スポーツセンター・北条体育館 34,187 26,769 60,956 

観光産業振興課 鹿島公園渡船事業施設 17,339 23,981 41,320 

文化財課 北条ふるさと館（北条公園・河野別府公園・安岡避難地） 15,791 11,568 27,359 

  791,187 1,901,213 2,692,400 
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４．重点的経営改革対象施設のうち、特に指定管理者制度の活用を積極的に検討する施設  

対象施設名（地域別・活用予定年度順） 施設数 担当課等名 活用予定年度 

松山城（城郭・ロープウェイ・リフト・城山公園） 4 松山城総合事務所 20 年度 

青少年センター 1 教育支援ｾﾝﾀｰ事務所 21 年度 

斎場・横谷霊園 2 生活衛生課 21 年度 

子規記念博物館 1 子規記念博物館事務所 22 年度 

北条スポーツセンター・北条体育館 2 ｽﾎﾟｰﾂ・健康教育課 21 年度 

北条ふるさと館（北条公園・河野別府公園・安岡避難地） 6 文化財課 21 年度 

（計） 16 － － 

 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
５．その他：業務委託実施施設等 （※丸数字を付した項目（業務）は既に意思決定がなされている事項） 

対象項目（業務）名 担当課等名 現行投下人役数 
（ ）内は正職 

実施年度 備 考 

① 保育所運営業務 児童福祉課 111.0 
（55.0） 19 年度 「公立保育所民間運営委託計画」に基づき、H19

～H21 に、各年度 2 園ずつ実施する。 

② 南ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰごみ受入業務 清掃施設課 18.0 
（17.0） 19 年度 「ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ実施計画」に基づき実施。 

③ 学校給食業務の一部 
（調理、配送・回収、洗浄） ｽﾎﾟｰﾂ・健康教育課 29.0 

（0.0） 19 年度 「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、

19 年度に 2 場をモデルに業務委託を実施。 

4 道後温泉本館応接業務（階下） 道後温泉事務所 10.0 
（0.0） 19 年度 委託業務範囲を拡大 

5 窓口及び図書管理業務（中央図書館） 中央図書館事務所 8.0 
（3.0） 20 年度  

6 北条浄化ｾﾝﾀｰ運転管理事業 下水道サービス課 0.1 
（0.1） 19 年度 委託業務範囲を拡大 

7 大浦地区農業集落排水処理施設点検業務 下水道サービス課 0.1 
（0.1） 19 年度 委託業務範囲を拡大 

8 定期・特殊健康診断等に係る事務処理（愛

媛県総合保健協会利用分） 職員厚生課 1.0 
（1.0） 19 年度  

9 軽自動車税賦課ｼｽﾃﾑ変更整備事業 市民税課 1.0 
（1.0） 20 年度  

10 地図情報・図面管理等 水管理センター 2.0 
（2.0） 22 年度 委託業務範囲を拡大 

 

 

 

 

（参考）：活用予定年度の考え方 
活用予定年度については、既に指定管理者制度を導入している施設（45 施設）において指定管理者による管理運営の状況や経

営改善状況を見極める必要があるため、第１次指定期間満了直後の 21 年度を基本とする。 
ただし、松山城関係施設については、前倒し措置を行い、20 年度の活用を目指す。 
また、子規記念博物館については、類似施設である「坂の上の雲ミュージアム」の指定管理者による管理実績等の評価、検証

を経て、22 年度の活用を目指すこととする。 

（参考）：実施年度の考え方 
１ 実施年度については、契約準備に要する期間等を考慮し、20 年度における実施を基本とする。 
２ 既に業務委託を実施しており、対象エリア・業務の拡大を行うものなど、契約準備を含め前倒しにより対応できる業務につ

いては 19 年度に実施する。 
３ 民間委託の実施に向け、具体的な業務・導入目標年度の検証を要する業務については、22 年度までの導入を目指すことと

する。 
４ 任用管理上、当該業務委託に伴う配置転換が困難な職種が対象となるものは、結果的には、職員人件費と委託料の二重投資

となるため、実施時期を慎重に検討する。 



【参考】公の施設一覧（H18.4.1現在）

１．現在直営で管理している施設一覧

所管部 所管課 施設名称 施設数

理財部 管財課 松山市北条市民会館 1
総合政策部 企画政策課 松山市中島諸島開発総合センター 1

荏原川東地区簡易水道 、荏原川西地区簡易水道、関屋出口地区簡易水道、窪野地区簡易水道、久
谷中組地区簡易水道） 5
釣島共同給水施設 1

市民部 市民政策課 松山市厚生福祉センター 1
人権啓発課 ふれあいセンター（隣保館）　計１０施設 10

保健福祉部 高齢福祉課 松山市老人憩の家 1
松山市小栗寮 1
松山保育園ほか　計29施設 29
津和地保育所、二神保育所、睦月保育所、野忽那保育所、元怒和保育所 5
松山市急患医療センター 1
松山市中島病院 1
松山市湯山診療所、松山市津和地診療所、松山市睦月診療所、松山市野忽那診療所、松山市二神診
療所、松山市怒和診療所 6

地域保健課 松山市保健センター、松山市保健センター北条分室、松山市保健センター中島分室 3
生活衛生課 千秋寺境外墓地ほか　計22施設 22

松山市斎場 1
松山市北条斎場貴船苑 1
神浦火葬場、睦月火葬場、野忽那火葬場 3

環境部 環境事業推進課 松山市リサイクル等に関する啓発施設 1
都市整備部 公園緑地課 三津浜公園、南久米公園、南江戸公園ほか　計285施設 285

城山公園 1
松山中央公園 1
松山総合公園 1
河野別府公園 1
空港東第四公園 1
湯月公園 1
北条公園 1

道路管理課 市道 1
住宅課 市営住宅　58団地 58
総合交通課 松山市営松山駅前駐輪場 1

松山市営大街道駐輪場 1
松山市営第一～四駐輪場、三津浜駅東駐輪場、光洋台駅前駐輪場、柳原駅前駐輪場、北条駅前駐輪 8
松山港、堀江港、北条港、中島港、西中港 5
松山市共同利用施設南吉田センター、松山市共同利用施設東垣生センター、松山市共同利用施設余
戸南センター、松山市共同利用施設余戸西センター、松山市東垣生健康増進センター 5
公共下水道 1
都市下水路 1
中央浄化センター 1
西部浄化センター 1
北部浄化センター 1
北条浄化センター 1
河川 1
大浦地区農業集落排水処理施設 1

産業経済部 鹿島公園渡船事業施設 1
権現温泉（給水管理） 1
（松山駅前観光レンタサイクルポート）、（大街道観光レンタサイクルポート） 0
松山城観光レンタサイクルポート、道後駅前観光レンタサイクルポート 2

道後温泉事務所 道後温泉本館（霊の湯、神の湯、又新殿） 1
椿の湯 1
いこいの家 1
配湯施設 1
駐車場 1

松山城総合事務所 松山城城郭 1
松山城山ロープウエイ 1
松山城山リフト 1

競輪事業課 松山中央公園多目的競技場 1
甲種漁港施設 24
庄農家高齢者創作館 1
粟井農村環境改善センター 1
難波活性化センター 1
善応寺農村公園、庄農村公園、大串農村公園、長師農村公園 4
野忽那海の駅シーサイドの里、上怒和海の駅陶器の里、津和地海の駅茶屋の里、二神海の駅海の恵
みの里、長師海の駅中島味館鉄人の里、睦月海の駅島四国の里、元怒和海の駅レモンの里 7
神浦地域総合施設、元怒和集落総合施設、熊田地域総合施設 3
松山市畑里高齢者健康増進実習館 1
松山市津和地多目的集会施設 1
松山市長師農村開発研修集会センター 1
松山市宇和間農林漁業体験実習館 1
松山市睦月地区多目的広場 1
松山市中央卸売市場中央市場 1
松山市中央卸売市場水産市場 1

市場管理課

観光産業振興課

農林水産課

医事薬事課

空港港湾課

下水道部 下水道サービス課

総合政策部 企画政策課

児童福祉課
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所管部 所管課 施設名称 施設数

教育委員会事務局 地域学習振興課 松山市中島総合文化センター（情報文化センター・多目的ホール） 1
中央公民館ほか　計41施設 41
松山市北条コミュニティセンター 1

学習施設課 松山市太尺寺集会所 1
松山市南梅本集会所 1

学校教育課 市立小学校（61）、市立中学校（29） 90
松山市三津浜幼稚園、松山市五明幼稚園、松山市石井幼稚園、松山市荏原幼稚園、松山市坂本幼稚
園 5

文化財課 松山市北条ふるさと館 1
松山市立中島歴史民俗資料館　懐古館 1
湯月公園テニスコート 1
北条スポーツセンター 1
北条体育館 1
北条公園（法橋運動広場） 1
河野別府公園（市民グランド・サブグランド・テニスコート） 3
中島B&G海洋センター 1
西中島多目的広場 1

教育支援センター事務 松山市青少年センター 1
子規記念博物館事務所 松山市立子規記念博物館 1
中央図書館事務所 松山市立中央図書館、松山市立三津浜図書館、松山市立北条図書館、松山市立中島図書館 4

松山市水道事業施設 1
簡易水道事業施設 18
市之井手浄水場 1
かきつばた浄水場 1
高井神田浄水場 1
竹原浄水場 1
垣生浄水場 1
院内浄水場 1
工業用水道事業施設 1

防災対策課 松山市防災センター 1
松山市安岡避難地 1

719

消防局

公営企業局 水管理センター

スポーツ・健康教育課
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２．18年度当初から既に指定管理者制度を導入している施設一覧

所管部 所管課 施設名称 施設数

松山市総合コミュニティーセンター 1
松山市市民会館 1

市民部 市民参画まちづくり課 松山市男女参画推進センター 1
松山市老人福祉センター 1
松山市鷹子老人福祉センター 1
松山市中村老人福祉センター 1
松山市総合福祉センター 1
松山市湯山福祉センター 1
松山市軽費老人ホーム恵原荘 1
松山市老人デイサービスセンター 1
松山市鷹子老人デイサービスセンター 1
松山市湯山老人デイサービスセンター 1
松山市味生老人デイサービスセンター 1
松山市浅海老人デイサービスセンター 1
松山市身体障害者福祉センター 1
松山市久枝身体障害者福祉センター 1
松山市知的障害児通園施設ひまわり園 1
松山市中央児童センター 1
松山市新玉児童館 1
松山市味生児童館 1
松山市久米児童館 1
松山市久枝児童館 1
松山市ハーモニープラザ 1

産業経済部 地域経済課 松山市道の駅 風早の郷　風和里 1
保健所 生活衛生課 安居島水道（給水装置ほか） 1

松山市二番町駐車場 1
松山市中之川地下駐車場 1
松山市上野町駐車場 1
松山市役所前地下駐車場 1

産業経済部 観光産業振興課 姫ケ浜荘 1
産業経済部 松山城総合事務所 松山城二之丸史跡庭園 1
教育委員会事務局 地域学習振興課 松山市野外活動センター 1

松山市立埋蔵文化財センター考古館 1
松山市立埋蔵文化財センター文化財情報館 1
松山市庚申庵史跡庭園 1
松山市中央公園野球場 1
松山市中央公園サブ野球場 1
松山市中央公園屋内運動場 1
松山市中央公園運動広場 1
松山市中央公園テニスコート 1
松山市中央公園プール 1
別府第一市民運動広場 1
別府第二市民運動広場 1
拓川市民運動広場 1
空港東第四公園テニスコート 1

45

①直営で管理している施設 719

  ②指定管理者制度導入施設 45

合計 764

保健福祉部 障害福祉課

理財部 管財課

保健福祉部 高齢福祉課

保健福祉部 児童福祉課

都市整備部 総合交通課

　　　　　　　　　　　　　　　　　公の施設数（H18.4.1現在）

教育委員会事務局 文化財課

スポーツ・健康教育課
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■特殊勤務手当一覧 

１．全 職 員 を対 象 とした手 当  

手 当 の名 称 主 な支 給 対 象 職 員 主 な支 給 対 象 業 務 左 記 職 員 に対 する支 給 単 価

税 徴 収 等 手 当  税 務 主 管 課 に勤 務 する職 員  
市 税 の 賦 課 徴 収 等 に 関

する事 務 に従 事  
日 額 650 円 以 内  

滞 納 処 分 手 当  納 税 課 等 に勤 務 する職 員  

市 税 その他 の課 徴 金 及 び

保 険 料 の 滞 納 処 分 手 続

における差 押 処 分 又 は差

押 物 件 の 搬 出 作 業 に 従

事  

滞 納 者 1 人 につき 140 円  

 

搬 出 1 件 につき 250 円  

行 路 病 死 人 処 理  

手 当  

生 活 福 祉 課 等 に勤 務 する 

職 員  

行 路 病 人 及 び 行 路 死 亡

人 の処 理 作 業 に従 事  
1 体 につき 5,000 円 以 内  

毒 性 薬 剤 使 用 手 当  
生 活 衛 生 課 等 に勤 務 する 

職 員  
毒 性 薬 剤 を使 用 する業 務 日 額 300 円 以 内  

福 祉 事 務 職 員 等  

特 殊 手 当  

福 祉 事 務 所 等 に勤 務 する 

職 員  

社 会 福 祉 法 に基 づく現 業

業 務 に従 事  
日 額 650 円  

保 健 衛 生 業 務 手 当  保 健 所 等 に勤 務 する職 員  

感 染 症 が発 生 した場 合 に

おけるまん延 防 止 の業 務

など、保 健 衛 生 業 務 に直

接 従 事  

日 額 1,180 円  

研 究 手 当  保 健 所 に勤 務 する医 師  
検 診 ，救 護 その他 保 健 指

導 業 務 に従 事  
日 額 1,500 円 以 内  

救 急 救 命 士 手 当  
消 防 職 員 で救 急 救 命 士 の 

資 格 を有 する者  
救 急 業 務 等 に従 事  日 額 250 円  

災 害 出 動 業 務 手 当  消 防 署 に勤 務 する職 員  
火 災 等 の 災 害 出 動 業 務

及 び救 急 業 務 に従 事  
1 回 につき 200 円  

車 両 管 理 業 務 手 当  
機 関 員 に任 命 された 

消 防 職 員  

消 防 自 動 車 又 は 救 急 自

動 車 の 車 両 管 理 業 務 に

従 事  

日 額 160 円  

高 所 等 勤 務 手 当  技 術 職 員 等  

業 務 遂 行 上 高 所 等 、 危

険 度 の 高 い 作 業 現 場 で

監 督 等 の業 務 に従 事  

日 額 230 円  

犬 猫 処 理 手 当  
犬 猫 の死 体 処 理 に 

従 事 する職 員  

犬 猫 の 死 体 処 理 作 業 等

に従 事  
1 体 につき 400 円  

国 民 健 康 保 険 料 等

徴 収 手 当  

国 保 ・年 金 課 又 は 

介 護 保 険 課 に勤 務 する職 員  

国 民 健 康 保 険 料 及 び 介

護 保 険 料 の 徴 収 事 務 及

び 収 納 指 導 業 務 に 直 接

従 事  

日 額 450 円 以 内  

下 水 道 使 用 料  

徴 収 等 手 当  

下 水 道 サービス課 又 は 

道 路 管 理 課 に勤 務 する職 員  

外 勤 し， 下 水 道 使 用 料 ，

受 益 者 負 担 金 ， 道 路 占

用 料 の 徴 収 及 び 道 路 不

法 占 用 取 締 りに関 する事

務 に従 事  

日 額 300 円  

資料３6-②：特殊勤務手当の見直し 
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住 宅 使 用 料 等  

徴 収 手 当  

市 営 住 宅 課 等 に勤 務 する 

職 員  

住 宅 使 用 料 及 び 住 宅 整

備 資 金 貸 付 償 還 金 の 徴

収 に関 する外 勤 事 務 に従

事  

日 額 300 円  

斎 場 勤 務 手 当  斎 場 に勤 務 する職 員  
斎 場 での勤 務 （火 葬 業 務

を除 く。）に従 事  
日 額 2,500 円  

災 害 応 急 作 業 等  

手 当  

災 害 対 策 本 部 等 からの 

指 示 により右 業 務 に 

従 事 する職 員  

異 常 な自 然 現 象 により重

大 な災 害 が 発 生 し ， 又 は

発 生 す る お そ れ の あ る 現

場 等 におい て行 う 作 業 に

従 事  

日 額 730 円 以 内  

用 地 交 渉 等 手 当  用 地 課 等 に勤 務 する職 員  

土 地 の 取 得 等 及 び 損 失

補 償 に関 する交 渉 業 務 等

に直 接 現 地 等 で従 事  

日 額 650 円 以 内  

特 殊 現 場 業 務 手 当  
競 輪 事 業 課 等 に勤 務 する 

職 員  

競 輪 開 催 業 務 に 直 接 従

事 す る な ど 、 特 殊 現 場 業

務 に直 接 従 事  

日 額 650 円 以 内  

（時 間 1,060 円 以 内 ） 

水 上 等 勤 務 手 当  技 術 職 員 等  
水 上 等 危 険 度 の 高 い 作

業 現 場 で従 事 する業 務  
日 額 800 円 以 内  

２.技 能 労 務 職 員 に限 定 した手 当  

手 当 の名 称 主 な支 給 対 象 職 員 主 な支 給 対 象 業 務 左 記 職 員 に対 する支 給 単 価

特 殊 労 務 等  

勤 務 手 当  

清 掃 課 等 に勤 務 する 

技 能 労 務 職  

ごみ収 集 など特 殊 労 務 に

直 接 従 事  
日 額 1,300 円 以 内  

作 業 指 導 員 等  

業 務 手 当  
技 能 労 務 職 （作 業 指 導 員 等 ）

現 場 作 業 に関 し，所 属 職

員 の 作 業 遂 行 の 指 導 に

直 接 従 事  

日 額 400 円 以 内  

火 葬 業 務 手 当  斎 場 に勤 務 する技 能 労 務 職  火 葬 業 務 に直 接 従 事  1 件 につき 900 円  

３．松 山 市 中 島 病 院 等 に勤 務 する職 員 に限 定 した手 当  

手 当 の名 称 主 な支 給 対 象 職 員 ・支 給 対 象 業 務 左 記 職 員 に対 する支 給 単 価

レントゲン技 師 手 当  エックス線 取 り扱 い業 務 を主 たる職 務 とする職 員  月 額 4,000 円  

検 査 技 師 手 当  検 査 業 務 を主 たる職 務 とする職 員  月 額 4,000 円  

研 究 手 当  医 師  月 額 460,000 円 以 内  

へき地 手 当  へき地 診 療 所 に勤 務 する医 師 等  月 額 70,000 円 以 内  

出 張 診 療 手 当  出 張 診 療 に従 事 した看 護 師 当  出 張 診 療 １回 につき 500 円

夜 間 看 護 手 当  深 夜 看 護 等 に従 事 した看 護 師 等  

全 深 夜 勤 務 1 回 に つ き

6,800 円  

深 夜 勤 務 １回 につき 3,300

円  

準 深 夜 勤 務 １ 回 に つ き

2,900 円  

看 護 師 主 任 手 当  看 護 主 任  月 額 2,000 円  
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■福利厚生事業見直し内容 
（１）給付金 

項目名 給付基準 16 年度 17 年度 18 年度 

死亡弔慰金 会員及び会員の家族が死亡したとき 50,000～
1,500,000 

30,000～
1,000,000 

30,000～
1,000,000 

出産祝金 会員及び会員の配偶者が出産したとき 25,000 20,000 20,000 

病気見舞金 会員が疾病又は、負傷療養のため休暇又は

欠勤した場合 
20,000～

30,000 
10,000～

20,000 
10,000～

20,000 
結婚祝金 会員が結婚したとき 80,000 80,000 80,000 

結婚 15 年祝金 会員が結婚して 15 年に達したとき 20,000～
50,000 

20,000～
40,000 廃止 

結婚 25 年祝金 会員が結婚して 25 年に達したとき 30,000～
80,000 

30,000～
70,000 廃止 

入学祝金 会員の子が小学校、中学校、高等学校、大

学又は短期大学に入学したとき 25,000 20,000 20,000 

卒業祝金 中学校、高等学校を卒業し、上級学校へ進

学しないとき 25,000 20,000 20,000 

永年会員祝金 在会期間に応じて支給 50,000～
70,000 

40,000～
50,000 

20,000～
50,000 

退会金 会員であった期間が 6 ヶ月以上の者が退会

したとき。 
3,900～
15,000 

3,900～
15,000 

3,900～
15,000 

 
（２）厚生費 

項目名 給付基準 16 年度 17 年度 18 年度 

視察研修補助 各課等において自主的に実施する研修活

動に対して助成するもの 15,000 15,000 15,000 

課内ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ補助 会員相互の親睦、健康保持を目的に実施し

た行事に対して助成するもの 10,000 廃止 － 

保養施設利用助成 会員が家族と共に旅行した場合の費用の

一部を助成するもの 5,000 5,000 5,000 

ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ助成 健康増進・元気回復を図るため実施した活

動に対し助成金を支給するもの 5,000 10,000 10,000 

人間ドック補助 人間ドック受診者に対する自己負担の一

部を補助するもの 10,000 4,000 4,000～
8,000 

 
■掛金、負担金の推移 
 職員掛金 負担金 福祉費 公費負担金額 

16 年度 7／1,000 7／1,000 5.8／1,000 180,422,890 
17 年度 7／1,000 7／1,000 － 105,469,321 
18 年度 6／1,000 6／1,000 － 91,340,000 

 

資料４ 

6-③：福利厚生事業の見直し 
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■外郭団体一覧（平成 18 年 4 月 1 日現在） 
 団体名称 基本財産（千円） 市出資金（千円） 出資割合（％）

1 （財）松山市施設管理公社 50,000 50,000 100

2 （社福）松山市社会福祉事業団 3,000 3,000 100

3 （社福）松山市社会福祉協議会 3,000 ― ― 

4 （財）松山市生涯学習振興財団 1,100,000 1,100,000 100

5 （財）松山市男女共同参画推進財団 500,000 500,000 100

6 （財）松山国際交流協会 1,000,000 1,000,000 100

7 （財）松山観光ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ協会 521,000 250,000 48

8 （財）松山市体育協会 555,820 535,000 96

9 松山市土地開発公社 10,000 10,000 100

 
 

■外郭団体経営状況等一覧（H17 年度決算） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料５

7：外郭団体の見直し 

経常収益
うち報告地方公
共団体からの補

助金収入

うち報告地方公
共団体からの受
託（委託費）収入

経常費用
当期正味財産増

加（減少）額
当期利益（損失） 資産合計 負債合計

資本（または正味
財産）

（財）松山市施設管理
公社

1,521,067 0 1,474,617 1,520,747 320 320 340,344 289,094 51,250

（社福）松山市社会福
祉協議会

978,387 150,146 662,668 979,905 △ 1,518 △ 1,518 2,858,705 388,600 2,470,105

（社福）松山市社会福
祉事業団

934,282 166,712 651,798 940,728 △ 6,445 △ 6,445 265,296 259,433 5,853

（財）松山市生涯学習
振興財団

757,396 102,058 646,966 757,519 △ 444 △ 444 1,249,344 148,709 1,100,635

（財）松山市男女共同
参画推進財団

118,787 68,575 46,770 118,787 0 0 517,846 17,796 500,050

（財）松山国際交流協
会

79,462 61,043 0 79,462 0 0 1,026,045 26,045 1,000,000

（財）松山観光コンベン
ション協会

188,088 109,892 30,509 183,108 5,527 5,527 576,092 43,281 532,811

（財）松山市体育協会 105,584 79,392 16,884 105,631 2 2 595,266 36,914 558,352

松山市土地開発公社 277,611 0 0 239,440 38,170 38,170 3,046,091 2,356,522 689,569

合計 4,683,053 737,818 3,530,212 4,685,887 △ 2,558 △ 2,558 7,428,938 1,209,872 6,219,056

法人名

外郭団体の経営状況

損益計算書（P/L)・収支計算書。正味財産増減計算書 貸借対照表（B/S)
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■外郭団体職員数一覧（H18.4.1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外郭団体見直しにおける直近の主な経緯 

17 年度 ①土地開発公社を除く、全8団体に対して、22年度当初までの経営改善目標（人件費削

減、その他管理経費削減、収益向上等）を設定 

②経営改善の実効性を確保するために、「外郭団体改革推進部会」を設置し、審査・指

導を行うとともに、本市の集中改革プランに取組内容等を掲載 

③「所管外郭団体の経営改善に係る調整」「所管施設の指定管理者に対する指導監督」

等についての責任の所在を、それぞれ所管課長とすることとして職務権限規則に規定

18 年度 指定管理者たる外郭団体 5 団体に対しては、毎四半期終了後に、事業報告書の提出を

義務化 

 

 

■統廃合の実績 

統廃合日 内容 統合後の団体名 

平成 14 年 6 月 4 日 「松山市観光協会」と「松山市物産協会」の統合 「松山市観光協会」 

平成 14 年 8 月 30 日 「住宅協会」の廃止 － 

平成 17 年 4 月１日 
「（財）松山コンベンションビューロー」と「松山市

観光協会」の統合 

（財）松山観光コンベンショ

ン協会 

平成 18 年 3 月 31 日 （財）松山市緑化基金の廃止 － 

平成 18 年 10 月 20 日 （財）松山市駐車場公社の廃止 － 

 
 

常勤職員 うちプロパー うち嘱託 うち臨時 非常勤職員

(財)松山市施設管理公社 75 62 13 45 6
(社福)松山市社会福祉協議会 90 64 26 3
(社福)松山市社会福祉事業団 141 72 48 21 3 2
(財)松山市生涯学習振興財団 51 34 10 7 10
(財)松山市男女共同参画推進財団 14 3 6 5 3 2
(財)松山国際交流協会 6 3 3
（財）松山観光コンベンション協会 12 10 2 1
(財)松山市体育協会 6 4 2

合計 395 252 110 33 51 24

団体職員

市派遣職員
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■17 年度包括外部監査テーマ 
 ⇒「松山市の補助金・負担金及び交付金に関する事務執行について」 
 
 …松山市が交付する補助金及び負担金等に関する事務執行状況並びにこれらの関連する

事業の合理性（経済性・効率性・有効性）について検証する。 
 
 
■監査の着眼点 
①補助金等の交付手続について 
②補助金等の交付先の管理について 
③補助金等の合理性について 
④補助金等の情報公開について 

 
 
■17 年度包括外部監査における主な指摘事項等 

①長期固定化補助金等 
・一度補助金等の支出が予算化されると、長期間継続する傾向にある。 
・長期継続している補助金については、その効果や有効性を判断し、一定見直すこと

が望まれる。 
 
②事務局機能を市職員が担っている交付先（○○協議会など）の問題 

・予算や人事を通じて実質的に運営を担っていると思われる任意団体への補助金支出

の仕組みや手法の問題。 
・事務局が担当課にあるため、消耗品等の管理の問題 

 
③事業費に占める補助割合の高い運営補助 
・補助率を事業費の２／３以下に抑えるよう努力する必要がある。 
（松山市文化協会・松山市防犯協会・松山市交通安全協会など） 
 

④繰越金の多い交付先に対する補助金等 
・繰越金が多く、その使用が予定されていない交付先については、補助金等を定期的

に見直すことが求められる。 など 
 
 

資料６ 
8-②：補助金等の見直し 
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■公共事業コスト構造改革への取組 

 

 （１）これまでの経過 

松山市の「公共工事コスト縮減」については、平成 10 年 8 月に「松山市公共工事コスト

縮減対策に関する行動計画」（以下「旧行動計画」という。）を、平成 14 年 3 月には「松山

市公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（以下「新行動計画」という。）を策定し、

実施してきました。 
さらに、平成 15 年度から、国は新たなコスト縮減策として「公共事業コスト構造改革プ

ログラム」を推進しており、松山市においても、現「工事コスト縮減」計画を継続実施す

ることに加え、さらに発展させ、工事だけではなく、公共事業のすべてのプロセスをコス

トの観点から見直す、公共事業コスト構造改革に取り組むこととし、「松山市公共事業コス

ト構造改革実施計画」の検討を開始いたしました。 
 
（２）コスト構造改革の位置付け 

国の「公共事業コスト構造改革プログラム」では、「インフラ整備を着実に進めていくこ

と」を前提に「コストを見直す」としており、「公共事業費を縮減する。」「借金による新た

な施設整備を縮小し、起債残高の縮減に努める。」というような前提を設定することには記

述がありません。 
 しかし松山市においては、現在の財政状況等を踏まえ、当計画では、行財政改革を徹底

して実施し、役所全体のコスト縮減・歳出削減の中で検討することとし、「削るべきものは

削るがやるべきことはやる」の精神を基本に、必要であると位置付けられた事業において

国のプログラムでいう「コスト構造改革」を実施します。 
 
 平成 17 年度の検証では具体的な検討が不十分であったため、平成 18 年度庁内横断的な

「コスト構造改革検討会」を組織し、具体的な検討項目・数値目標・縮減額等について研

究し（検討の過程でプロジェクト参加メンバーのコスト意識の向上やレベルアップを図り

つつ）、平成 18 年度末を目途に、改めて縮減率や実施計画等を設定する予定です。 

 

 さらに、コスト縮減はこうした計画を策定すること自体が目的ではなく、職員自身が意

識を改革し、コスト縮減に努めることが重要であるため、来年度以降も、コスト構造改革

検討会等を活用し、事業課等と共に検討を継続的に実施していく方針です。 

 

 

 

資料７ 

8-⑤：コスト構造改革の推進（公共事業）
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（３）コスト構造改革実施計画の内容 

 
 ○「松山市公共事業コスト構造改革実施計画」の方針 

 「削るべきものは削るがやるべきことはやる」の精神を基本に、 

１．「借金による新たな施設整備を縮小し、起債残高の縮減に努める。」 

「既存施設の維持管理・改築・更新は、必要性を精査した上で確実に実施する。」 

等の公共事業政策全体を今後の「人口減少」に対応するシステムとすることを目指す。 

 ２．入札制度改革等を通じ、公共施設を建設する業界に、市場の規律を生かした正当

な競争を行う業態への脱皮を促す。 

 ３．「公」の仕事のうち「民」が対応できないものを「官」が担うシステムの構築を目

指すこと等を念頭に、行財政改革を徹底して実施する。 

これらを前提に、役所全体のコスト縮減・歳出削減の中で 

「公共事業コスト構造改革」を実施することとします。 

 
○コスト構造改革検討の前提要素の抽出 

 まず、各論を構成する前に、以下の検討を実施することとします。 

  ①「事業自体の必要性についての検証」を十分に行う。 

「将来世代も含めて、真に市民が求めているものか。」 

そもそも該当事業は必要であるかどうか。事業の意義・目的の再検討を十分に行なう。 

・総合計画等により位置付けられているか。（施策項目等の確認） 

    ・他の選択肢（他の施設による代替策等）はないか。 

・法的な必然性等はあるか。 

    ・実施主体は市でないといけないのか。本来民間が行なうべき事業ではないか。

国・県の事業ではないか。 

 ②必要な施設であると位置づけられた事業の、施工着手時期は適当か。今施工しなけ

ればないか。 

・着手を先延ばしできないか。（財政状況が好転してからではだめか。） 

    ・施工期間は適当か。 

  ③市民への説明責任は果たしているか。事業の必要性等を十分市民に説明し、コンセ

ンサスが得られているか。（市民への説明方法・回数・内容等の検証） 

  ④ライフサイクルコストに照らして、ベストの計画となっているか。 

・建設コスト・維持管理コストをトータルで検討しているか。 

(将来の改築・更新、減価償却等を含めての検討。）  

・建設費は安いが、維持管理費がかかる施設となっていないか。 

  ⑤中・長期の経営目標、経営見通し、収支計画（起債の償還計画、財源見通し等）を

検討しているか。（世代間の負担の衡平の検討も必要。） 
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    ・需要予測は適切か。（市民の利用の頻度、将来予測、CS：顧客満足度の把握等） 

    ・特定の限られた市民の受益施設の場合、使用料や負担金・分担金等を負担して

もらうことは検討しているか。 

・また、使用料等を徴収する場合、最低限維持管理費が賄える料金設定が為され

ているか。 

   ⑥環境に対する配慮：環境保全対策、省資源対策・資源の有効利用（リサイ 

クル等）や地球温暖化対策等を検討しているか。 

 

 ○具体的施策について 

（１）事業の迅速化  

 【１】合意形成・協議・手続きの改善 

【２】事業の重点化・集中化 

【３】用地・補償の円滑化 

（２）計画・設計から管理までの各段階における最適化 

【１】計画・設計の見直し 

【２】汎用品の積極的使用 

【３】新技術の活用 

【４】資源循環の促進 

【５】管理の見直し 

（３）調達の最適化 

【１】入札・契約の見直し 

【２】諸経費・単価等の積算の見直し 

 

○フォローアップ 

フォローアップにあたっては、各施策の実施状況を検証するとともに、これらの取り組

みによるコスト縮減の効果を、現時点で評価可能な項目について数値目標を設定して評価

します。 

数値目標は、公共事業のすべてのプロセスを見直すものであるため、 

・ 従来からの「工事コストの縮減」・・・・・・①に加え、 

・「規格の見直し」による工事コストの縮減・・・② 

・「事業便益」の早期発現による縮減・・・・・・③ 

・ 将来の「維持管理費」の縮減・・・・・・・・④ 

・ その他（委託費、用地費、補償費、人件費その他）の縮減・・・⑤ 

を評価する「総合コスト縮減率」を１８年度中に設定します。 
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１．目的・意義 

  現行官庁会計方式に代わり、発生主義・複式簿記による公営企業会計方式を採ることにより、建設改良と維

持管理に係る経費を区分するなど、経営成績や財政状態の明確化を図り、長期的視点で事業経営の健全性を

確保し、経営基盤の強化を図ることを主たる目的とするものです。 

 また、経理の透明性を高めることにより、市民へのアカウンタビリティを向上させることも、大きな導入意義の一

つです。 

 

２．企業会計方式導入の主なメリット 

区分 内容 

経営状況の明確化、使用料

の適切な算定 

一般に，公共下水道事業では，先行投資となる期間が長く資本費負担と下水

道使用料収入との間に相当のタイムラグを有することから，単年度の現金収支

で経理する官庁会計方式では収支の状況が適正に顕れないこととなります。 

公営企業会計では，損益取引（収益的収支）と資本取引（資本的収支）に区

分して整理されるため，経営状況を明確に把握することができ，その分析を通じ

て将来の経営計画がより適切に策定できることとなります。また，現金収支の有

無にかかわらず，経済活動発生の事実に基づく経理・記帳により，一定期間に

おける企業の経営状況や特定時点における状態が詳らかとなります。 

すなわち，期間損益計算が適正に行われるとともに，下水道使用料の原価計

算が適正に行われ，使用料が明確に算定されることとなり，結果，使用料改定時

等の議会・住民への説明が明確となり，理解を得やすくなるというメリットがありま

す。 

職員の経営意識の向上 適切な経費負担区分を前提とした独立採算制の原則が，職員の意識の改革

を促し経営意識の向上が期待できます。 

 

３．公営企業会計方式と官庁会計方式との制度上の主な相違点 

区 分 公営企業会計 官庁会計 

①経理の方法 1 発生主義 2 複式簿記 1 現金主義 2 官公庁簿記（単式簿記） 

②予算 1 調製者･･･首長 

2 支出の特例 

 ｲ  弾力条項・・・対象経費については，

附加制限なし 

 

 ﾛ 建設改良費の繰越 

 ﾊ 規定なし 

3 予算書及び関係書類 

ｲ 予算事項 

 業務の予定量，継続費，債務負担行

為，企業債，一時借入金，各項の経費

の金額流用，流用禁止経費，一般会計

又は他の特別会計からの補助金，利益

剰余金の処分，たな卸資産購入限度

1 調製者･･･首長 

2 支出の特例 

 ｲ 弾力条項・・・ 対象特別会計は条例で定

める。ただし，職員の給与

については対象外。 

ﾛ 規定なし 

ﾊ 明許繰越 

3 予算書及び関係書類 

ｲ 予算事項 

 継続費，繰越明許費，債務負担行為，地

方債，一時借入金，各項の経費の金額の流

用 

 

 

資料８ 
8-⑥：公営企業会計の導入 
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額，重要な資産の取得及び処分 

ﾛ 予定収入・予定支出予算 

 収益的収入・支出と資本的収入・支出

に大別し款項に区分 

ﾊ 添付書類 

  予算実施計画，資金計画，前事業年度

の予定損益計算書，前事業年度及び当

該事業年度の予定貸借対照表，その他 

 

 ﾛ 歳入歳出予算 

  款項に区分 

 

 ﾊ 添付書類 

  歳入歳出予算事項別明細書，地方債明細

書，その他 

③決算 1 手続 

 ｲ 調製者･･･管理者（首長） 

 ﾛ 調製期限･･･事業年度終了後 2 月以内

（5 月末まで） 

 ﾊ 議会への提出・認定･･･9 月、12 月 

2 決算書類及び関係書類 

 ｲ 決算 

  決算報告書（予算決算対照表） 

  損益計算書，剰余金計算書又は欠損金

計算書，剰余金処分計算書又は欠損金処

理計算書，貸借対照表 

 ﾛ 添付書類 

  証書類，事業報告書，収益費用明細

書，固定資産明細書，企業債明細書 

3 利益剰余金及び資本剰余金の処分 

 欠損補てん，積立て等 

4 欠損金の処理 

 繰越利益剰余金等で補てん又は繰越 

1 手続 

 ｲ 調製者･･･収入役（会計管理者） 

 ﾛ 調製期限･･･出納閉鎖後 3 月以内 

（本市 6 月末まで） 

 ﾊ 議会への提出・認定･･･9 月、12 月 

2 決算書類及び関係書類 

 ｲ 決算 

  歳入歳出決算書 

 

 

 

ﾛ 決算附属書類 

  証書類，歳入歳出決算事項別明細書，実

質収支に関する調書，財産に関する調書 

3 歳計剰余金の処分 

 翌年度の歳入に編入又は基金に編入 

4 歳入不足 

 翌年度歳入の繰上充用 

④年度 事業年度・・・出納整理期間なし 会計年度・・・出納整理期間あり （翌年度の 5

月 31 日まで） 

⑤一時借入金 １年以内に限り借換ができる。 翌年度借換ができない。 

⑥出納 出納機関 

ｲ 管理者，企業出納員，現金取扱員 

ﾛ 出納取扱金融機関 

収納取扱金融機関 

※全部又は一部を条例にて収入役（会計

管理者）に委任できる。 

出納機関 

ｲ 収入役（会計管理者），出納員，その他 

の会計員 

ﾛ 指定金融機関 

指定代理金融機関 

収納代理金融機関 

⑦計理状況の 

報告 

毎月末日をもって作成，翌月 20 日までに

市長に提出 

提出書類（試算表，資金予定表） 

規定なし 
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■過去 5 ヵ年の最高値との比較（17 年度決算ベース） 

項 目 徴収率の現状 
※括弧内の数値は現年分 最高値 比 較 

市税 91.24%（97.99%） 91.24% 現状が過去 5 ヵ年の最高値 
国民健康保険料 82.95%（92.91%） 83.34% 最高値を 0.39%下回っている状況 
介護保険料 96.20%（98.44%） 98.78% 最高値を 2.58%下回っている状況 
住宅使用料 77.91%（95.37%） 82.77% 最高値を 4.86%下回っている状況 
下水道使用料 97.96%（99.36%） 98.22% 最高値を 0.26%下回っている状況 
 
 
■ 中核市との比較（17 年度決算ベース） 

項 目 徴収率の 
現状 

中核市 
平均 

松山市
の順位 比 較 

市税 91.24% 92.51% 27 位 平均を 1.27%下回っている状況 
国民健康保険料 82.95% 72.99%  2 位 平均を 9.96%上回っている状況 
介護保険料 96.20% 95.58% 16 位 平均を 0.62%上回っている状況 
住宅使用料 77.91% 78.80% 23 位 平均を 0.89%下回っている状況 
下水道使用料 97.96% 94.37% 11 位 平均を 3.59%上回っている状況 
 
 
（参考）徴収率の推移 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
★22 年度当初に向けての目標設定 

A B B-A 参考 
項目 徴収率の 

現状 目標値 （備考） 現状と

の差 
①目標達成時 
の効果見込額 

②徴収率 1% 
相当額（目安） 

市税 91.24% 92.00% 税改革ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの目標数値 0.76% 約 456,000千円 約 600,000千円 

国民健康保険料 82.95% 83.34% 過去 5 ヵ年の最高値 0.39% 約 50,700 千円 約 130,000千円 

介護保険料 96.20% 96.59% 中核市平均を 1%以上 
（＋1.01%）上回る数値 0.39% 約 17,550 千円 約 45,000 千円 

住宅使用料 77.91% 80.00% 中核市平均を 1%以上

（＋1.20%）上回る数値 2.09% 約 19,855 千円 約 9,500 千円 

下水道使用料 97.96% 98.22% 過去 5 ヵ年の最高値 0.26% 約 10,000 千円 約 40,000 千円 

 計 約 554,105 千円  

 

資料９ 

住 宅 使 用 料

75.00%
76.00%
77.00%
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【凡例】 
折れ線：徴収率の経年推移 
点 線：過去 5 ヵ年の最高値 
実 線：中核市平均値 

（17 年度決算ﾍﾞｰｽ） 
 

市税

88.00%

89.00%

90.00%

91.00%

92.00%

93.00%

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度  

国民 健康保 険料

70.00%
72.00%
74.00%
76.00%
78.00%
80.00%
82.00%
84.00%
86.00%

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度  

9-①：徴収率（市税・保険料・使用料）の向上 
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■未利用財産：37 件 
■売却可能物件：6 件 
 売却方針が決定しており、直ちに売却手続きが可能な物件［面積順］ 

No 物件名 所在地 地目 面積（㎡） 売却額（千円） 
1 久谷町住宅跡地 久谷町甲 92-1 雑種地 251.02 10,560 
2 柳原団地分譲宅地 柳原 669-8 宅地 195.14 9,970 
3 柳原団地分譲宅地 柳原 669-7 宅地 193.49 10,890 
4 須賀町市有地 須賀町 5-41 宅地 166.43 14,740 
5 南吉田住宅跡地 2 南吉田町 1854-32 宅地 120.84 10,980 
6 垣生西住宅跡地 西垣生町 938-17 宅地 99.29 5,630 

合計 1,026.21 62,770 
 
 
 
 
 
 
 
■売却予定物件：11 件 

売却方針が決定しているが、特定理由（隣接地との境界が未確定、不動産鑑定未実

施など）により、直ちには売却手続きができない物件［面積順］ 
No 物件名 所在地 地目 面積（㎡） 売却額（千円） 

１ 競輪選手宿舎 
 星乃岡荘 星岡町乙 11-2 外 宅地 16,264.91 － 

2 旧浮穴支所 森松町 661-1 外 宅地 634.71 － 
3 北条温泉 下難波甲 1078-3 外 雑種地 557.00 － 
4 南吉田住宅跡地 1 南吉田町 1854-42 宅地 131.07 － 
5 別府住宅跡地 別府町 282-3 宅地 81.22 － 
6 久谷電話交換所跡地 浄瑠璃町甲 500-3 宅地 76.03 － 
7 平和寮住宅跡地 立花四丁目 441-59 宅地 66.97 － 
8 旧久谷支所敷地 東方町甲 906-3 宅地 61.65 － 
9 西長戸住宅跡地 西長戸町 130-11 宅地 60.39 － 

10 湯山地区簡易水道 
ポンプ場跡地 食場町甲 158-2 雑種地 19.83 － 

11 湯山地区簡易水道 
ポンプ場跡地 食場町乙 89-7 雑種地 13.22 － 

合計 17,967.00 － 
 
■活用方法検討物件：20 件 
 売却対象とするかどうかを含め、現在有効活用策を検討中 

資料１０ 

9-③：未利用財産の売却促進及び資産の有効活用等 

【売却可能物件の主な判断条件】 
○共有名義者が存在しないもの 
○旧施設の取扱いが決定しており、境界も確定しているなど、売却するための条件 
 整備が完了しているもの 
○公有財産有効活用検討委員会で売却方針の決定がなされているもの など 
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■電子申請システムで利用可能なサービス一覧 

課等名 サービス名 問い合わせ先 

市民課 

①住民票の写しの交付申請（窓口・郵送） 

②印鑑登録証明書交付申請（窓口・郵送） 

③印鑑登録廃止届 

948-6338 

納税課 

④納税証明書交付申請（軽自動車税車検用 個人） 

⑤納税証明書交付申請（軽自動車税車検用 法人） 

⑥納税証明書交付申請（軽自動車税以外 個人） 

⑦納税証明書交付申請（軽自動車税以外 法人） 

⑧市県民税課税（所得）証明交付申請 

⑨固定資産税（評価・課税）証明書交付申請（個人） 

⑩固定資産税（評価・課税）証明書交付申請（法人） 

948-6299 

生活衛生課 
⑪犬の登録申請 

⑫犬の死亡など届出書 
911-1862 

下水道サービス課 

⑬井戸水（簡易水道）使用開始申込 

⑭井戸水（簡易水道）使用変更届 

⑮井戸水（簡易水道）使用中止届 

948-6531 

公営企業局 

水道サービス課 

⑯上下水道使用届（開栓申込） 

⑰上下水道使用者等変更届 

⑱上下水道中止届 

998-9800 

地域保健課 ⑲総合健康診断申込 911-1819 

行政情報課 ⑳情報公開請求 948-6866 

消防局 予防課 ○21消防訓練実施（予定・済）届出 926-9216 

人事課 ○22職員等採用試験申込（募集期間のみ） 948-6940 

 

資料１１ 

10：電子自治体の推進 



団体名称 目的 担当課

松山市行政改革専門委員会 松山市の行政改革の推進に関し、市民各界各層の意見を反映するため必要な事項を調査、審議し意見を提言する。 行政改革推進課

松山市特別職報酬等審議会 市長の諮問に応じ議員報酬等の額について審議する。

松山市職員倫理審査会
職員の職務に係る倫理の保持に資するため、職員倫理規則の制定又は改廃、贈与等報告書その他について市長に意
見を述べるなどする。

松山市名誉市民選考委員会 市長の諮問に応じて名誉市民に選定すべきものを審査し、答申する。 秘書課

松山市情報公開審査会 公開請求に係る公開決定等に対する不服申立て等についての実施機関からの諮問に応じ、審議等を行う。

松山市個人情報保護審議会 開示請求又は訂正請求に係る決定に対する不服申立て等についての実施機関からの市民に応じ、審議等を行う。

松山市公有財産処分審査会 松山市が所有する未利用地等の公有財産について適切な処分を行うため必要な調査審議を行う。

松山市民会館運営審議会 松山市民会館運営の適正を期し、市長の諮問に応ずる。

学生政策論文審査委員会 学生による政策論文の賞の選考において、公平・公正に期するため、本委員会にて審査する。

松山市北条地域審議会

松山市中島地域審議会

松山市情報化推進審議会
情報化の円滑な推進を図るため、松山市情報化プラン構想その他本市の情報化推進に関して検討及び意見具申を行
う。

電子行政課

ことばのちから実行委員会
松山市が「ことばを大切にするまち・松山」として全国に情報発信するための事業等について、調査研究及び企画調整
し、円滑な推進を図るため、意見を提言する。

国際文化振興課

「坂の上の雲」まちづくり推進協議会 「坂の上の雲」を軸とした２１世紀のまちづくり基本計画に基づく、まちづくり事業推進について協議する。 坂の上の雲まちづくり担当部長付

松山市表彰選考委員会 松山市栄誉賞表彰の適正を期するため、各部局等長から推薦があったものについて、栄誉賞表彰の適否を選考する。

松山市男女共同参画会議
男女共同参画を円滑に推進するため、市に意見を提言するほか、市長の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関する基
本的かつ重要な事項について調査審議する。

松山市安全で安心なまちづくり会議 安全で安心なまちづくりに関する基本的かつ重要な事項について市長の諮問に応じるほか必要な意見を述べる。

松山市防犯灯設置等審査会 町内会等が行う特設防犯灯設置等の申請の審査を行う。

松山市市民活動推進委員会 市民活動の推進に関し必要な事項を調査審議する。

松山市人権啓発施策推進審議会 人権啓発施策を総合的かつ効果的に推進するための審議を行う。 人権啓発課

松山市社会福祉審議会
松山市の社会福祉の向上に寄与するため、社会福祉に関する事項（精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査審議
する。

保健福祉政策課

松山市国民健康保険運営協議会 国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議する。 国保・年金課

松山市介護保険運営協議会 介護保険法第117条に定める介護保険事業計画の進捗状況の評価及び次期計画策定に向けて意見交換を行う。

松山市介護認定審査会 要介護認定に基づく審査の判定業務を行う。

松山市地域包括支援センター運営協議会 地域包括支援センターの適正な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な運営を図る。

松山市福祉事務所老人ホーム入所判定委員会 老人ホームへの入所措置の要否等を判定し、入所措置の適正を期する。

松山市社会福祉施設等施設整備審査会 松山市高齢者保健福祉計画に基づく施設整備において、対象施設の選定の適正を図る。

松山市新障害者プラン推進委員会 松山市新障害者プランの進捗状況の報告を行うとともに意見を求める。

松山市障害福祉計画策定検討委員会 松山市障害福祉計画に市民の意見を反映させる。

松山市障害者介護給付認定審査会 障害者自立支援法に基づく障害程度区分の判定業務等を行う。

松山市民生委員推薦会 松山市における民生委員・児童福祉委員の推薦を行う。 生活福祉課

松山市障害児支援委員会
保育所へ入所を希望している障害児及びその保護者に対し、小児科医及び臨床心理士などからなる委員が相談に応じ
るなどして、その発達の支援を目指す。

松山市立保育所委託先候補事業者
選考委員会

松山市立保育所の運営委託にあたり、委託先の適正な選定を行う。

松山市保健所運営協議会 所管区域内の地域保健及び保健所の運営に関する事項を審議する。

松山市衛生検査所精度管理専門委員会 所管区域内の衛生検査所における検査精度の質的向上を図る。

松山市結核診査協議会
結核予防法の従業禁止及び入所命令に係る審査並びに一般患者に対する医療内容を審査し、結核行政の円滑な推進
を図る。

松山市感染症診査協議会
感染症の予防及び感染症患者に対する医療に関する法律の規定による入院勧告について審査を行い、感染防止の円
滑な推進を図る。

松山市ヘルスプロモーションプラン
推進委員会

松山市における生涯を通じた健康づくりを推進する。

松山市脳卒中対策協議会
脳卒中発症者を早期に把握し、的確な医療情報に基づき保健指導、機能訓練、訪問看護等の一貫したケアを実施す
る。

松山市ヘルシーメニュー協力店
普及促進事業推進会

松山市における食の社会環境整備事業の推進を行う。

松山市予防接種健康被害調査委員会
予防接種による健康被害の適正かつ円滑な処理を図るため、予防接種に関連して発生した事故の原因その他について
医学的見地から調査研究等を行う。

新市のまちづくり計画である「合併建設計画」の執行状況等を審議していただく中で、住民不安を取り除き、新市の一体
化を促進する。

人事課

行政情報課

管財課

企画政策課

市民参画まちづくり課

介護保険課

高齢福祉課

障害福祉課

児童福祉課

医事薬事課

地域保健課

資料１２11-④：審議会等の見直し
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松山市環境審議会 市長の諮問に応じ、環境保全に関する基本的事項等について、調査及び審議し、本市の環境施策に反映させる。 環境政策課

松山市地域省エネルギービジョン策定委員会
地球温暖化防止の観点から、総合的かつ長期的な省エネルギー導入に関する進むべき方向性を明確化する松山市省
エネルギービジョン策定にあたり審議し、本ビジョンの方向性を決定する。

環境事業推進課

松山市土壌汚染対策委員会 土壌汚染に関する専門の事項を調査審議する。 環境指導課

松山市廃棄物処理施設設置審査会
一般廃棄物処理施設又は産業廃棄物処理施設の設置の許可をする場合において、必要な事項について審査し、市長
に意見を述べる。

廃棄物対策課

松山市都市計画審議会
都市計画法によりその権限に属させられた事項を調査審議する。市町村長の諮問に応じ都市計画に関する事項を調査
審議する。

都市政策課

史跡松山城跡整備検討委員会 史跡松山城跡の保存と活用を目的に行う整備事業の実施にかかる調査審議を行う。 公園緑地課

松山市駐車場整備連絡協議会 松山駐車場整備地区において駐車場整備計画の策定、駐車場の総合計画的な整備を促進するため、連絡協議を行う。

松山市交通安全対策会議
松山市交通安全計画を作成しその実施を推進する。市の区域における陸上交通の安全に関する総合的な施策を企画
し、推進する。

松山市自転車等駐車対策協議会 自転車等の駐車対策に関する重要事項を調査審議する。

松山広域都市計画事業松山北部
土地区画整理審議会

区間整理施行地区内の権利者の利益代表として、換地設計、仮換地の指定等に関し、議決又は諮問・反映させ、事業
の適切な運営を図る。

松山市町界町名審議会 市長の諮問に応じ、住居表示の実施に伴う町界町名の整理等について調査及び審議する。

松山市開発審査会
大規模開発行為や市街化調整区域の一定の開発行為について、本市の計画的なまちづくりとの整合、無秩序な市街化
の進行を防止する視点から審査する。

松山市景観審議会 本市の都市景観及び屋外広告物に関する重要事項を調査審議する。

松山市建築審査会
建築基準法に基づく許可申請に関する同意及び審査請求に対する裁決についての議決並びに特定行政庁の諮問に応
じて、重要事項を調査審議する。

松山市建築紛争調整委員会
建築紛争に発展し、当事者の話し合いで解決しない場合に両当時者の申し出により、第三者的立場に立って調整を行
う。

松山市都市景観賞選考委員会
松山市都市景観条例に基づき、松山市内で都市の美化や都市環境の向上に寄与する優れた建築物等及びまちづくり
活動等を顕彰し、その奨励を図り、景観の向上と市民意識の高揚を図るための都市景観賞を選考する。

松山市勤労者福祉サービスセンター事業
運営審議会

勤労者福祉サービスセンター事業の運営に関する重要な事項について、市長の諮問に応じて審議する。 地域経済課

松山市道後温泉審議会 道後温泉事業の振興に関し、市長の諮問に応じ、料金改定、源泉補強その他の必要事項について審議する。 道後温泉事務所

松山農業振興地域整備計画審議会 農業振興地域整備計画の策定に関し必要な事項について調査審議する。 農林水産課

松山市中央卸売市場運営協議会 市長の諮問に応じ、①市場業務の運営に関すること②その他市場運営に関し必要な事項について調査審議する。

松山市中央卸売市場中央市場青果部
取引委員会

松山市中央卸売市場における売買取引に関し必要な事項を調査審議する。

松山市中央卸売市場中央市場花き部
取引委員会

松山市中央卸売市場における売買取引に関し必要な事項を調査審議する。

松山市中央卸売市場水産市場水産物部
取引委員会

松山市中央卸売市場における売買取引に関し必要な事項を調査審議する。

松山市防災会議
地域防災計画の作成及びその実施を推進する。市の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報
を収集する。

松山市水防協議会 水防計画、その他水防に関し重要な事項を調査審議する。

松山市国民保護協議会
国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、本市の国民の保護のための措置に関する施策を総合的に推進
する。

松山市社会教育委員 教育委員会の諮問に応じ、社会教育・青少年教育に関しての意見を述べる。

湯山公民館運営審議会

日浦公民館運営審議会

五明公民館運営審議会

伊台公民館運営審議会

久米公民館運営審議会

小野公民館運営審議会

石井公民館運営審議会

浮穴公民館運営審議会

荏原公民館運営審議会

坂本公民館運営審議会

八坂公民館運営審議会

素鵞公民館運営審議会

道後公民館運営審議会

東雲公民館運営審議会

番町公民館運営審議会

公民館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき調査審議する。

防災対策課

地域学習振興課

総合交通課

都市開発課

建築指導課

市場管理課
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桑原公民館運営審議会

新玉公民館運営審議会

雄郡公民館運営審議会

清水公民館運営審議会

味酒公民館運営審議会

生石公民館運営審議会

余土公民館運営審議会

垣生公民館運営審議会

味生公民館運営審議会

三津浜公民館運営審議会

宮前公民館運営審議会

高浜公民館運営審議会

泊公民館運営審議会

由良公民館運営審議会

和気公民館運営審議会

潮見公民館運営審議会

堀江公民館運営審議会

久枝公民館運営審議会

難波公民館運営審議会

浅海公民館運営審議会

立岩公民館運営審議会

正岡公民館運営審議会

北条公民館運営審議会

河野公民館運営審議会

粟井公民館運営審議会

中島公民館運営審議会

松山市青少年問題協議会 青少年の指導・育成・保護及び矯正に関する調査・調整・審議及び関係行政機関に対し意見を述べる。

まつやま子ども育成会議
市民等及び市が一体となって子どもを育成するための施策を総合的に推進し、目的を達成するための必要な事項を協
議し、市に提言する。

松山市通学区域調整審議会
教育委員会の諮問に応じ、市立小学校及び中学校通学区域の設定並びに改廃に関する事項について、調査並びに審
議する。

松山市奨学生選考委員会 市長の諮問に応じ、奨学生の選考及び奨学資金の貸付に関する事項を審議する。

松山市就学指導委員会
障害のある児童生徒に対して、適正な就学指導及び特殊教育の推進を図るため、教育上特別な扱いを要する児童・生
徒の教育措置及び障害の種類、程度等の判断について調査並びに審議を行う。

松山市教科書採択委員会
松山市立の小中学校で使用する教科用図書の採択を円滑に行うため、教育委員会の諮問に応じ、必要な事項を答申す
る。

松山市通学区域弾力化検討委員会
松山市小中学校通学区域の弾力的運用を行うに際して、その方向性・実施方法等について幅広い分野からの提言を求
める。

松山市文化財保護審議会 文化財の保存及び活用に関し、教育委員会の諮問に答え、又は意見を具申し、及びこれらに必要な調査研究を行う。

史跡久米官衙遺跡群整備委員会 史跡久米官衙遺跡群の整備・活用のための基本構想などを策定する。

史跡久米官衙遺跡群調査検討委員会 史跡久米官衙遺跡群の整備を実施する。

松山市スポーツ振興審議会 スポーツの振興に関する重要事項について調査審議し、これらの事項に関して教育委員会に建議する。 スポーツ・健康教育課

松山市立子規記念博物館協議会 博物館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、館長に対して意見を述べる。 子規記念博物館事務所

松山市立図書館協議会 図書館の運営に関し、館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行う図書館奉仕につき、館長に対して意見を述べる。 中央図書館事務所

松山市水道事業経営審議会 市長の諮問に応じ、松山市水道事業の経営に関する事項について調査審議する。

松山市水道事業経営問題懇談会 水道事業の経営方針等に関する事項について、松山市公営企業管理者に提言する。

公民館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき調査審議する。

文化財課

（公企）企画総務課

地域学習振興課

学校教育課
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■特殊勤務手当一覧 

手 当 の名 称  主 な支 給 対 象 業 務  支給単価 

水 道 料 金 等 の収 納 指 導 業 務 に直 接 従 事  日 額 200 円  
滞 納 整 理 等 手 当  

滞 納 整 理 に伴 う給 水 停 止 作 業 に直 接 従 事  日 額 650 円  

車 両 通 行 下 における道 路 上 での作 業 ，検 査 及 び監 督 業

務 に従 事  

酸 素 欠 乏 等 危 険 場 所 での作 業 ，検 査 及 び監 督 業 務 に従

事  

掘 削 を要 する水 道 メーター等 の修 理 作 業 に従 事  

日 額 460 円  

特 殊 現 場 等 作 業 手 当  

勤 務 環 境 の劣 悪 な場 所 での作 業 等 管 理 者 が別 に定 める

作 業 に従 事  
日 額 700 円  

人 体 に有 害 なガスが発 生 する業 務 に従 事  日 額 290 円  
薬 品 取 扱 手 当  

有 害 薬 品 の取 扱 業 務 に従 事  日 額 250 円  

4 月 1 日 か ら 10 月 31 日 ま

での間 

1 回 につき 1,200 円  
緊 急 出 動 手 当  

勤 務 時 間 外 若 しくは休 日 に天 災 その他 の災 害 による事 故

のため，水 道 事 業 等 に重 大 な支 障 が発 生 し，又 は発 生 す

る恐 れがあるとき，その復 旧 等 の業 務 に従 事 するため，管

理 者 の招 集 により出 動 したとき 

11 月 1 日 か ら 3 月 31 日 ま

での間 

1 回 につき 1,500 円  

日 額 650 円  

用 地 交 渉 等 手 当  
土 地 の取 得 等 及 び損 失 補 償 に関 する交 渉 業 務 に直 接 現

地 で従 事  
深夜加算 

1 回 につき 325 円  

 

４：特殊勤務手当の見直し【公営企業局取組分】



自己資本構成比率の推移

単位：百万円,％

年度 総資本 自己資本 自己資本構成比率 年度 総資本 自己資本 自己資本構成比率

41 1,104 414 37.5 61 35,625 8,701 24.4

42 1,349 440 32.6 62 36,948 9,484 25.7

43 2,121 641 30.2 63 39,119 11,045 28.2

44 2,794 835 29.9 元 41,846 12,995 31.1

45 4,369 1,005 23.0 2 44,618 15,065 33.8

46 6,061 1,134 18.7 3 45,928 16,918 36.8

47 7,204 1,075 14.9 4 48,159 19,214 39.9

48 8,379 1,266 15.1 5 50,888 20,982 41.2

49 9,311 1,307 14.0 6 51,713 22,321 43.2

50 10,489 1,185 11.3 7 53,234 23,898 44.9

51 11,846 1,821 15.4 8 56,329 26,967 47.9

52 16,406 2,486 15.2 9 59,917 29,984 50.0

53 19,802 2,739 13.8 10 62,788 32,975 52.5

54 23,454 2,828 12.1 11 64,615 35,400 54.8

55 25,018 2,875 11.5 12 67,422 38,270 56.8

56 28,166 4,040 14.3 13 68,129 40,901 60.0

57 31,674 5,034 15.9 14 69,668 43,309 62.2

58 32,283 5,629 17.4 15 72,649 46,685 64.3

59 32,404 6,598 20.4 16 76,883 50,622 65.8

60 34,097 7,757 22.7 17 78,485 53,660 68.4

78,485

67,422

53,234

44,618

34,097

25,018

10,489

4,369

1,104

68.4

56.8

44.9

33.8

22.7

11.5

11.3

23.0

37.5

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

30

20

10

0

10

20

30

40

50

60

70

総資本 自己資本 自己資本構成比率

年度

自己資本構成比率
（％）

資本額
（百万円）

総資本
(百万円)

※　総資本　　＝　負債・資本合計（他人資本＋自己資本）　＝　総資産
　　自己資本　＝　自己資本金＋剰余金（資本剰余金＋利益剰余金）
　　自己資本構成比率　総資本に占める自己資本の割合を表す比率。これは資本の安全性に対する指標で、「自己資本構成比率
　　　　　　　　　　　が高い＝借金が少ない」ということであり、損益上は支払利息（金融コスト）が小さくなるため、利益
　　　　　　　　　　　に大きな影響を与える。

※　平成17年度末の自己資本構成比率　　松山市　　　　　　　　　68.4％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中核市平均　　　　　　　56.5％

※　自己資本構成比率を向上させるには、営業活動からの剰余金によって自己資本を造成する必要があり、適正な事業報酬（資
　　産維持費）を料金原価に算入した総括原価による料金設定が不可欠である。本市が多額の企業債に依存して拡張事業を実施
　　していた昭和55年当時は11.5％と低い水準であった。これを解消するため、昭和56年 4月の料金改定において、従来の資金
　　ベースから損益ベースに移行、昭和59年4月の料金改定からは事業報酬（資産維持費)を算入することにより、平成17年度末
　　現在、自己資本構成比率は68.4％の水準にある。

●←料金改定(51年4月)
　　改定率　59.38％
　　資金ベース

料金改定(56年4月)→●
改定率　54.93％　損益ベース

料金改定(59年4月)　改定率　18.80％　損益ベース(総括原価)→●

料金改定(63年4月)　改定率　8.70％　損益ベース(総括原価)→●

料金改定(8年4月)　改定率　12.90％　損益ベース(総括原価)→●

料金改定(13年4月)　改定率　11.97％　損益ベース(総括原価)→●

資料１４5：自己資本構成比率の向上【公営企業局取組分】
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